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第１分野 運営と自己改革 

 

１－１ 法曹像の周知 

 

（評価基準）養成しようとする法曹像が明確であり、関係者等に周知されてい

ること。 

 

１ 現状 

（１）養成しようとする法曹像 

現代社会においては、共通理念である正義に即して多様化する価値観を調整

する法律の役割が重要性を増している。そこで必要とされるのは、幅広い知識

と適切な問題解決能力はもちろん、豊かな人間性、高い倫理観をそなえた法曹

である。 

中央大学（以下「本学」という。）の歴史は、1885年に増島六一郎をはじめと

する 18 名の少壮法律家が創設した「英吉利（イギリス）法律学校」に始まる。

英吉利法律学校設置時の広告には、「實地應用ノ素ヲ養フ」という建学の理念が

示されており、そこには、法の叡智を学び、これを社会に生起する具体的事件

の解決のために用いて、人々に奉仕する修練の体得こそが肝要とする精神の原

点を見ることができる。こうした「実学の精神」は今日まで脈々と受け継がれ、

本学は、130年を超える歴史の中で数多くの人材を法曹界に輩出してきた。中央

大学法科大学院（以下「本法科大学院」という。）は、こうした本学の伝統と実

績を継承し、今後とも実学の精神を貫くべく、次の４つを「教育理念」として

創設された。 

ア 市井にあまねく法律サービスをいきわたらせるため、市民が必要としてい

る身近なホームドクター的な法曹を養成する。そのため、ホームドクター的な

法曹に期待される、市民の日常生活に関わる法分野における幅広い法律知識、

問題解決能力を養うと共に、豊かな人間性及び高い倫理観を涵養する。 

イ 高度化・多様化した現代社会のニーズに応える専門法曹を養成する。かか

る法曹に必要とされる、国際ビジネス法、知的財産法、企業倒産法、先端技術

関係法、国際関係法、公共政策決定、組織犯罪規制などの専門的な法分野にお

ける新しい知識、分析能力及び問題解決能力を涵養する。 

ウ 日常的な法分野においても、先端的・専門的な法分野においても、高度の

法理論教育を重視しつつ、法律実務に即した実践的教育を十分に行うものとし、

それを通じて実務を批判的に検討し発展させる創造的思考力をもつ法曹を養成

する。 

エ 国民のニーズに十分応え得るレベルにまでわが国の法曹を質的・量的に拡

充するため、前述のような優れた資質を備えた法曹を多数輩出するよう努力す

る。法曹輩出の伝統を有する本学にとって、このような司法制度改革の目標達

成に貢献することは社会的使命でもある。 

 

この４つの教育理念に基づき、また、大規模法科大学院としての使命に鑑み、

本法科大学院は、その「養成する法曹像」のモデルを６つ提示している。すな
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わち、①市民生活密着型ホーム・ローヤー、②ビジネス・ローヤー、③渉外・

国際関係法ローヤー、④先端科学技術ローヤー、⑤公共政策ローヤー、⑥刑事

法ローヤーがそれである。これらの法曹像は弁護士を念頭におけば分かりやす

いが、その法曹養成の理念は裁判官や検察官にも当てはまるものであって、人

間や社会についての深い洞察力を備え、かつ、専門的能力を有する裁判官や検

察官の候補者を養成することも、当然ながら本法科大学院の重要な目標である。

さらに、ビジネス・ローヤー、公共政策ローヤーなどの法曹像には、企業や官

庁等の中で専門家として活躍する多様な法曹も当然含まれている。 

前述の６つの法曹像（６タイプのローヤー）は、社会が期待する法曹の主要

な姿であるが、本法科大学院は大規模ロースクールとして、これらのモデルに

絞られることなく多様な法曹を養成したいと考えている。これらの法曹像も念

頭において、2015 年度入学者選抜より４つの特別法曹枠（地域、国際、専門職

及び女性）を設けた。 

    

（２）法曹像の周知 

設置認可申請書 1において示した前述の「教育理念」「養成する法曹像」は、

「CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK」（以下「ガイドブック」という。）に毎年掲載

して学内外に配布しているほか、本法科大学院 Web サイトにも掲載しており、

これらの方法を通じて、在学生、教職員、入学志願者その他への周知を図って

いる 2、3、4。 

また、本法科大学院 Web サイト、ガイドブック及び履修要項に、これらの法

曹像に即した６つの科目履修プラン（履修モデル）を掲載している 5、6。さらに、

ガイドブックでは、６つの法曹像それぞれの分野で実際に活躍している修了生

法曹を紹介している。加えて、2011 年度に全学的に確認され公表された３つの

ポリシー（アドミッション、カリキュラム及びディプロマ）におけるディプロ

マ・ポリシーでも、養成する人材像として、これらの法曹像を明記し、本法科

大学院 Webサイト及び履修要項に掲載し、周知を図っている 7、8。 

なお、本法科大学院 Webサイトでは、「実学の精神」、「ハートフル・メソッド」

というイメージ・コピーも使用している。ここにいう「実学の精神」とは、前

述の通り、英吉利法律学校設置広告に記された「實地應用ノ素ヲ養フ」との建

学の精神を表し、社会の諸活動に直結する法律学という学問分野において、英

吉利法律学校建学以来の法曹輩出の伝統の継承が本法科大学院の礎になってい

ることを表現するためのものであり、これも前述の教育理念に対応する。「ハー

                                                   
1「中央大学法科大学院の設置の趣旨及び特に設置を必要とする理由」『中央大学大学院法務研究科（法科
大学院）設置認可申請書』 pp.1-3 
2CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 pp.1,5 
3本法科大学院 Webサイト「中央大学法科大学院とは」
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/outline/about/ 
4本法科大学院 Webサイト「養成する法曹像」
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/outline/cultivation/ 
5CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 pp.16-17 
6履修要項 2016 pp.8-13,22-27 
7本法科大学院 Webサイト「学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）」
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/outline/policy/ 
8履修要項 2016 pp.(1)-(4) 
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トフル・メソッド」とは、そのような伝統を背景として本法科大学院学生を法

曹へと導いていくためのカリキュラムの充実と学修サポート体制等の配慮を表

現しており、これらは前述の教育理念のア～エに関連する。これらの表現は、

本法科大学院が掲げる教育理念をより分かりやすい言葉で入学志願者や社会全

体にアピールするための１つの工夫である。 

さらに、本学のロゴマーク（Ｃ）を基礎として、いわゆる六法（constitution、

civil law、criminal law、commercial law、civil procedure、criminal procedure）

の英語頭文字でもあるＣを６つ組み合わせて本法科大学院のロゴマークが考案

されたが、これは、本学の新しい歩みと六法の広がり、さらに本法科大学院が

養成をめざす６つの法曹像をイメージしたものであり、以来、このマークをシ

ンボルとして、学内外に発信することで養成する法曹像の周知を図っている。 

 

ア 教員への周知、理解 

教員（専任や兼担、兼任を含む）・事務職員等に対しては、毎年度発行される

ガイドブック、履修要項及びＦＤ研究集会等によって周知・理解を図っている。 

 

イ 学生への周知、理解 

学生に対しては、履修要項にて周知を図ると共に、年度初めのオリエンテー

ション、キャリアガイダンスにおいてその都度前述の６つの法曹像を示してい

るほか、実務家講演会等においては、特定の領域に偏することなく多様な法曹

を招いてこれを実施することにより、養成する法曹像についての理解を促進し

ている。また、履修要項には、６つの法曹像に即した履修モデルを掲載してい

る。さらに、前述のロゴマークを学内に掲示することで、日常的な理解を図っ

ている。とりわけ、各学生自習室のドアや掲示板に６つの法曹像を掲示してい

ることから、通学する日は、ほぼ毎日、視覚的に擦り込まれている状況である。 

このほか、前述の入学者選抜における特別法曹枠で入学した学生に対しては、

入学後に別途ガイダンスを実施し、それぞれの枠に即した履修指導を行ってい

る。 

 

ウ 社会への周知 

入学志願者を含む社会全体に対しては、各種広告、ガイドブック及び本法科

大学院 Web サイトにて周知を図っている。さらにガイドブック及び本法科大学

院 Webサイトでは、多様な方面で活躍する修了生法曹のインタビューのほか 9、10、

６つの法曹像に即した履修モデルも掲載している。なお、前述のロゴマークは

名刺に印字されており、教職員が利用しているだけでなく、就職活動等におい

て学生および修了生も活用している。 

一方、本法科大学院への入学を検討している者へは、これらの方法に加え、

                                                   
9CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 pp.6-11 
10本法科大学院 Webサイト「OB・OG法曹から(インタビュー映像)」
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/voice/voice02/ 
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本法科大学院又は外部機関主催の入学説明会で、入学者選抜合格後、入学申込

手続を行った入学予定者に対しては、入学前説明会を開催して、周知を図って

いる。 

このように、本法科大学院においては、前述の通り、入学後のミスマッチを

極力なくす諸方策を採っていること、その養成する法曹像が特定の領域に偏し

ていないこと、及び、後述のように多様な展開・先端科目を豊富に設置してい

ることから、いわゆる自己の志望する法曹像とのミスマッチを訴える学生は現

在のところいない。 

なお、本法科大学院への入学に満足している者の割合は、2015 年度入学者が

93.7％、2016年度入学者が 92.6％であった 11。 

 

（３）特に力を入れている取り組み 

各年次の初めのオリエンテーション期間に学年毎にキャリアガイダンスを行

い、法科大学院のキャリア支援に特化した専属のキャリア・コンサルタントか

ら、それぞれの学年に応じた法科大学院修了生の進路及び就職活動の説明を行

っているほか、正規科目（「政策形成と法」、「４群特講＠企業内法務の実務」等）、

各種セミナー、講演会及び「ランチ＆トーク」などの企画を通じて、法科大学

院修了生の進路の多様性を伝えている。紹介している進路先の例としては、裁

判官、検察官、法律事務所弁護士（司法過疎地の弁護士等特徴的なもの含む）、

国家公務員、企業法務部などがある。 

 

（４）その他 

本法科大学院を修了し、多様な方面で活躍する修了生法曹のインタビュー動

画を本法科大学院 Web サイトに掲載しているほか、本学の附属学校（中学校、

高等学校）が実施する模擬裁判や講演等への協力並びに全国各地の高等学校か

らの「模擬講義」における講師派遣依頼への要望に応じることなどにより、本

法科大学院の目的を社会に浸透させるための活動には可能な限り協力している。

また、2016 年には、本学法学部の「法曹論」のゲストスピーカーとして、本法

科大学院から実務家教員１名、修了生弁護士２名を送り、それぞれの仕事につ

いて語ってもらうことで法曹の仕事の魅力を学部学生に伝える試みを行った。

その模様は、本法科大学院 Webサイトにおいて公開されている 12。 

 

２ 点検・評価 

本法科大学院の「教育理念」及び「養成する法曹像」は、法科大学院の制度

設計の過程における各種の議論や外国における法曹養成制度の状況を十分に参

酌しつつ、本学の伝統を踏まえて設定された明確なものである。それは、大規

                                                   
112016年度法科大学院新入生アンケート実施報告書 
12慶應義塾大学及び早稲田大学との共同企画でもある。

http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/news/2016/09/47297/ 

http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/news/2016/09/47297/
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模法科大学院にふさわしい総合性と専門性を併せもつ適切な内容になっており、

また、理論教育と実務教育を共に重視・架橋し、その望ましいバランスを追求

しようとする姿勢に立脚している。 

このような教育目標に対応して、カリキュラムでも、法律基本科目の充実（60

単位必修）、実務基礎科目の最大限の重視（10 単位必修）、基礎法学・外国法科

目の充実（６単位必修）、展開・先端科目の多様性の確保（17単位必修）などの

配慮をし、ガイドブック、本法科大学院 Web サイト及び履修要項において、６

つの法曹像毎の「履修モデル」を提示して、各自のめざす法曹像に即した履修

のしかたをより理解しやすいものとしている。 

「養成する法曹像」の周知状況に関して、対内的には、ガイドブック、本法

科大学院 Web サイト、履修要項及び全学生が利用する学生自習室のすべてのド

アへの学内掲示等を通じて、専任教職員、非常勤教員及び学生もその内容を十

分に認識している。入学後に、自分の志望する法曹像とのミスマッチを訴える

学生はいない。対外的には、入学予定者を含む社会全体に対しては、無料配付

のガイドブック及び本法科大学院 Web サイト等で周知を図り、本法科大学院へ

の入学を検討している者に対しては、本法科大学院又は外部機関が主催する入

学説明会において、入学予定者に対しては入学前説明会においてそれぞれ周知

を図っている。なお、ガイドブックについては、当該情報へのアクセスが容易

となるよう、本法科大学院 Webサイトにデジタルパンフレットを掲載している。 

これらの工夫によって、本法科大学院の「養成する法曹像」は、本法科大学

院の関係者等に周知・理解されていると考える。その他、本法科大学院の目的

を社会に浸透させるための活動を行っている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

法曹志望者及び法科大学院進学希望者の動向と関心に照らし、広報活動はも

とより、日々の活動の中で今後も地道に周知徹底を図ることが必要である。ま

た、開校以来 10余年を経て、法曹養成制度や法科大学院を取り巻く状況も変化

していること等に鑑み、本法科大学院が養成する法曹像に修正を加える必要の

有無について検討する予定である。あわせて、法曹となることの意義や法科大

学院における教育内容を学部学生等により積極的に伝えることや、社会の「法

化」を実現するために、法曹の職域の拡大を通じて、本法科大学院修了生が将

来の多様な進路を目指すことができるよう、学修指導、進路指導及び動機付け

の機会（多様な実務家による講演会等）をより一層充実させるなどしていきた

い。 
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１－２ 特徴の追求 

 

（評価基準）特徴を追求する取り組みが適切になされていること。 

 

１ 現状  

（１）本法科大学院の特徴 

本法科大学院は、240 名の入学定員と 59 名の専任教員を擁する大規模法科大

学院であることが大きな特徴のひとつである（2018 年度入学者からは 200 名の

入学定員となる）。また、その規模にふさわしく、前述の「養成する法曹像」に

即した多彩な展開・先端科目を豊富に開設していること、またスケールメリッ

トを活かした多様かつ充実した学生サービス（後述）を提供していること等も

大きな特徴である。 

このほか、特徴を追及する取り組みとして、2015 年度に文部科学省の先導的

大学改革推進委託事業として調査研究を行った「法科大学院教育におけるＩＣ

Ｔの活用に関する調査研究」がある。これについては、2016 年度に学内の競争

的資金を獲得してさらに調査研究を進め、2017 年度からは、ＩＣＴを活用して

琉球大学法科大学院と連携して相互に特色ある授業を正規科目として提供し合

うほか、鹿児島大学及び島根大学とそれぞれ連携し、司法過疎や当該地方固有

の法律問題を取り扱う正規科目を実施する予定である（琉球大学及び鹿児島大

学とは協定締結済み）。 

なお、2016 年度より、ＩＣＴを活用した授業及び教材の開発に関する事項を

取り扱う常設委員会として、ＩＣＴ委員会を教授会の下に設置している。 

 

（２）特徴を追求・徹底するための取り組み 

前述の特徴を追求するために、以下の通り取り組みや工夫を行っている。 

まず、多様な学生の確保については、法学未修者の入学者選抜において、他

学部出身者又は社会人を一定程度優先的に合格させることがあるとの入学者選

抜方針を立て、さらに 2015年度から、地域法曹、女性法曹、国際法曹及び専門

職法曹の特別法曹枠を設けている（「第２分野 入学者選抜」参照）。 

また、70 科目以上の多様な展開・先端科目を開設し、ガイドブック、本法科

大学院 Web サイト及び履修要項に、６つの法曹像毎の「履修モデル」を提示し

て、各自のめざす法曹像に即した履修のしかたをより理解しやすくしている。 

さらに、多様な各種学生サービスのうち、とりわけ就職支援については、本

法科大学院専用の就職支援窓口を設けて専属スタッフ（キャリア・コンサルタ

ント）を配置し、法科大学院修了生向けの求人開拓及び法科大学院修了生（及

び学生）への求人情報の提供を行うほか、多様な進路（裁判官、検察官、司法

過疎地弁護士、国家公務員、企業法務部）に即したセミナーや講演会、法科大

学院修了生（及び学生）向けを企画・開催している。このほか、司法試験に合

格後、企業や省庁に勤務する「インハウス・ローヤー」による、ＣＬＳインハ

ウス・ローヤーズ・ネットワークを 2016年５月に結成、活発な横断的交流を行



7 
 

っており、2016年度は５月及び 10月にシンポジウムを開催している。 

加えて、法曹リカレント教育も本法科大学院の社会的使命と考えて、新日本

法規財団から資金を得て、税務等に関する短期セミナーを実施し、前述のＩＣ

Ｔを通じてその内容を地方にも配信する取り組みも行っている 13。これも、学内

の教員をはじめ多様な教育スタッフを用意することができる本法科大学院の特

徴であり、強みである。 

 

（３）取り組みの効果の検証 

日常の活動として毎学期の授業評価を含む各種ＦＤ活動及び学生からのオピ

ニオン・アンケートの実施とその検証及び授業への反映を行っている。 

これに加え、本法科大学院においては、毎年度、自己点検評価委員会が取り

纏めた自己点検評価報告書の内容について、外部の有識者によって構成される

アドバイザリーボードの意見を徴することを通じて、教育理念・目標の妥当性

をも含む本法科大学院の活動全般を毎年検証する仕組みを備えている（詳細に

ついては、「１－３ 自己改革」参照）。 

    

（４）特に力を入れている取り組み 

本学の法曹養成の伝統を活かし、実務基礎教育を重視している。なかんずく、

実践的な実務教育の充実は、次の諸点に現れている。 

ア 市ヶ谷キャンパス内に模擬法廷教室を設置し、「模擬裁判」を選択必修科目

とし、元裁判官、元検察官又は弁護士の指導の下に、ロールプレイングによる

実務基礎教育を行っている。 

 

イ 全国の法律事務所、企業法務部等における「エクスターンシップ」を選択

必修科目として実施している。全国に広がる本学のＯＢ・ＯＧネットワークを

中心とした法律事務所及び企業法務部等の協力を得て、大規模に行われている

ため、多くの受け入れ先の中から学びたい分野を扱う派遣先をみつけることが

可能である。なお、課外ではあるが、官公庁でのインターンシップである「霞

が関法科大学院生インターンシップ」の募集も行っている。 

 

ウ ６つの法曹像に対応した多様な「リーガル・クリニック」14（１クラスあた

り５～７名を標準履修人数とする）を選択必修科目として実施している（開設

クリニックの例として市民生活紛争、企業法務の実務、個別労働紛争、裁判外

紛争解決、公益的刑事弁護など）。実務家教員の指導監督下の法律相談実習にと

どまらず、多種多様な授業が担当教員の工夫をこらした様々な教材及び教授方

法に基づいて活発に展開されており、その授業方法は『中央ロー・ジャーナル』
15において授業実践報告として随時発表されている。また、東京弁護士会が設置

している渋谷パブリック法律事務所における課外のリーガル・クリニックへの

参加も募り、2015 年度（試行）は 13 名、2016 年度は 15 名の学生が参加した。 

                                                   
13〈新日本法規財団寄付講座〉CLS法曹リカレント・無料セミナーのご案内 
142016年度リーガル・クリニックガイダンス資料 
15本法科大学院 Webサイト「中央ロー・ジャーナル」
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/assist_system/journal 
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エ 基礎法学・外国法科目群、展開・先端科目群においては、「英吉利法律学校」

以来の伝統・実績を活かし、ビジネス法や知的財産法関連分野について、短期

の海外研修を取り入れた授業科目「Study Abroad Program Ⅰ・Ⅱ」を実施して

いる。加えて、外国人専任教員を任用し、わが国の法制度や法曹のあり方をグ

ローバルな視点から見直す機会を提供すると共に、将来、外国法曹資格を取得

するための素地を養うことができる教育体制を整えている。 

 

オ 少人数ゼミである「テーマ演習」を設けると共に、「研究特論（リサーチ・

ペーパー）」も設け、研究者志望や専門形成希望の学生のニーズにも応えている。 

 

カ 実務基礎科目の実践的教育活動の補助や学修相談、自主ゼミ活動等での助

言に若手弁護士があたる実務講師（補助教員）制度 16を設けている。具体的には、

「ローヤリング」、「模擬裁判」などの実務基礎科目の授業準備・実施の補助業

務のほか、「フォローアップ演習」と銘打った課外演習の教育補助業務を担当し

ており、特に法学未修者に対するきめの細かい自修支援（予習・復習の指導）

を提供している。とくに、2008 年度からは、本法科大学院修了の弁護士からも

実務講師を採用し、現在では、フォローアップ演習を担当する実務講師の全て

が本法科大学院の修了生である。 

 

（５）その他 

昼休みに開催している「ランチ＆トーク」17（参加者が各自で用意した昼食を

とりつつ、タイムリーかつ専門性の高い内容の短時間の講演を聴き、講演後に

質疑応答のセッションを行う「昼食持ち寄りの懇話会」）のほか、各方面で活

躍する弁護士、検察官または裁判官による講演会、矯正施設及び官公庁見学会

などを開催・実施し、これらを通じて、学生の学修意欲喚起や学修内容と実務

との関わりを意識させる取り組みを展開している。 

これに加え、年度初めのオリエンテーション、キャリアガイダンス実務家講

演会、及び履修要項等においては、特定の領域に偏することなく多様な法曹を

招いてこれを実施することにより、養成する法曹像についての理解を促進して

いる。 

    

２ 点検・評価 

前述の諸特徴は、専門職大学院に期待されている現代的・国際的な専門教育

の重視、実務基礎教育の重視、理論と実務の架橋、高度専門職業人としての専

門形成の援助などの諸点を考慮したものであり、「１－２ 特徴の追求」の取り

組みは、法科大学院における実践的な実務基礎教育の充実、及び主として法学

未修者に対する格別の配慮の必要を勘案したものである。これらは、法科大学

                                                   
16CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 pp.13,36-37 
17本法科大学院 Webサイト「講演会」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/assist_system/lecture/ 
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院制度の趣旨に沿った適切な考慮に基づく措置であると考える。 

分説すると、まず、基礎法学・外国法科目群及び展開・先端科目群に配置さ

れた科目における現代的・国際的な性格を帯びる多彩な専門的教育の展開は、

現代の法曹に求められる高度な資質や能力を涵養するための貴重な礎となり、

それが「１－１ 法曹像の周知」に示した「養成する法曹像」にも結びついて

いくものである。 

「エクスターンシップ」の履修者数は、例年年間 80人ほどであり、履修者は

原則として３週間にわたって実務の現場の息吹を体感し、法曹になることの喜

びと責任を強く自覚して帰ってくる。彼らは報告書や報告会においてこの科目

の意義を高く評価している。 

「リーガル・クリニック」は、実務家教員の指導監督下の法律相談実習にと

どまらず、多種多様な授業が、担当教員の工夫をこらした様々な教材及び教授

方法に基づいて活発に展開されている。なお、これらの各授業は、本法科大学

院が提示する６つの法曹像に、それぞれリンクし体系化されている。 

2016 年度から本格実施された渋谷パブリック法律事務所におけるリーガル・

クリニックは、単位化されていないものの、他学の法科大学院の学生と共にチ

ームを作って実際の事件を扱うもので、内容の濃さ、他学の学生との切磋琢磨

など、学生の満足度も教育効果も高い。 

短期の海外研修プログラムは、法曹資格を得た後のキャリア形成までも視野

に入れ、座学としての外国法科目に加え、正規科目として海外研修プログラム

を実施している。これらのプログラムは、カリキュラム上「Study Abroad Program」

として位置づけられており、修得単位は修了に必要な単位に算入される。 

ただし、これまで大学で措置されてきたこの実施にかかる予算が削除された

ため、2016 年度は外部資金を得て実施できたが、今後の継続的実施の目途が立

っていない状況である。 

「研究特論（リサーチ・ペーパー）」も、コンスタントに一定数の履修者がみ

られる。 

2016年度は 73人の実務講師（補助教員）を採用している。2008年度からは、

本法科大学院修了の弁護士の中から採用しており、現在ではフォローアップ演

習担当実務講師の全てが本法科大学院修了生である。 

 2015 年度に文部科学省の先導的大学改革推進委託事業として調査研究を行っ

た法科大学院教育におけるＩＣＴの活用については、2017 年度から正規授業と

して実施する。ＩＣＴを活用して、地方法科大学院と都市部の法科大学院とが

特色ある授業を提供しあう取り組みは、全国的に例を見ないものである。 

なお、ＩＣＴを活用した授業及び教材の開発、そしてその効果検証等を取り

扱う委員会として、2016年４月よりＩＣＴ委員会を教授会の下に常設するなど、

特徴を追求するための体制も整備している。 

以上のように、本法科大学院の特徴の明確化と、その実現のための充実した

取り組みが行われていると考える。 

なお、これらの取り組みの効果については、教務委員会、エクスターンシッ

プ運営委員会、リーガル・クリニック運営委員会等研究科内の各委員会で検証

しており、検証結果は、本法科大学院の執行部会議（研究科長、研究科長補佐
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３名の合計４名で構成）、運営委員会（執行部会議メンバー、入試・広報委員長

及び各科目担任者会議主任等により構成）を経て、教授会に報告されている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

 「エクスターンシップ」の受け入れ法律事務所数を維持しつつ、受け入れ企

業も開拓するなどし、職域拡大を見据えた学生の多様なニーズを満たすべく、

その多様性をさらに充実させていきたい。 

「Study Abroad Program」については、全学的なグローバル化の取り組みの

なかで、正規授業としての海外への学生派遣プログラムをいかに位置づけるの

かについて全学的な議論を喚起することで解決の糸口を探りたいと考えている。 
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１－３ 自己改革 

 

（評価基準）自己改革を目的とした組織・体制が、適切に整備され機能してい

ること。 

（注） 

① 「自己改革」とは、当該法科大学院における法曹養成教育の状況等

（入学者選抜及び修了認定等に関する事項を含む。）を不断に検証し、

検証結果等を踏まえて、法科大学院の社会的使命のより効果的な達成

に向け諸要素を改善していくことをいう。自己点検・評価活動（学校

教育法第 109 条第 1 項）は本評価基準の評価対象とする。また、教育

内容・教育方法の改善に向けた組織的活動（ＦＤ活動）に関する事項

はすべて評価基準４－１の評価対象とする。 

② 「組織・体制」とは、法科大学院の自己改革活動を目的として設定

された組織や、自己改革に恒常的に取り組むためにとられた体制をい

い、公開された情報に対する評価や改善提案に適切に対応する体制及

び修了者の進路を適切に把握してその結果を教育の改善に活用する取

り組みも含まれる。 

 

１ 現状 

（１）組織・体制の整備 

本法科大学院では、中央大学専門職大学院学則 18（以下「学則」という。）第

６条第１項に基づき、弛まぬ自己改革を目的として、教授会の下に自己点検評

価委員会を設けている 19。 

また、その他にも、自己改革を目的として設定され、恒常的にこれに取り組

む組織として、ＦＤ委員会、入試・広報委員会、教務委員会、カリキュラム・

進級制度検討委員会及び人事計画委員会等の常設委員会があり 20、それらの検討

結果は最終的に全専任教員で構成される教授会に上程されることで、有機的に

連携されている。 

このうち、自己点検評価委員会は、専任教員 10名により構成され（公法系３

名、民事系４名、刑事系１名、実務系１名、展開先端１名。うち、研究者教員

９名、実務家教員１名) 21、本法科大学院における①運営と自己改革、②入学者

選抜、③教育体制、④教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み、⑤

カリキュラム、⑥授業、⑦学修環境及び人的支援体制、⑧成績評価・修了判定、

⑨法曹に必要なマインド・スキルの養成などに関する点検・評価を毎年行い、

その内容を教授会に報告して、関連する各種委員会（執行機関）の活動の発展・

改善を促すと共に、点検・評価の結果を「自己点検評価報告書」として取り纏

める役割を担うものである。 

                                                   
18中央大学法科大学院内規集№1 中央大学専門職大学院学則 
19中央大学法科大学院内規集№62法務研究科常設委員会に関する内規 
20中央大学法科大学院内規集№62法務研究科常設委員会に関する内規 
212016年度法務研究科各種委員会委員一覧 
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また、本法科大学院は、学則第７条に基づき、「法科大学院アドバイザリーボ

ード」を設置して、毎年、このアドバイザリーボードに自己点検評価報告書を

提出し、その評価と助言を受けている。アドバイザリーボードは、外部の有識

者５名(弁護士３名、公認会計士１名及び企業関係者１名)によって構成され、

本法科大学院の自己点検評価報告書及びその他必要資料をチェックし、本法科

大学院の教育・運営全般について、改善のための忌憚のない意見ないしは助言

を提供することをその役割とするものである。 

本法科大学院は、このアドバイザリーボードによる第三者評価の結果を自己

点検評価報告書に反映させた上で、本法科大学院 Web サイトにおいて公表して

いる 22。 

    

（２）組織・体制の活動状況 

ア 法科大学院における活動状況 23 

① 自己点検評価委員会 

主として、自己点検評価報告書の作成及び取り纏めを行っている。自己点検

評価報告書は毎年度４月から作業を開始し、６月までに取り纏めている。具体

的には自己点検評価報告書の各項目の原案を、原則として研究科長、ＦＤ委員

会、教務委員会、入試・広報委員会、奨学委員会等の各種委員会の責任者、さ

らに各科目群の取り纏め役の教員が、それぞれに関連する活動状況を点検・評

価しつつ執筆し、自己点検評価委員会でこれらを点検の上、取り纏めている。 

 

② ＦＤ委員会 

教授会のもとにＦＤ活動を企画推進する委員会として、研究科長補佐を委員

長とし 24、専任教員で構成するＦＤ委員会を設けると共に、教育研究活動を支援

するため教育研究支援室を設置して、教育内容・教育方法の向上と改善を図る

体制を整備している。 

ＦＤ委員会の組織と所管事項を定める内規に基づき、2016 年５月現在、実務

家教員を含む、各科目・分野にわたる専任教員 11名が委員を務めている（公法

系２名、民事系３名、刑事系３名、実務系１名、基礎法学・外国法系１名、展

開先端系１名。うち研究者教員７名、実務家教員４名）。 

 

③ 入試・広報委員会 

入学者選抜の基本方針の原案策定及び広報活動に関する企画立案を担ってい

る。基本的には年に４回程度、定期的に委員会を開催するほか、必要に応じて

臨時に委員会を開催し、さらなる改善に資するべく見直し及び検討を継続的に

行っている。 

なお、2017年度入学者選抜における変更点の詳細については、「第２分野 入

学者選抜」を参照されたい。 

 

                                                   
22本法科大学院 Webサイト「自己点検評価と認証評価」

http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/rating/accreditation/ 
23教授会・各種委員会の議事録等 
24中央大学法科大学院内規集№57 中央大学法科大学院ＦＤ委員会内規 第 5条第 2項 
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④ 教務委員会 

必要に応じ委員会を開催し、主に、開講科目（「テーマ演習」・「研究特論」・「基

礎演習」）及び担当者の決定、履修、学生の授業への出席要件、学期末試験、単

位認定や成績評価、進級判定制度の導入及び進級基準の改定、「ランチ＆トーク」、

実務家講演会等の企画・運営に関することについて審議・検討している。また、

カリキュラム改正が必要な場合には、カリキュラム・進級制度検討委員会等と

合同で委員会を開催している。なお、2016 年度は持ち回りを含めて７回の教務

委員会を開催した。 

 

⑤ カリキュラム・進級制度検討委員会 

入学者の学修到達の度合いに照らして、より学修効果の見込めるカリキュラ

ムを検討している。なお、2016 年度は１回のカリキュラム・進級制度検討委員

会を開催した。 

 

⑥ 人事計画委員会 

毎年１回以上（2016 年度は２回）開催して、カリキュラムの実現に必要な教

員体制を検討している。 

 

⑦ 将来構想委員会 

本法科大学院の法曹養成や法科大学院制度全体を見渡して、中長期的な構想

を練るための委員会として設置されている 25。全国的な法曹志願者の減少、入学

者選抜の倍率低下、実入学者の減少、司法試験合格率の伸び悩みなどに鑑み、

2016 年度には、ここでの議論を経て、後述の通り、入学者定員を 200 名とする

こととした。 

 

イ アドバイザリーボードの活動状況 

原則として毎年度終了後３ヶ月以内に定例会議を開き、自己点検評価委員会

が取り纏めた自己点検評価の結果について報告を受け、審議・助言をしている。 

2016年度は７月 21日に定例会議 26を開催し、2015年度の自己点検評価の結果

を報告書に基づき審議し助言を行った。 

 

ウ 全学的な大学評価への参加状況 

本学では、「目標設定／施策立案／実施／自己点検・評価／改善／目標の再設

定」という自己点検・評価サイクルを強化し、本学における教育研究活動等の

「実施・改革」に資する「自己点検・評価」27を行うことにより、本学の質的向

上を目指すと共に、その結果を広く公開することで、本学の活動全般について

社会に対する説明責任を果たし、社会的信頼を高めることを目的として、2008

年度より「新たな自己点検・評価」を開始した。 

本学は全学として 2009 年度及び 2013 年度に財団法人大学基準協会の認証評

価を受け、適合と認定されている 28が、本学における自己点検・評価は、認証評

価のように７年以内に１度の実施ではなく、毎年継続して実施している。本学
                                                   
25中央大学法科大学院中期構想 
26「25．アドバイザリーボード会議」議事録 
27「新たな自己点検・評価」実施大綱 
28本学 Webサイト「認証評価結果」 http://www.chuo-u.ac.jp/aboutus/overview/evaluation/result/ 
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における自己点検・評価活動は、その内容に応じて、第三者評価（認証評価）

を受ける前年度に実施する「重点自己点検・評価」と、それ以外の毎年度に実

施する「年次自己点検・評価」に大別され、「重点自己点検・評価」では、毎年

の諸活動の点検・評価内容を総括した「自己点検・評価報告書」を作成するの

に対し、「年次自己点検・評価」では、各点検・評価項目について設定した「目

標、行動計画、指標」や「現状の説明」、「長所の伸長方策及び問題点の改善方

策」等に対する進捗状況を把握・検証し、内的・外的要因による状況の変化等

を踏まえて年度毎の「年次自己点検・評価報告書（年次改善・改革状況報告等）」

を取り纏め、各種データと共に社会に広く公表している 29。 

これらは、全学的の大学評価委員会の下で、大学評価推進委員会、組織評価

委員会、分野系評価委員会を中心に実施されており 30、本法科大学院も組織評価

委員会を設けて自己点検・評価レポート作成を行っているほか、分野系評価委

員会に委員を選出し、本学の恒常的な改革・改善の一翼を担っている 31。 

このほか、2013 年度に、本学の自己点検・評価結果の客観性・妥当性を高め

ることを目的として、外部の有識者による中央大学外部評価委員会による評価

があり、これらについても、具体的な評価結果や寄せられた意見・助言、要望

等を、本学 Webサイトを通じて公表・情報発信している。 

なお、本学は 2016年度に公益財団法人大学基準協会の機関別認証評価を受け、

適合の評価を受けている。 

 

（３）組織・体制の機能状況 

ア 教育体制等の工夫 

各科目担任者会議及び人事計画委員会において、カリキュラム内容の実現に

必要な教員配置を中長期的な視野で検討している。教務委員会において、実務

講師の採用について適正な人材を得られるよう、毎年見直している。また、厳

格な成績評価の実施のため、2008 年度から法学未修者の２年次への進級判定制

度を導入し、2013 年度からは２年次から３年次への進級にも判定制度を導入し

た 32。また、成績不良者に一定期間の学修を義務づけた上で 2011 年度までは学

期末試験における再試験を実施していたが、「第８分野 成績評価・修了認定」

の通り、2012 年度から、よりプロセス教育を重視する観点に基づきこれを廃止

した。入学者選抜のあり方についても、「第２分野 入学者選抜」の通り、不断

の検討を重ねている。法学未修者教育については、法学未修者向けフォローア

ップ演習を担当する実務講師との意見交換会を定期的に開催するなどして、改

善に努めている。 

 

イ 改善提案等への対応 

本法科大学院に関連する改善提案等については、本法科大学院内で速やかに

情報を共有すると共に、重要なものについては、執行部会議、運営委員会及び
                                                   
29年次自己点検・評価 実施要領 2016年度版 p.2 
30本学 Webサイト「実施体制」http://www.chuo-u.ac.jp/aboutus/overview/evaluation/self_inspect/ 
31法務研究科選出全学委員一覧 
32履修要項 2016 pp.4-5 
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教授会で紹介・議論している。なお、ＦＤ活動については「第４分野 教育内

容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み」の通りである。 

 

ウ 社会の法曹に対する要求の変化への対応 

法律事務所のみならず、企業法務部等への「エクスターンシップ」を積極的

に実施している。そのほか、法律事務所、企業又は省庁等の採用担当者や修了

生によるキャリアに関する説明会や、多様な方面で活躍する修了生の状況を紹

介する講演会等を定期的に開催し、将来のキャリアパスを見越した学修をする

ように強く促している。 

 

エ 修了生の進路 33 

修了生の進路については、2011 年度から、教授会の下に法科大学院に特化し

たキャリア・就職支援を担当するリーガル・キャリア・サポート委員会 34を置き、

修了生の進路先の把握に努めると共に、就職活動体験記の収集、求人開拓、各

種採用説明会、就職書類対策、面接対策、国家公務員総合職試験対策及び面接

指導等を企画・実施している。 

本法科大学院開設時から、いわゆる法曹三者に就いた者に関しては、官報や

弁護士検索により、ほぼ全員の進路状況を把握できている。非法曹の進路状況

については、法曹に比して十分な把握ができているとはいえないが、リーガル・

キャリア・サポート委員会を中心に修了生へ進路先の報告を直接呼び掛けてい

るほか、本法科大学院同窓会や前述のＣＬＳインハウス・ローヤーズ・ネット

ワーク（2016 年５月発足。司法試験合格後に企業や省庁等の組織に所属してい

る修了生の同窓会組織）を通じた把握により、改善されつつある。 

 

オ その他 

法科大学院協会に役員・委員として本法科大学院の教員が就任すると共に、

法科大学院協会が主催する各種事業にも積極的に参加・協力している。 

また、2017 年度より神戸大学、京都大学、東京大学、一橋大学、慶応義塾大

学、早稲田大学と共に先導的法科大学院連合（仮称）を構成し、法科大学院で

学ぶ意義等を広く社会に発信していくこととなっており、2016 年度には主に研

究科長がその準備会合に出席した。 

 

（４）特に力を入れている取り組み 

前述の各取り組みはいずれも実質的なものであり、すべてに力強く取り組み、

着実に自己改革を行っている。 

   

                                                   
33修了生進路先調査結果一覧 
34「21．リーガル・キャリア・サポート委員会」議事録 
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（５）その他 

 法曹に対する社会の養成の変化等、外部環境の変化等をふまえ、2016 年度に

３つのポリシー（アドミッション、ディプロマ及びカリキュラム）の見直しを

研究科長及び研究科長補佐を中心に行い、教授会における意見聴取を経て、若

干の修正を行った。法曹養成を取り巻く状況に鑑み、前述の通り 2017年度以降、

３つのポリシーの見直しをさらに進める予定である。 

また、前述のリーガル・キャリア・サポート委員会の下に事務局を置き、経

験豊富なキャリア・コンサルタントを複数名配置して、運営を行っている。 

 

２ 点検・評価 

あるべき法曹養成、そのための法科大学院教育の在り方（授業、成績評価）、

入学志願者の減少や、司法試験合格率の伸び悩み、より一層の職域拡大といっ

た諸問題を把握し、その改善に取り組む体制は前述のように整っているので、

今後は具体的な行動が求められる。「第４分野 教育内容・教育方法の改善に向

けた組織的取り組み」にて後述するＦＤ活動の一環としての、学生が教員を評

価する、授業評価アンケート及びベストティーチャー賞、教員相互による科目

別成績評価分布の共有、講義要項チェック及び授業参観などはその例である。 

また、修了者の進路把握についても、本法科大学院専属のキャリア支援スタ

ッフのほか、とりわけ組織内法曹や公務員については、ＣＬＳインハウス・ロ

ーヤーズ・ネットワーク等の同窓会組織を通じて情報収集する等、把握に努め

ている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

現在の組織・体制を維持しつつ、これが具体的に機能して、本法科大学院の

教育体制の改善が目に見えることが必要であると認識している。ディプロマ・

ポリシーと学生数に基づいたカリキュラムや授業内容の再構築が喫緊の課題で

ある。大規模法科大学院であるがゆえに分業と分担はある程度避けがたいとこ

ろであるが、各教職員が自らの職分にのみ視野を限定してしまうことがないよ

うに統一した理念と目的意識を共有し、各種情報を交換し、本法科大学院が全

体として取り組むべき課題をより明確にできるように、全員参加の体制を構築

して自己点検評価の活動を進めるよう、教授会やＦＤ研究集会等で学生の成績

等を客観的に把握・共有するなどして、これを具体的な教育内容に反映させる

取り組みをするなど、さらなる意識向上を目指したい。 
各教員や各種委員会が教育研究等の活動を行う際には、事後的な自己点検作

業のためにその都度記録を整備しておくこと及びその保管体制の重要性に今後
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も留意し、保管方法の改善や保管場所の確保などに努めたい。 
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１－４ 法科大学院の自主性・独立性 

 

（評価基準）法科大学院の教育活動に関する重要事項が、法科大学院により自

主性・独立性をもって意思決定されていること。 

 

１ 現状 

（１）教授会の権限 

本学において専門職大学院として設置された本法科大学院は、独立の「大学

院法務研究科(専門職大学院・法科大学院)」と称する。専門職大学院の各研究

科には当該研究科に所属する専任教員によって構成される「研究科教授会」が

置かれ（学則第 12 条）、研究科教授会は、次の諸事項について審議し、その意

見を学長に述べるものとする（学則第 15条第１項）。 

① 学生の入学及び課程の修了に関すること 

② 学位授与の要件に関すること 

法務研究科においては、進級の判定及び修了の判定 

③ 学位の授与に関すること 
④ その他当該研究科の教育研究に関する重要事項で、学長が研究科教授会の

意見を聴くことが必要と認めるものとして別に定める事項 35※ 
 

※ 中央大学専門職大学院学則第十五条第一項第四号の規定により、学長

が研究科教授会の意見を聴くことが必要と認める事項を定める件 

一 校地・校舎の変更に関すること 

二 教育研究組織の新設・改廃に関すること 

三 研究科の運営の方針に関すること 

四 研究科長の選出に関すること 

五 学長選挙人の選出に関すること 

六 各種全学的な委員会の委員の選出に関すること 

七 専門職大学院学則その他重要な規則の制定・改廃に関すること 

八 自己点検・評価その他当該研究科の評価に関すること 

九 教員の選考、昇進その他教員の人事に係る審査に関すること 

十 教育課程、授業日その他教育研究に関すること 

十一 授業科目の編成及び担当に関すること 

十二 試験その他の評価に関すること 

十三 学生の外国への留学及び外国からの留学生の受入れに関するこ

と 

十四 学生の奨学に関すること 

十五 学生の顕彰に関すること 

                                                   
35中央大学法科大学院内規集№1 中央大学専門職大学院学則 
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十六 在外研究その他研究の推進に関すること 

十七 国際交流の推進に関すること 

 

これらの事項は学部教授会の審議事項と同等であり、したがって、法務研究

科が各学部と対等の独立組織としての「自主性・独立性」を有することがここ

に示されている。 

 

（２）理事会等との関係 

教授会が審議する教育研究に関する事項のうち、大学全体としての意思決定

を要する事案については、研究科教授会の発議又は先議、学長・学部長会議で

の調整、教学審議会の審議を経て、教務役員会、理事会、評議員会が決定して

いる。なお、教育活動及び教員人事については、教授会の決定が理事会等にお

いて覆された例はない。 

 

（３）他学部との関係 

他学部又は他研究科との関係において、教授会の意向が反映されなかった例

はない。 

 

（４）特に力を入れている取り組み 

法学部・法学研究科とは完全に独立しており、本法科大学院は自主性・独立

性をもって意思決定している。 

 

（５）その他 

 関連する組織として、法曹志望者を多く有する法学部及び法曹志望者向け課

外講座を運営する法職事務室とが離れたキャンパスに所在しているが、それぞ

れの組織の担当者間で、随時意見交換を行っている。本学の中長期事業計画に

謳われた法学部と本法科大学院の一体展開の実現に向け、2016 年度末に、法学

部、法職事務室との間で継続的な意見交換の場を設けることが決定された。 

 

２ 点検・評価 

本法科大学院の教育活動に関する重要事項は、自主性・独立性をもって意思

決定されており、かつ、その意思決定が全学的に尊重・反映される仕組みとな

っている。 

 

３ 自己評定 

合 

 

４ 改善計画 
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本法科大学院の教育活動に関する重要事項は、自主性・独立性をもって意思 

決定されているので、改善計画はない。 
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１－５ 情報公開 

 

（評価基準）教育活動等に関する情報が適切に公開されていること。 

 

１ 現状 

（１）公開されている情報の内容 

現在公開されている教育活動等に関する情報は以下の通りである。 

① 養成しようとする法曹像 

② 入学者選抜に関するもの（入学者受け入れ方針、入学者選抜の基準・方

法、志願者数、受験者数、入学者数、合格者数、適性試験の平均点など） 

③ 教育内容等に関するもの（カリキュラム、講義要項、到達目標、進級・

修了基準など） 

④ 教員に関するもの（教員や職員の体制、担当教員の教育研究業績など） 

⑤ 成績評価・修了者の進路等に関するもの（成績評価や修了認定の基準や

判定手続、修了者数、司法試験合格状況など） 

⑥ 学生の学修環境に関するもの（施設や設備環境、在籍者数、収容定員、

奨学金制度など） 

⑦ 自己改革の取り組み等 

 

（２）公開の方法 

前述①から⑦までの内容については、本法科大学院 Web サイト又はガイドブ

ック 36で公開している。②の内容のうち、入学者選抜の実施方法等に係る詳細に

ついては入学者選抜要項 37にて、実施結果については本法科大学院 Webサイト 38

にて公開している。本法科大学院 Web サイトについては随時、ガイドブック及

び入学者選抜要項については毎年度内容を更新している。ガイドブック及び入

学者選抜要項は、学内外での各種入学説明会及び本学各キャンパスにおける配

布のほか、本法科大学院 Web サイトから請求することができ、送料を含め無料

で配布している。また、ガイドブック及び入学者選抜要項は、本法科大学院 Web

サイト上で全ページを閲覧することが可能である。 

なお、④の内容のうち、各教専任員の学位及び業績については、全学的な「研

究者情報データベース」39に纏められており、当該データベースの一部は独立行

政法人科学技術振興機構が管理する、新世代研究基盤リサーチマップ（research 

map）とも連動して本学専任教員の研究業績を広く世界に発信する起点となって

いる。 

                                                   
36CHUO LAW School Guide Book 2017 
372017年度法科大学院入学者選抜要項 
38本法科大学院 Webサイト「入学者選抜データ」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/orientation/selection/data/ 

 本学 Webサイト「情報の公表」http://www.chuo-u.ac.jp/aboutus/public_info/ 
39本学 Webサイト「研究者情報データベース」http://ir.c.chuo-u.ac.jp/researcher/  
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さらに、本学 Web サイトにリンクした Chuo Online には、本法科大学院の専

任教員や修了生弁護士等の執筆する記事も随時掲載されている 40。 

また、①、③、⑤及び⑥の内容については、在学生及び教職員に対する公開

方法として、履修要項、講義要項又は「Ｃ plus」、本学 Webサイト 41にて公開し

ている。 

さらに、⑦の内容については、アドバイザリーボードの意見を反映した自己

点検評価報告書及び毎年度の修了見込者の投票に基づいて授与される「ベス

ト・ティーチャー賞」の結果を本法科大学院 Webサイトにて公開している 42、43ほ

か、学生による授業評価を学期末に実施し、その集計結果を分析して、教育の

内容や方法についての必要な改善と一層の充実を図っている。なお、集計結果

については、自由記述を含め、ほぼそのままの形で、１号館２・３・４階のエ

レベーターホール及び１号館５階の談話コーナーに期間を定めて設置し公開し

ている。 

 

（３）公開情報についての質問や提案への対応 

本法科大学院に係る公開情報についての学内外からの質問、評価、改善提案

等に対しては、本法科大学院に係る事項については、法科大学院事務課が窓口

となり、本法科大学院の領域を越える事項については、学校法人中央大学の組

織である広報室又は関連組織と連携して対応している。 

公開された情報に関しては、本法科大学院 Web サイトの各ページに本法科大

学院の問い合わせ用電話番号及び問い合わせ入力フォーム 44へのリンクが張ら

れており、いずれかの方法で質問や提案等をすることができる。 

寄せられた質問や提案等については、原則としてその全てに対し、窓口、電

話又は電子メールにて迅速に回答している。ただし、内容によっては、回答に

時間を要する場合や回答しかねる場合があるほか、本法科大学院 Web サイトか

らの匿名の投稿については、なりすましやルールを守らない（投稿内容に責任

を持たない）ケースが多く見受けられるため、基本的に回答しないこととして

いる。これら了解事項については本法科大学院 Web サイトの問い合わせページ

内に記載している。 

その他、受験生からの質問等については、学内外での入学説明会においても

個別対応を行っており、説明会の参加者からは高い満足度を得ている 45。 

 

                                                   
40 http://www.yomiuri.co.jp/adv/chuo/ 
41Ｃ plus https://www.ac04.tamacc.chuo-u.ac.jp/ActiveCampus/ 
本学 Webサイト「情報の公表」http://www.chuo-u.ac.jp/aboutus/public_info/ 

42本法科大学院 Webサイト「自己点検評価と認証評価」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/rating/accreditation/ 
43本法科大学院 Webサイト「学生による授業評価と学修環境アンケート」
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/rating/best_teach/ 
44本法科大学院 Webサイト「お問い合わせフォーム」https://www.chuo-u.ac.jp/inquiry/form/?id=26 
45法科大学院新入生アンケート実施報告書 
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（４）特に力を入れている取り組み 

教育支援システムである「Ｃ plus」を通じて、各科目について「中央大学法

科大学院到達目標」の周知を図ることにより、自修の便に供している。 

   

  

（５）その他 

全学的に本学 Web サイトのリニューアルを実施し、2013 年７月より公開して

いる。これにより、必要な情報へのアクセスはさらに容易となっている。 

 

２ 点検・評価 

本法科大学院の教育研究活動の改善に向けて必要十分な情報、社会が本法科

大学院を評価するために必要・有益とされるであろう情報については、毎年度

更新されるガイドブック及び本法科大学院 Web サイトを中心に、誰でもアクセ

スできる方法によって適切に開示されている。また、質問などの受付先、回答

方法等についても明示している。 

学生及び教職員に対しては、さらに教育支援システム「Ｃ plus」及び紙媒体

（履修要項、講義要項）を通じた情報公開も行っている。 

公開された情報に関する質問や提案等に対しては、本法科大学院 Webサイト、

電話及び窓口等で受付をしており、原則としてその全てについて、迅速に回答

している。 

以上の通り、教育活動等に関する情報は適切に公開されていると考える。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

 教育活動等に関する情報については、従前より誰でもアクセスできる方法に

よって公開されており、2013 年７月に実施した本学 Web サイトの全面的なリニ

ューアルにより、必要な情報へのアクセスはさらに容易となっているが、本学

Webサイトのデザイン等については、折に触れて本学の担当部署に提言するなど

して、全学的な広報力の向上に貢献していきたい。 
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１－６ 学生への約束の履行 

 

（評価基準）法科大学院が教育活動等の重要事項について学生に約束したこと

を実施していること、実施していない場合には合理的理由があり、

かつ適切な手当等を行っていること。 

 

１ 現状 

（１）学生に約束した教育活動等の重要事項 

教育活動等の重要事項としては、科目の開設、科目担当者、授業計画及び内

容、施設・設備、授業料、奨学金等があるが、これらについては、本法科大学

院 Web サイト、ガイドブックにその予定も含めた概要を掲載し、履修要項及び

講義要項に確定情報を掲載して、約束している。 

 

（２）約束の履行状況 

ガイドブックや入学者選抜要項等で入学志願者に対し表明した前述の重要事

項は、すべて誠実に実施している。 

ガイドブック又は入学者選抜要項においては、発行時期の問題から入学年度

の確定情報を掲載することが困難であることから、原則、発行日現在の情報と

いう前提で掲載している。 

なお、入学までの期間に重要事項についての変更が行われた場合は、機関決

定後直ちに対象者への郵送及び本法科大学院 Webサイトでの告知を行っている。 

本法科大学院は 240 名の学生定員を有するが（2018 年度入学生から 200 名）、

法律基本科目においては１クラス約 45人規模のクラスを実現して、双方向・多

方向授業を行っている。 

学生に対しては、各学期末に実施する授業評価アンケート及びオピニオン・

アンケートに加えて、各学期の中間に授業に関する学生アンケートを実施して

いる。さらに、各学期初めにクラス毎のミーティングを開催して、運営上の質

問や要望を受けつけ、学生からの要望を聴取する体制を充実させている。各種

の要望に対しては、適宜回答して、学修環境の改善と向上に努めている。１人

１席を確保している自習席やロッカーについても、学年・クラス・人数に応じ

て適切に配置すると共に、改善要求が出た際は、速やかに対応している。また、

共用自習室の増設や清掃の強化等、快適な自習室環境作りの実現に向け、点検

と改善に努めている。 

 

（３）履行に問題のある事項についての手当 

これまでは、授業担当教員が病気療養等のため、学期途中に休職又は退職す

ることとなった際も、担当授業については、別の教員により、予定通り開講さ

れている。 
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（４）特に力を入れている取り組み 

研究専念期間（在外研究又は特別研究）は、長期計画に基づき実行し、該当

教員の担当授業には代替者を適切に手当てしている。 

    

（５）その他 

 特になし 

    

２ 点検・評価 

教育活動等の重要事項については、すべて誠実に履行している。 

施設については、校舎は老朽化しているが、可能な範囲で改善に努めている

ことから、学生との約束に反するというほどの事態には至っていない。 

 

３ 自己評定 

合 

 

４ 改善計画 

教育活動等の重要事項については、現在の誠実な履行状況を維持すると共に、

学生への最重要な約束は、学修効果のあがる授業の実施であることから、授業

内容やその目的を学生に正しく理解させつつ、一層の改善に努める。 

本学の総合キャンパス構想が速やかに実現されるよう、本法科大学院として

も積極的に働きかけ、施設の改善を目指している。 
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第２分野 入学者選抜 

 

２－１ 入学者選抜〈入学者選抜基準等の規定・公開・実施〉 

 

（評価基準）入学者選抜において、適切な学生受入方針、選抜基準及び選抜手

続が明確に規定され、適切に公開された上で、選抜が適切に実施

されていること。 

（注） 

① 「適切な選抜基準及び選抜手続」とは、学生受入方針に適合してお

り、かつ公平、公正であると共に、法曹養成という法科大学院の目的

に照らして、入学者の適性を適確に評価することのできる選抜基準及

び選抜手続をいう。「公正」とは、法曹養成と合理的関係のないこと（寄

附金の多寡、法科大学院関係者との縁故関係、自大学出身であること

等）を選抜の過程で考慮要素としないことをいう。 

② 「適切に実施されている」とは、選抜基準及び選抜手続に従って入

学者選抜が実施され、入学者の適性が適確に評価されて、法曹養成と

いう目的に照らし、当該法科大学院への入学を認めることが相当な者

が選抜されていることをいう。 

 

１ 現状 

（１）学生受入方針 

本法科大学院では、「入学者選抜の方針（アドミッション・ポリシー）」を以

下の通り明確に規定し、入学者選抜要項、ガイドブック及び本法科大学院 Web

サイト等に掲載し、ステークホルダーに公開している 1、2、3。 

 

「中央大学法科大学院は、高度な識見と能力を有し、多様な分野で活躍でき

る法曹を養成することを目指し、明確な将来目標を持った優秀な人材を受け入

れます。そのため、本法科大学院が養成しようとする６つの法曹像を掲げ、入

学志願者の将来の目標選択の参考に供しています。 

入学者選抜にあたっては、客観性、公平性、開放性、多様性を旨としつつ、

総合的な観点から選抜を実施するものとします。入学を志願する人には、本法

科大学院 Web サイトやガイドブック、説明会・相談会等を通じて、本法科大学

院の教育の理念・目的、養成する法曹像、教育課程の特色と仕組み、選抜方法

等を十分に理解していただき、その上で、適性試験の成績、本法科大学院独自

の個別試験の結果及び志願者の提出書類の内容等を勘案し、総合的な観点から

評価をして入学者を選抜します。 

できる限り多様な人々の中から法曹の候補者としてふさわしい資質と能力を

                                                   
12017年度法科大学院入学者選抜要項 p.1 
2CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 p.40 
3本法科大学院 Webサイト「入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/outline/policy/  
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有する人材を選抜し、法学以外の課程を履修した者又は実務等の経験のある者

が入学者の３割以上を占めるよう努めます。かかる見地から、特に法学未修者

の入学者選抜においては、『他学部出身者または社会人』を一定程度優先的に合

格させることがあります。 

なお、本法科大学院は、その教育の理念・目的に照らしてふさわしい人材に

与えられる給付奨学金制度をはじめ、広く各種の奨学制度を充実させ、できる

限り多くの人が奨学制度を利用することができるようにします。」 

 

（２）選抜基準と選抜手続 

本法科大学院では、法学既修者（２年コース、募集人員 180 名）と法学未修

者（３年コース、募集人員 60名）の２コースについて募集を行った。志願者は

自己の希望により、いずれか一方又は双方のコースに出願することができる 4。 

本法科大学院の学生募集方法は、いずれのコースも、前述の「入学者選抜の

方針」をふまえ、法科大学院の出願資格を有する全ての志願者に対して、入学

者選抜を受ける公正な機会を等しく確保するため、公募による選抜のみとなっ

ている。出願にあたっては、毎年２回実施される適性試験管理委員会の実施す

る法科大学院全国統一適性試験（以下「適性試験」という。）の受験が必須の要

件であり、適性試験の成績については、適性試験の総受験者の下位から 15％を

基本として入学最低点を設けることを、入学者選抜要項及び本法科大学院 Web

サイトにて明示している 5、6。 

2005年度より 2011年度入学者選抜までは、出願時において大学の学部３年次

に在学し、特に優秀な成績を修めている者について、その潜在的学修能力を評

価し、いわゆる飛び入学の機会を与える趣旨で、特別入学者選抜（対象：法学

未修者、募集人員：若干名）を実施してきた。その後、特別入学者選抜につい

ては 2012年度入学者選抜より廃止したが、飛び入学については、同年度入学者

選抜から一般入学者選抜における法学未修者コースの出願資格に位置づけるこ

ととしたほか、2013 年度入学者選抜からは、他の法科大学院に先駆けて法学既

修者コースの出願資格においても飛び入学の機会を与えることとした。 

2016 年度入学者選抜からは、より多様な志向性を有する学生の確保に資する

よう、法学既修者、法学未修者の各コースにおいて、一般法曹枠の他に地域法

曹枠と国際法曹枠を設置することとした。さらに法学未修者コースについては、

専門職法曹枠と女性法曹枠を設置することとし、2016 年度入学者選抜の冬季試

験として当該法曹枠に係る入学者選抜を実施した。 

2017 年度入学者選抜からは、法学既修者コースにも専門職法曹枠と女性法曹

枠を設置すると共に、2016 年度入学者選抜において冬季試験として実施した専

門職法曹枠と女性法曹枠についても、一般法曹枠、地域法曹枠及び国際法曹枠

と同時期に実施し、法学既修者、法学未修者の各コースにおいて５つの法曹枠

への出願が可能となった。また、早期に法曹として活躍できる能力を身につけ

る学修環境を提供するため、飛び入学の出願要件に法律学の科目に係わる要件

を新たに設けた。 

                                                   
42017年度法科大学院入学者選抜要項 p.7 
52017年度法科大学院入学者選抜要項 p.4 
6本法科大学院 Webサイト「入学者選抜の概要」

http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/orientation/selection/overview/ 
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ア 法学既修者（２年コース） 

法学既修者の入学者選抜においては、法律学に係る学修到達度の判定をより

厳密に行うため、2011 年度入学者選抜より法学既修者の入学者が履修を免除さ

れる１年次配当必修法律基本科目の全てについて、本法科大学院が独自に実施

する法律科目試験（論述式筆答試験）を課している。 

面接試験については、法曹適性にとって重要な口頭表現力の判定には有効で

あると考えられるが、法律科目試験等によって法曹適性を的確に判定すること

が可能であるほか、志願者の大学や社会における活動実績、法曹を志望する理

由及び目指す法曹像等を志願者調書によって把握・確認していることに鑑み、

2011年度入学者選抜より廃止した。 

試験科目及び配点などの入学者選抜の実施細目については、必要性に応じて

適宜見直しを行っている。具体的に、2014 年度入学者選抜においては、行政法

について、実際の入学者における学修歴や各法律科目に係る習熟レベル及び学

部段階での法学教育の状況等の多角的な観点から分析を行った結果、各大学の

法学部において必修科目とされているとは限らず、これを未履修の学生も多い

との現状に鑑み、本法科大学院の志願者にとって過度な負担となっている可能

性も否定しえないことから、2013年度法学未修者の入学者のカリキュラムより、

１年次配当の法律基本科目から外すこととし、併せて法律科目試験から除くこ

ととした。これに伴い、既修者試験第４部も採点対象科目から除き、任意提出

資料ともしないこととした。また、同じく 2014年度入学者選抜より、各大学の

法学部における学修バランスを考慮すると、憲法、民法及び刑法は、民事訴訟

法、刑事訴訟法及び商法に比して一般に習熟レベルが高いことから、これらに

即した配点比重とするべく、配点を変更し、商法の論述式試験の配点を従来の

120点満点から 80点満点とした 7。 

また、2015 年度入学者選抜からは、司法試験において短答式試験の３科目化

が実現することを睨み、法科大学院受験段階から司法試験を意識してもらうた

め、既修者試験第１部（憲法、民法及び刑法）のみを合否判定の対象とした。

その結果、法学既修者では本法科大学院が独自に実施する法律科目試験（2013

年度入学者選抜では７科目［憲法 120 点、民法 120 点、刑法 120 点、民事訴訟

法 80 点、刑事訴訟法 80 点、商法 120 点、行政法 80 点］、2014 年度入学者選抜

からは６科目［憲法 120点、民法 120点、刑法 120点、民事訴訟法 80点、刑事

訴訟法 80点、商法 80点］）の成績、適性試験の成績、既修者試験（2014年度入

学者選抜では第１部から第３部までの６科目、2015 年度入学者選抜からは第１

部の３科目）の成績及び提出書類の内容を総合的に評価して合否を判定した 8。

このうち、適性試験の得点が入学最低点に達しない者については、法律科目試

験の成績、既修者試験の成績及び提出書類の内容にかかわらず不合格としてい

る 9。加えて、これまで法律科目試験において、民法及び商法のみで参照可能と

していた六法全書については、全ての科目で参照できることとした。さらに受

験生に対する日程的な配慮として、試験時間の見直しを行い、これまで２日間

かけて行っていた日程を土曜日 1日で実施することとした。 

                                                   
72014年度法科大学院入学者選抜要項 p.3 
82015年度法科大学院入学者選抜要項 p.3 
92017年度法科大学院入学者選抜要項 p.4 
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さらに、2017 年度入学者選抜においては、法学既修者においても、専門職法

曹枠と女性法曹枠を設置したほか、入学者選抜の試験結果の検証により、法律

科目試験によって、充分に公正な入学者選抜の実施が達成でき、既修者認定も

行うことができると判断したため、既修者試験の利用を廃止した 10。 

 

イ 法学未修者（３年コース） 

法学未修者の入学者選抜においては、適性試験（第１部～第４部）の成績及

び提出書類の内容を総合的に評価して合否を判定している 11。 

このうち適性試験第４部では、文章理解力、問題把握能力及び論理的文章作

成能力を判定している。なお、適性試験第１部～第３部の成績が入学最低点に

満たない者については、不合格としている 12。 

面接試験については、法曹適性にとって重要な口頭表現力の判定には有効で

あると考えられるが、筆答試験（小論文）における論述能力とは相反する傾向

もみられること、他の法科大学院においては筆答試験のみで選抜を行っている

状況等を含めて検討した結果、2015年度入学者選抜より面接試験を廃止した。 

 さらに、2016 年度入学者選抜からは、地域法曹枠、国際法曹枠、専門職法曹

枠、女性法曹枠の新設に伴い、これら４つの法曹枠の出願に際しては、適性試

験第４部が小論文形式の試験であることや、地方在住者が受験し易い環境を創

出する必要性に鑑み、本法科大学院独自の小論文筆答試験に代えて、適性試験

第４部の提出を求めることとした。また、受験者の負担を軽減すること及び他

の法科大学院における状況等に鑑み、従来、Ａ４版２枚の提出を求めていた「法

曹を志望する理由及び目指す法曹像の記載欄」をＡ４版１枚に変更した。 

 2017 年度入学者選抜からは、一般法曹枠についても、他の法曹枠と同様に小

論文として適性試験第４部の提出を求め、本法科大学院独自の小論文筆答試験

を廃止することとした。 

 

（３）学生受入方針、選抜基準及び選抜手続の公開 

入学者選抜に関する情報（入学者選抜の方針、選抜基準及び選抜手続等）は、

本法科大学院 Webサイト 13、入学者選抜要項 14及びガイドブック 15等により、受

験生の出願時（７月中旬）までの検討期間を考慮し、適切な時期に公開してい

る。具体的には、例年、本法科大学院 Web サイト及びガイドブックは４月中旬

に、入学者選抜要項は５月中下旬に公開又は発行しており、例えば、2017 年度

入学者選抜における変更点については 2015 年 12 月７日及び 2016 年２月 24 日

にそれぞれ本法科大学院 Webサイトで発表するなど 16、それ以前であっても、選

抜基準又は選抜手続等に変更がある場合には、機関決定の後、直ちに本法科大

学院 Webサイトに掲載し、周知を図っている。 
                                                   
102017年度法科大学院入学者選抜要項 p.2 
112017年度法科大学院入学者選抜要項 p.4 
122017年度法科大学院入学者選抜要項 p.4 
13本法科大学院 Webサイト「入学者選抜」
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/orientation/selection/  
142017年度法科大学院入学者選抜要項 
15CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 pp.40-41 
16本法科大学院 Webサイト「【重要】2017（平成 29）年度 入学者選抜の変更点について【2 月 24 日更新】」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/news/2015/12/38252/  
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なお、入学者選抜の問題については、過去３年分を本法科大学院 Web サイト

に掲載し、公開している 17。 

 

（４）選抜の実施 

入学者選抜は定められた選抜基準及び選抜手続に従って、公平かつ公正に実

施されている。 

付言すれば、筆答試験及び志願者調書の評価は、客観性と公平・公正を担保

するために、それぞれ必ず複数の教員が採点・評価を担当する体制をとってい

る。 

また、正規合格者の決定と同時に追加合格候補者の決定も行い、該当者に対

してその旨を通知している。この通知では、順位付けがゾーンで示されており、

候補者が自身の位置を知ることができるように配慮している。 

なお、本法科大学院の入学者選抜に係る過去３年分の概要は、下表の通りで

ある。入学者選抜の結果については、入学者選抜実施後に、執行部及び入試・

広報委員会を中心に継続的に検証しており、必要に応じて選抜基準及び選抜手

続等の見直しを行っている。 

 

2014年度 2015年度 2016年度 

受験 

者数 

(人) 

合格 

者数

(人) 

競争 

倍率 

(倍) 

受験 

者数 

(人) 

合格 

者数

(人) 

競争 

倍率 

(倍) 

受験 

者数 

(人) 

合格 

者数

(人) 

競争 

倍率 

(倍) 

1,122 777 1.44 1,067 734  1.45  976 595  1.64  

 

入学者選抜の公正さ・公平さに疑問を提起される事態（投書や口頭でのクレ

ーム）は、これまで生じていない。2016 年度入学者選抜より地域法曹枠、国際

法曹枠、専門職法曹枠、女性法曹枠を新設したが、その設置趣旨及び求める人

材を本法科大学院 Webサイトや入学者選抜要項において掲出し、また、説明会・

相談会等で説明するなど、募集に際しては適切に周知を行った。本法科大学院

Webサイト・電話を通じて数件の問い合わせがあったが、いずれも入学者選抜の

公正さ・公平さに疑問を呈するものではなかった。 

 

（５）特に力を入れている取り組み 

入学者選抜が適切に実施されているかを継続的に検討するため、入学者選抜

実施後に、研究科長、研究科長補佐及び入試・広報委員会を中心に入学者選抜

試験結果の分析を行っている。 

 

（６）その他 

 法学既修者、法学未修者の各コースを対象とした入学説明会のほか、法学既

                                                   
17本法科大学院 Webサイト「入学者選抜の過去問題」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/orientation/selection/past/  
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修者コースを対象とする過去問解説会等を通じて、本法科大学院がどのような

人材を求めているかを説明し周知を図っている。 

 

２ 点検・評価 

本法科大学院の入学者選抜の方針は、幅広い志願者の基礎的学修能力を重視

しつつ、各自の意欲と個別的な長所にも十分な配慮を加えるというものであり、

本法科大学院のアドミッション・ポリシーを志願者に対して明確に伝えるもの

になっている。また、幅広い活動領域を想定し６つの法曹像をもって提示され

た、リーガル・ジェネラリスト及びリーガル・スペシャリストの養成に貢献し

ようとする本法科大学院の教育目標に適合している。 

選抜基準及び選抜手続は本法科大学院の入学者選抜の方針に適合し、その設

定は、志願者の出身校や専門分野に偏することのない中立的なものとして、公

平・公正かつ明確に規定されており、本法科大学院の教育を経ることによって

法曹に必要とされるマインドとスキルをしっかりと身につけることができる者

を選抜できる仕組みとなっている。 

これらの入学者選抜の方針、選抜基準及び選抜手続は、入学者選抜要項、本

法科大学院 Web サイト及びガイドブック等の媒体において明確に記載され、志

願者に対して十分考慮することができる期間（おおむね出願期間開始の２ヶ月

前）を設けた上で、情報に容易にアクセスできる方法で公表されている。これ

らに変更がある場合には、ガイドブック又は入学者選抜要項等の配布前であっ

ても、機関決定の後、直ちに本法科大学院 Web サイトに掲載し、周知を図って

いる。 

適性試験の結果については、法学既修者コース及び法学未修者コース共に合

否判定の要素としており、さらに適性試験の総受験者の下位 15％を基本として

入学最低点を設定するなど、適切に使用している。 

入学者選抜の結果については、継続的に検証しており、入学者選抜実施後に、

必要に応じて、選抜基準及び選抜手続の見直しを、研究科長、研究科長補佐及

び入試・広報委員会を中心として行っている。 

なお、法学未修者コースの入学者選抜については、法律知識の有無・多寡等

を考慮要素としていない。 

その他、入学者選抜の過去問題を使用したガイダンスを実施するなどの工夫

をしている。 

 

３ 自己評定 

Ｂ 

 

４ 改善計画 

 法学既修者の入学者選抜における論述式試験では出題の内容に一層の工夫が

必要であり、出題される科目中の領域を特殊なものとせず、より一般的な領域

につき基礎的な理解を問うものでありながらも、その理解力の差異を明確に判

定できるような深みのあるものとなるよう議論を重ねている。また、その採点

の実施に当たっては、採点基準を事前に作成して合否判定委員会に提出するこ
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ととなっているが、今後、さらに採点担当者間の採点誤差を最小化するための

検証システムを制度化することが必要であり、現在その検討を進めている。 

 また、全国的な法科大学院志願者数の減少もあるが、他大学での入学説明会

を実施するなど、2016 年度入学者選抜より新設した法曹枠も含めた全ての法曹

枠において、さらなる志願者の獲得及び受験倍率の改善を目指すこととしてい

る。
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２－２ 既修者認定〈既修者選抜基準等の規定・公開・実施〉 

 

（評価基準）法学既修者選抜・既修単位認定において、適切な法学既修者の選

抜基準・選抜手続及び既修単位認定基準・認定手続が明確に規定

され、適切に公開された上で、選抜・認定が適切に実施されてい

ること。 

（注） 

① 「適切な法学既修者の選抜基準・選抜手続」及び「適切な既修単位

認定基準・認定手続」とは、関係法令に適合し、公平、公正であると

共に、当該法科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識を有

する者に単位を認定するという法学既修者制度の趣旨及び法曹養成と

いう法科大学院の目的に照らして、法学既修者の適性を適確に評価す

ることのできる選抜基準・選抜手続及び認定基準・認定手続をいう。 

② 「適切に実施されている」とは、選抜基準・選抜手続及び認定基準・

認定手続に従って法学既修者の選抜・認定が実施され、法学既修者の

適性が適確に評価されて、法学既修者制度の趣旨及び法曹養成という

目的に照らし、各科目の既修単位認定を行うことが相当な者が法学既

修者として選抜され、既修単位が認定されていることをいう。 

 

１ 現状 

（１）既修者選抜、既修単位認定の基準及び手続 

ア 2014年度以降の法学既修者の入学者が修得したとみなされる単位 

学則第 75条及び第 76条により、本法科大学院の法学既修者に入学した者は、

本法科大学院における１年次配当の必修法律基本科目 31 単位を履修免除され、

２年次配当の授業科目から履修することができる 18。履修免除される科目は、公

法系として「人権の司法的救済（３単位）」、刑事系として「刑法（Ⅰ・Ⅱ計４

単位）」、「刑事訴訟法（３単位）」、民事系として「民法（Ⅰ～Ⅳ計 12単位）」「商

法（Ⅰ・Ⅱ計４単位）」「民事訴訟法（３単位）」、総合系として「生活紛争と法

（２単位）」である 19。 

 

イ 選抜・認定の基準・方法との関係 

法学既修者の入学者選抜においては、前述の法律科目について１年次の学修

を終えた者と同等以上の法律学の知識・学力を有することの判定を行わなけれ

ばならないことから、この条件を満たすために、2011 年度入学者選抜より、既

修単位認定を行う科目（2013 年度入学者選抜までは、憲法、行政法、民法、刑

法、商法、民事訴訟法及び刑事訴訟法の７科目、2014 年度入学者選抜からは行

政法を除く６科目に変更）について、既修者試験（2014 年度入学者選抜では第

１部から第３部までの６科目、2015 年度入学者選抜からは第１部の３科目に変

更）及び本法科大学院が独自に実施する法律科目試験（論述式筆答試験）を課

                                                   
18履修要項 2016 p.4 
19履修要項 2016 pp.2-3 
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している。 

法律科目試験の問題作成にあたっては、１年次における当該科目の教育内

容・水準に合わせた出題となるように配慮をしている。さらに、１年次配当の

必修法律基本科目の履修を一括免除することから、個別の法律科目についても

法学既修者認定にふさわしいかどうかを判定する必要があるため、法律科目試

験及び既修者試験の総合成績が合格水準に達していたとしても、１科目でも成

績が極端に悪い場合には不合格としており、これについては、入学者選抜要項

に記載している 20。 

なお、法学既修者の入学者選抜では、志願者の大学や社会における活動実績、

法曹を志望する理由及び目指す法曹像等については志願者調書によって把握で

きること、法律科目試験等で法曹適性を的確に判定することができることから、

面接試験を 2011年度入学者選抜において廃止した。 

法律科目試験については、前述の通り、志願者及び入学者の学修状況等に基

づいて検証を行った結果、一部の法律科目について試験科目及び配点変更を

2014 年度入学者選抜から実施しており 21、既修者認定もこれに応じたものとな

っている。なお、「生活紛争と法」は、民法・民事訴訟法・刑法・刑事訴訟法を

対象とした授業内容であり、既修者認定の範囲に含めている。 

2017 年度入学者選抜からは、入学者選抜の試験結果の検証により、法律科目

試験によって、充分に公正な入学者選抜の実施が達成でき、既修者認定も行え

ると判断したため、既修者試験を利用しないこととした。 

 

（２）基準・手続の公開 

法学既修者コースの入学者選抜に係る選抜基準及び選抜手続については、毎

年度、４月中旬迄に発行されるガイドブックにて概要を掲載し 22、出願期間開始

おおむね２ヶ月前の５月中下旬に発行する入学者選抜要項 23にて確定情報を公

開している。 

また、法学既修者コースの入学者選抜における法律科目試験の問題を過去３

年分本法科大学院 Webサイトに掲載して公開している 24。 

なお、入学者選抜に係る選抜基準及び選抜手続等が前年度のものから変更さ

れる場合には、例えば、2017年度入学者選抜における変更点について、2015年

12 月７日及び 2016 年２月 24 日に本法科大学院 Web サイトで発表している 25な

ど、ガイドブック及び入学者選抜要項の発行前であっても、機関決定後、直ち

に本法科大学院 Webサイトで公開し、周知を図っている。 

既修者選抜や既修者認定について、これまで入学希望者や学生から意見を聴

取したことはないが、前述の通り、研究科長、研究科長補佐、教務委員会及び

入試・広報委員会を中心に、実際の入学者における学修歴、各法律科目に係る

                                                   
202017年度法科大学院入学者選抜要項 p.4 
212017年度法科大学院入学者選抜要項 p.4 
22CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 pp.40-41 
232017年度法科大学院入学者選抜要項 
24本法科大学院 Webサイト「入学者選抜の過去問題」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/orientation/selection/past/  
25本法科大学院 Webサイト「【重要】2017（平成 29）年度 入学者選抜の変更点について【2 月 24 日更新】」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/news/2015/12/38252/  
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習熟レベル及び学部段階での法学教育の状況等の多角的な観点から分析を行っ

ている。 

 

（３）既修者選抜の実施 

法学既修者選抜に係る過去３年分の実施状況は、下表の通りである。 

前述の通り、合否決定に際しては、法律科目試験の成績、適性試験の成績、

既修者試験の成績及び提出書類の内容を総合的に評価して合否を判定している
26。 

なお、法律科目試験及び既修者試験は、入学者選抜であると同時に、１年次

配当の必修法律基本科目の履修を一括免除するための既修者判定試験であるこ

とから、１科目でも成績が極端に悪い場合は既修者との判定に至らず、不合格

としている 27。また、適性試験の総受験者の下位から 15％を基本として、入学

最低点を設け、適性試験の得点が入学最低点に満たない者についても、法律科

目試験の成績、既修者試験の成績及び提出書類の内容にかかわらず不合格とし

ている 28。 

 

2014年度 2015年度 2016年度 

受験 

者数 

（人） 

合格 

者数

（人） 

競争 

倍率 

（倍） 

受験 

者数 

（人） 

合格 

者数

（人） 

競争 

倍率 

（倍） 

受験 

者数

（人） 

合格 

者数

（人） 

競争 

倍率 

（倍） 

906 641 1.41 826 572 1.44 689 426 1.62 

［注］「法学既修者」とは、当該法科大学院において必要とされる法学の基本

的な学識をすでに有すると認められ、入学し在学している者をいう。 

 

 各年度の入学者数及び法学既修者数は下表の通りである。 

 

 2014年度 2015年度 2016年度 

 入学者

数 

うち法学 

既修者数 

入学者

数 

うち法学 

既修者数 

入学者

数 

うち法学 

既修者数 

学生数 238人 189人 241人 187人 192人 136人 

学生数に 

対する割合 
100％ 79.4％ 100% 77.6% 100% 70.8% 

 

なお、既修者選抜・既修単位認定の公正さ・公平さに疑問を提起される事態

（投書や口頭でのクレーム）は、これまで生じていない。 

                                                   
262017年度法科大学院入学者選抜要項 p.4 
272017年度法科大学院入学者選抜要項 p.4 
282017年度法科大学院入学者選抜要項 p.4 
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（４）特に力を入れている取り組み 

法学既修者の入学者選抜において、１年次配当の必修法律基本科目に対応す

る科目全てについて、論述式筆答試験を課すなど、厳格な既修者認定を行って

いる。 

 

（５）その他 

 法学既修者の入学者選抜の過去問題を使用したガイダンスを実施し、過去問

題の解説を通じて、本法科大学院がどのような人材を求めているかを伝えてい

る。また、選抜基準の公開に資するようにしている。 

 

２ 点検・評価 

法学既修者選抜、既修認定の基準及び手続は、本法科大学院の教育を経るこ

とによって法曹に必要とされるマインドとスキルをしっかりと身に付け得る者

を選抜可能な仕組みであると共に、関連法令にも適合し、公平・公正なものと

なっている。 

また、入学者選抜方針、選抜基準及び選抜手続は、入学者選抜要項、本法科

大学院 Web サイト及びガイドブック等の媒体に明確に記載し、志願者に十分な

考慮期間が与えられる時期（おおむね出願期間開始２ヶ月以前）に誰でも情報

に容易にアクセスできる方法で公表されていることから、適切な時期に適切な

方法で公開されているといえる。これらに変更がある場合には、ガイドブック

又は入学者選抜要項等の配布前であっても、機関決定の後速やかに本法科大学

院 Webサイトに掲載して周知を図っている。 

既修単位認定を行う全ての科目について、本法科大学院が独自に実施する論

述式試験を課しており、試験を実施しない科目について、単位認定がされるこ

とはない。また、既修者選抜、既修単位認定は所定の基準及び手続に従って公

正・公平に実施されている。 

なお、法学既修者選抜の結果については、執行部会議又は入試・広報委員会

を中心に継続的に検証しており、必要に応じて、選抜基準又は選抜手続等の見

直しを行っている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

毎年度、選考結果の検証をしている。例えば、2011年度及び 2012 年度入学者

選抜について法学既修者試験の７科目の本法科大学院受験者得点分布を点検し

たところ、各科目間に相当な差異が見られた。その原因としては、学部での履

修者が少ないのではないかと考えられる科目（例えば行政法）がある一方で、

試験問題自体の難易度・形式等に問題があるとも考えられる科目もあった。ま

た、本法科大学院が独自に実施する論述式試験でも、受験者得点分布に偏りの

ある科目がなお散見されたことから、2014 年度入学者選抜において法学既修者
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コースの入学者選抜における一部試験科目の廃止及び商法の配点変更を行った。 

また、2017 年度入学者選抜からは、入学者選抜の試験結果の検証により、法

律科目試験によって、充分に公正な入学者選抜の実施が達成でき、既修者認定

も行えると判断したため、既修者試験の利用を廃止した。 

今後とも、選考結果について充分な検証を行うと共に、法律科目の入試出題

主査との密接に連携を図り、入試・広報委員会の下で改善策を継続的に検討し

ていきたい。 
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２－３ 多様性〈入学者の多様性の確保〉 

 

（評価基準）入学者全体に対する「法学部以外の学部出身者」又は「実務等の

経験のある者」の割合が３割以上であること、これに至らない場

合は３割以上となることを目標として適切な努力をしていること。 

（注） 

① 「実務等の経験のある者」とは、各法科大学院が、社会人等の入学

者の割合を確保しようとする趣旨を考慮しつつ定義するものであるが、

最終学歴卒業後３年を経過していない者を含めることは原則として適

当でない。 

 

１ 現状 

（１）法学部以外の学部出身者の定義 

「他学部出身者」の定義としては、「法学以外の課程（法学部でも政治学科等

は法学以外に該当する）を主として履修した場合」としている 29。すなわち、カ

リキュラムにおいて法学の履修を主とする（おおむね法律科目が 50％以上）課

程以外の出身者という実質的基準を採用している。 

 

（２）実務等の経験のある者の定義 

「実務等経験者」（いわゆる社会人）の定義については、まず、本法科大学院

入学時点において大学（学部）卒業後、入学年度の４月１日時点で少なくとも

３年以上（合計でも可）の経験があることとしている 30。この３年は、本法科大

学院における学修や法曹としての活動に生かされる専門知識や社会的経験を獲

得するために最低でも必要と考えられる期間として設定されている。したがっ

て、卒業後３年を経過していても、その期間中社会的活動に従事せず、主とし

て公務員試験や各種資格試験の受験勉強に専念していた者は除いている 31。他方、

実務等の経験については、いわゆる正規雇用による就業体験に限らず、主婦・

主夫、ボランティア、非正規雇用者なども含むものと定義している 32が、これは

本法科大学院入学者選抜において重視される専門的知識や社会的問題意識は、

幅広い社会的活動や実生活における体験によって培われるものと考えられるた

めである。 

  

                                                   
292017年度法科大学院入学者選抜要項 p.11 
302017年度法科大学院入学者選抜要項 p.10 
312017年度法科大学院入学者選抜要項 p.10 
322017年度法科大学院入学者選抜要項 p.10 
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（３）入学者全体に対する「法学部以外の学部出身者」又は「実務等の経験の

ある者」の割合 

 入学者数 実務等経験者 

他学部出身者 

（実務等経験

者を除く） 

実務等経験者

又は他学部出

身者 

入学者数 

2016年度 
192人 21人 26人 47人 

合計に対す

る割合 
100.0％ 10.9％ 13.5％ 24.5％ 

入学者数 

2015年度 
241人 29人 24人 53人 

合計に対す

る割合 
100.0％ 12.0％ 10.0％ 22.0％ 

入学者数 

2014年度 
238人 28人 24人 52人 

合計に対す

る割合 
100.0％ 11.8％ 10.1％ 21.8％ 

３年間の 

入学者数 
671人 78人 74人 152人 

３年間の 

合計に対す

る割合 

100.0％ 11.6％ 11.0％ 22.7％ 

［注］１ 「実務等経験者」とは、社会人等の入学者の割合を確保しようと 

する趣旨を考慮しつつ各法科大学院が定義したものをいう。 

２ 「入学者数」とは、実際に入学した学生の数をいい、既修者・未 

修者を問わない。 

３ 「他学部出身者」とは、法学部以外の学部出身者（法学系の学部・ 

学科以外の学部・学科出身者）のうち実務等経験者でない者をいう。 

 

実務等経験者又は他学部出身者については、「できる限り多様な人々の中から、

法曹の候補者としてふさわしい資質と能力を有する人材を選抜し、法学以外の

課程を履修した者又は実務等の経験のある者が入学者の３割以上を占めるよう

努めます。かかる見地から特に法学未修者の入学者選抜においては、『他学部出

身者または社会人』を一定程度優先的に合格させることがあります。」との入学

者選抜の方針を定め、入学者選抜要項等で受験生に周知している 33、34、35。 

                                                   
33 2017年度法科大学院入学者選抜要項 p.1 
34 CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 p.40 
35本法科大学院 Webサイト「入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）」
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/outline/policy/  
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前述の通り、本法科大学院の入学者に占める実務等経験者又は他学部出身者

の割合は、開設年度である 2004 年度以降 2009 年度に至るまで毎年３割以上で

あったが、2010年度より３割を下回り、直近３年間の平均値は 22.7％となって

いる。なお、2016 年度法学未修者においては、実務等経験者又は他学部出身者

が入学者の 50.0％を占めており、基準である 3 割以上を超えていることから、

多様な人材を確保できているといえる。これらの実務等経験者の中には、これ

まで、企業出身者、医師、公務員等が含まれており、実質的にも多様な人材が

選抜されている。 

 

（４）多様性を確保する取り組み 

前述の法学未修者の入学者選抜における努力のほか、一般及び社会人向けの

各種広報媒体 36への広報活動に積極的に参画し、その中で実務等経験者又は他学

部出身者の在学生又は修了生を紹介している。 

また、本法科大学院が置かれる市ヶ谷キャンパスで開催する入学説明会及び

入学前説明会については、社会人の参加者に配慮し、土曜日の午後に開催して

いる 37。 

さらに、2015 年度入学者選抜より、とりわけ社会実務経験者の受け入れを促

すべく、特にその受け入れが期待できる法学未修者について、入学者選抜の実

施日をそれまでの土曜日から日曜日に変更した。また、2016 年度入学者選抜か

らは、多様な分野からの受験者の増加を目指し、地域法曹枠、国際法曹枠、専

門職法曹枠、女性法曹枠を新設したが、これら４つの法曹枠の出願に際しては、

本法科大学院独自の小論文筆答試験に代えて、適性試験第４部の提出を求める

こととした。 

なお、2017 年度入学者選抜においては、一般法曹枠についても、他の法曹枠

と同様に小論文として適性試験第４部の提出を求め、本法科大学院独自の小論

文筆答試験を廃止することとした。 

 

（５）特に力を入れている取り組み 

修了生の法曹としての多様な活躍が入学者の多様性の確保につながると考え、

修了生の動向のフォローに努め、それを広報にも活かすようにしている。 

 

（６）その他 

１年次（法学未修者）対象にフォローアップ演習を提供しているが、その実

施に際しては、少人数制（１グループ５名程度）を採用し、きめ細やかな対応

をしている。フォローアップ演習については入学説明会等でも積極的に周知を

図り、本法科大学院の受験者のインセンティブの１つとなり、様々な入学者の

                                                   
36一般及び社会人向けの各種広報媒体 ミガク 

https://www.mi-gaku.to/l/chuo/gokakusha.html 
37本法科大学院 Webサイト「説明会」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/orientation/meeting/  
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確保につながっている。 

 

２ 点検・評価 

「他学部出身者」及び「実務等経験者」の定義については、適切に定められ

ている。 

入学者全体に対する「実務等経験者又は他学部出身者」の割合が入学者の３

割以上となることを目標とし、特に法学未修者の入学者選抜において一定程度

優先的に合格させる場合がある旨を、入学者選抜の方針にて公表しており、多

様性を確保するための様々な取り組みを行っている。 

その結果、全国的に「実務等経験者又は他学部出身者」の出願者が大幅に減

少している中で、本法科大学院においては、その割合が 2016年度において入学

者全体で 22.7％、法学未修者コース入学者においては 50.0％に達しており、入

学者選抜方針に規定した所期の目的については、ある程度達成できているとい

える。 

２－１に掲載している通り、より多様な志向性を有する学生の確保に資する

よう、法学既修者、法学未修者の各コースにおいて、一般法曹枠に加えて地域

法曹枠、国際法曹枠、専門職法曹枠、女性法曹枠を設けている 38。入学説明会等

において、１年次（法学未修者）を対象としたフォローアップ演習の提供を周

知している。このことが、本法科大学院の受験者のインセンティブの１つとな

っており、様々な入学者の確保につながっている。 

 

３ 自己評定 

Ｂ 

 

４ 改善計画 

「実務等経験者又は他学部出身者」の構成割合は求められる基準を満たして

いるが、年度により変動も見られる。2016 年度入学者選抜から地域法曹枠、国

際法曹枠、専門職法曹枠、女性法曹枠を新設するなど取り組みを進めているが、

今後とも、法学未修者を中心に多様性・開放性を確保する入学者選抜に努めて

いきたい。 

 

                                                   
38 2017年度法科大学院入学者選抜要項 p.2 
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第３分野 教育体制 

 

３－１ 教員体制・教員組織（１）〈専任教員の必要数及び適格性〉 

 

（評価基準）法科大学院の規模に応じて、教育に必要な能力を有する専任教員

がいること。 

（注） 

① 専任教員が 12人以上おり、かつ収容定員（入学定員に３を乗じ 

た数）に対し学生 15人に専任教員１人以上の割合を確保している 

こと。 

② 法律基本科目の各分野毎に必要数の専任教員がいること。 

③ 法科大学院に必ず置くこととされる数の専任教員が、学部・修士 

課程、博士課程の専任教員を兼ねていないこと。ただし、教育上の

支障を生じない場合には、一個の専攻に限り、博士課程（前期及び

後期の課程に区分する博士課程における前期の課程を除く。）の専任

教員をかねることができる。 

④ ５年以上の実務経験を有する専任教員が２割以上であること。 

⑤専任教員の半数以上は教授であること。 

 

１ 現状 

（１）専任教員の数と教員適格 

ア 専任教員数 

本法科大学院の収容定員数（学生数）780 名に対して、専任教員の総数は 58

名である。（2016年５月１日現在） 

 

イ 教員の適格性 

本法科大学院設置当時の専任教員にあっては、学内の任用基準に照らし、十

分な業績（研究業績又は実務上の実績）及び教育能力を有するかどうかを慎重

に審査し、さらに、専門職大学院設置基準[平成 15 年文部科学省令第 16 号]に

基づく教員審査を経て、文部科学省大学設置・学校法人審議会より「可」の判

定を得た者を専任教員として配置した。 

設置後の専任教員の採用は、「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進等

に関する内規」1、「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する基準」
2及び「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する手続要領」3に基づ

き行われている。また、本法科大学院における自己点検評価報告書作成の際、

各教員の教育・研究に関する「教育研究活動年次報告（教員別教育研究活動報

告）」4を作成している。 

                                                   
1中央大学法科大学院内規集№5 中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進等に関する内規 
2中央大学法科大学院内規集№6 中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する基準 
3中央大学法科大学院内規集№7 中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する手続要領 
4教育研究活動年次報告 2016年度 
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（２）法律基本科目毎の適格性のある専任教員の人数 

本法科大学院における法律基本科目の分野毎の必要専任教員数及び実員数は、

以下の通りである。 

 公法系 

民  法 商  法 
民事 

訴訟法 

刑事系 

 
憲  法 行 政 法 刑  法 

刑事 

訴訟法 

必要 

教員数 
4人 4人 2人 2人 4人 

実員数  3人  3人  10人 5人 7人 5人  4人 

2016年５月１日現在 

（３）実務家教員の割合 

本法科大学院では、実務家教員の採用に際し、実務経験年数・担当案件の内

容・公刊論文等の要素を慎重に判断して実務上の能力を厳格に審査している 。

５年以上の実務経験を有する実務家教員は 11人必要であるが、本法科大学院に

おいては現在 19人であり、必要数を満たしている。そのうちみなし専任は、５

人である。専任教員数に占める実務家教員の割合は 31.0％であり、２割以上で

あることという基準も満たしている。 

 

（４）教授の数 

教授の資格要件については、「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に

関する基準」5に定められている。 

まず、研究者教員については、第４条第１項に以下の通り原則が規定されて

いる。 

「次の各号のいずれかに該当し、かつ、担当分野における卓越した専門的教

育能力を証する最近５年間の研究業績を有する者とする。 

 ①大学における５年以上の教歴を有し、かつ、１年以上教授の職にある者 

 ②７年以上准教授の職にある者」 

 次に、実務家教員については、第７条第１項第１号に以下の通り原則が規定

されている。 

「①法曹として 15年以上の実務経験を有し、かつ、担当分野における卓越し

た専門的教育能力を証する実務上の業績を有すると認められる者」 

教授の認定手続については、「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進等

に関する内規」6、「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する基準」
7及び「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する手続要領」8で規定

されている。 

本法科大学院における教授の数は、専任教員全体の 98.3％を占めており、基

準を満たしている。    

                                                   
5中央大学法科大学院内規集№6 中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する基準 
6中央大学法科大学院内規集№5 中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進等に関する内規 
7中央大学法科大学院内規集№6 中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する基準 
8中央大学法科大学院内規集№7 中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する手続要領 
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 専任教員 

専任教員総数 うち実務家教員（実員） 

教授 その他 計 教授 その他 計 

専任教員数 57人 1人 58人 18人 0人 18人 

計に対する割合 98.3％ 1.7％ 100% 100％ 0％ 100% 

2016年５月１日現在 

    

（５）特に力を入れている取り組み 

人事計画委員会を 2016年度は２回開催し、中長期的な視点に立ち、よりよい

法曹養成を実現するための教員人事を継続的に検討している。 

    

（６）その他 

実務家教員を含む専任教員の研究業績・教育業績については、学事記録への

最新情報の記載を毎年定期的に教授会で依頼し、全教員の最新情報が、「研究者

情報データベース」9を通じて公開されるような仕組みを整えている。 

    

２ 点検・評価 

専任教員の必要数及び適格性については、各科目担当者による担任者会議内

の検討と同時に人事計画委員会並びに将来構想委員会を定期的に開催し、中長

期的に検討することよって、基準を充たすようにしている。 

専任教員（研究者教員及び実務家教員）の採用に際して、人事計画委員会と

各科目担任者会議とは、連携を図りながら検討を進めている。「中央大学法科大

学院専任教員の任用及び昇進等に関する内規」、「中央大学法科大学院専任教員

の任用及び昇進に関する基準」及び「中央大学法科大学院専任教員の任用及び

昇進に関する手続要領」における各規定を適切に運用している。また、評価判

定の視点で列挙されている項目（法律基本科目毎の適格性のある専任教員数、

実務家教員の割合、教授の数）は、各基準を充足している。実務家教員につい

ては、全員が５年以上の実務経験を有している。また、その割合について、評

価基準上は、おおむね２割であるのに対して、本法科大学院では 31.0％となっ

ており、「理論と実務との架橋」を実現するためにも充分な教員体制となってい

る。 

 

３ 自己評定 

合 

 

４ 改善計画 

今後も教員数及びその質を担保し続けるために、各科目の授業担当者、各科 

目担任者会議、人事計画委員会及び将来構想委員会の連携をさらに強化するよ

う努める。
                                                   
9 本学 Webサイト「研究者情報データベース」http://ir.c.chuo-u.ac.jp/researcher/ 
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３－２ 教員体制・教員組織（２）〈教員の確保・維持・向上〉 

 

（評価基準）継続的な教員確保に向けた工夫がなされ、教員の教育に必要な能

力を適切に評価し、その後も維持・向上するための体制が整備さ

れ、有効に機能していること。 

 

１ 現状 

（１）専任教員確保のための工夫 

ア 本法科大学院における人事は、「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇

進等に関する内規」、「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する基

準」及び「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する手続要領」に

基づき、毎年６月までに人事計画委員会を開催して、各専門分野の教員人事の

必要性に鑑みて法科大学院人事計画（案）を策定し、運営委員会の委員に加え、

各分野の副主任を交えた拡大運営委員会、教授会での承認後、各科目担任者会

議で該当人事を検討している。 

 

イ 本法科大学院は、法科大学院において教育研究に従事する後継者を養成し、

もって法科大学院の教員養成の多様性確保に資するため、「中央大学助教規程」

に定める助教Ｃ（２年契約で最長５年）を採用することとし、このことについ

ては「法科大学院任期制助教に関する内規」10にて規定されている。なお、同内

規第４条は、「助教は、その教育研究能力の向上を目的に主として研究に従事

するものとする。ただし、教授会は（中略）その主たる職務を妨げない限度に

おいて、次の各号に定める職務の一部又は全部に従事させるものとする。 

 一 本法科大学院における授業の担当 

 二 本法科大学院学生の学修指導 

 三 本法科大学院が定めた教育研究活動の補助 

 （以下、省略）」 

とし、これらの経験を通じて、法科大学院の助教たる教育力を高められる機会

を確保できるよう配慮している。2016 年度に在籍した助教Ｃは、前年度に引き

続き、「テーマ演習Ⅱ」１科目において、任期の定めのない専任教員と共同で

授業を担当した。 

 

ウ 就任１年目の専任教員については、授業参観されることを義務づけ、教育

力の向上を図っている。 

 

（２）継続的な教員確保に向けた取り組みや工夫 

ア 人事計画委員会及び教授会においては、中長期的な展望をもって人事計画

                                                   
10中央大学法科大学院内規集№55-1 法科大学院任期制助教に関する内規 
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も策定・遂行している。 

例えば、①「特任教員」又は「みなし専任教員」として着任する場合の実務

家教員は、その任期終了に伴う再任又は後任の採用にあたっても現在の充実し

た実務家教員体制を維持するようにしている。②任期の定めのない専任教員に

ついては、「定年退職年度（70 歳に到達する年・月の年度末）」が確定している

ため特定教員の定年退職によって他の教員への授業負担増加や授業の質の低下

が生じないよう、各科目担任者会議及び人事計画委員会において、前倒しによ

る教員採用等を含めて検討している。 

 

イ 研究者を志す法科大学院生に対しては、大学院博士後期課程への進学に向

けて「研究特論（リサーチ・ペーパー）」を設け、そのニーズに応えている。ま

た、助教制度 11、12を導入し法科大学院において教育研究に従事する後継者養成

を図っている。2011 年度には助教Ｃ（２年契約で最長５年）１名を初めて採用

し、2015 年３月をもって２回目の契約が終了した。この者については研究活動

に専念させ、2013年度から2014年度にかけて１年余り海外のロースクールにて、

LLM の取得のための渡航を認めた。助教Ｃは本研究科での研究活動が認められ、

他大学の准教授として採用された。2014年度には助教Ｃ１名を採用し、2015年

度・2016年度にわたり、「テーマ演習Ⅱ」を担当し、研究活動においては、触法

障害者の刑事弁護の研究を行った。また、2016 年度にも新たに助教Ｃ１名を採

用し、2017年度から勤務を開始する予定である。 

 

（３）教育に必要な能力の水準の確保・維持・向上 

教員の任用及び昇進に際して、教員の教育に必要な能力を評価する制度があ

る。「中央大学法科大学院専任教員の任用及び昇進等に関する内規」、「中央大学

法科大学院専任教員の任用及び昇進に関する基準」及び「中央大学法科大学院

専任教員の任用及び昇進に関する手続要領」を定めている。 

任用、昇進にあたっては、教授会により業績審査委員会が置かれ、専門分野

に関する教授会員５人以上で組織され、厳格に審査が行われる。 

任用、昇進以外では、ＦＤ委員会主催のＦＤ研究集会を年複数回（2016 年度

実績前期２回・後期１回）開催し、Good Practiceの共有等実効性のある教員相

互の研鑽を目指している。また、教員相互の授業参観について、2014 年度から

直接の授業参観については、参観期間を設定せず、全ての授業を参観対象とし

て実施しており（ＤＶＤ視聴については機器準備等の関係から参観期間を設定

している）、新任教員については、授業参観（新任教員の授業を他教員が参観し、

新任教員が他教員の授業を参観する）を必須すると共に他の全教員にも授業参

観を推奨している。 

    

（４）特に力を入れている取り組み 

                                                   
11中央大学法科大学院内規集№55-1 法科大学院任期制助教に関する内規 
12中央大学法科大学院内規集№55-2 中央大学法科大学院任期制助教の処遇等について【申し合わせ事項】 
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学期末の授業アンケートに対し、各授業担当者にアンケートのコメントを付

し、これを学生に公開することを要請し、自己の教育能力の向上を図っている。 

    

（５）その他 

「研究特論（リサーチ・ペーパー）」及び「テーマ演習」の履修につき、事前

面談の機会を設け、「研究特論（リサーチ・ペーパー）」の趣旨を履修者に十分

に説明し、とりわけ研究能力の向上に繋がる充実した履修ができるようにして

いる。また、研究者を志す学生の研究発表の場として、『中央ロー・ジャーナル』
13に投稿する機会を与えている。 

 

２ 点検・評価 

中長期的な展望にたって、継続的に質の良い教員を確保しようとしている。 

専任教員の採用にあたって、一定の教育能力を備えた研究者教員及び実務家

教員を採用できるよう、前述の通り本法科大学院内での規程等が整備されてい

る。また、採用後には、ＦＤ研究集会や教員相互による授業参観により、教員

の教育の質の維持及び向上に努めている。 

若手教員が専任教員として必要な能力を得るための取り組みとして、まずは

将来研究者を目指す学生に対して、特定のテーマに対して２万字以上の論文を

作成するという「研究特論（リサーチ・ペーパー）」を設けている。また、2011

年度からは助教Ｃを１名採用し、研究活動に専念し、一定数の研究成果をあげ、

2014年度末に契約が終了した。2015年４月には実務講師から新たに助教Ｃ１名

を採用し、２年間、教育と研究に従事した。さらに、2014 年４月には実務講師

から新たに兼任講師１名を採用している。2016 年度の助教採用では、本法科大

学院を修了し、司法試験に合格している者を採用した。 

このように、専任教員としての採用時のみならず、在学時における「研究特

論（リサーチ・ペーパー）」や修了後における助教としての採用等、本法科大学

院では、中長期的な展望にたって、継続的に質の良い教員育成・確保にむけて

積極的に取り組んでいる。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

今後も、より一層人事計画委員会と各科目の授業担当者との間の連携を図っ

ていく。 

改善を要するものとしては、若手の研究者教員の育成の実現がある。若年教

員の育成のために、助教制度を設けている。2010 年度の制度導入から現在まで

採用にいたった者は３名である。 

継続して、応募者数を増加させるために本法科大学院からのさらなる情報発

信をすることも予定している。  

                                                   
13本法科大学院 Webサイト「中央ロー・ジャーナル」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/assist_system/journal/ 
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３－３ 教員体制・教員組織（３）〈専任教員の構成〉 

 

（評価基準）教員の科目別構成等が適切であり、バランスが取れている等、法

曹養成機関として充実した教育体制を確保できるように配慮され

ていること。 

 

１ 現状 

（１）専任教員の配置バランス 

  2016年度前期 

 クラス数 
専任教員数 

（延べ人数） 

クラス毎の履修登録者

数平均 

専任(  )は 

みなし専任 
専任以外 専任 専任以外 

法律基本科目 46(1) 0 97 33 0 

実務基礎科目 23(6) 18 35 20.87 9.17 

基礎法学・外国法

科目 
9(0) 3 11 40 15.33 

展開・先端科目 86(4) 14 91 12.38 8.36 

［注］ １．専任教員には、みなし専任教員を含む。 

２．専任教員とそれ以外の教員の共同授業は、専任教員のクラスとし

てカウントする。  

３．専任教員とみなし専任教員の共同授業は、専任教員のクラスとして

カウントする。 

４．クラス数及びクラス毎の履修登録者数平均については、開講されて

いないものはカウントしない。 

    

（２）教育体制の充実 

教員の科目別構成等が適切でありバランスが取れているかどうかについて、

各科目の授業担当者のみならず、人事計画委員会及び教授会においても、検討

している。また、教授会や教務委員会においてもカリキュラム等について時間

をかけて検討している。さらに、ＦＤ研究集会を開いて、教育体制の充実に努

めている。 

 

（３）特に力を入れている取り組み 

法律基本科目群の科目を担当している教員については、所属の研究科や学部

での年齢構成を考慮し、将来における学部担当教員との交流についても検討し

ている。また、本法科大学院内においては、教員の退職等に伴い科目群でバラ
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ンスを欠くおそれがある場合には、所属する科目群の変更を行い適切な人数・

配置をし、充実した教育体制が継続できるように取り組んでいる。所属変更に

際しては、当該教員の意向を確認すると共に、変更先の科目群での教育能力が

十分にあることの確認を行っている。 

 

（４）その他 

教育体制について、本学法学部（学部長及び学部長補佐）と本法科大学院（研

究科長及び研究科長補佐）との間で定期的に意見交換会を開催している。 

    

２ 点検・評価 

教員の科目別構成等が適切でありバランスが取れており、専任教員は、法律

基本科目だけでなく、基礎法学・外国法科目、展開・先端科目にも、法科大学

院の理念に応じて配置されている。各系科目の適正配置についても、科目担任

者会議及び人事計画委員会で常に確認し、維持に努めている。また、充実した

教育を行うために、専任教員を中心として、定期的にＦＤ研究集会や教員懇談

会を行うことで、教員のコミュニティとしての意識向上を高めるように努力し

ている。その他の取り組みとして、法学部との意見交換を行っている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

各授業担当者、各科目担任者会議及び人事計画委員会の連携を密接にしてい 

く。また、法学部との意見交換を全体、各科目共に充実させていく予定である。
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３－４ 教員体制・教員組織（４）〈教員の年齢構成〉 

 

（評価基準）教員の年齢構成に配慮がなされていること。 

 

１ 現状 

（１）教員の年齢構成 

本法科大学院専任教員における 2016年５月１日時点における年齢構成は、以

下の通りである。 

 39歳以下 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 計 

専任教員 

研究者 

教員 

0人 5人 11人 24人  0人  40人  

0％ 12.5％ 27.5％ 60.0％ 0％ 100.0% 

実務家 

教員 

0人  2人 4人 12人 0人 18人 

0％ 11.1％ 22.2％ 66.7％ 0％ 100.0% 

合計 
0人 7人 15人 36人 0人 58人 

0％ 12.1％ 25.8％ 62.1％ 0％ 100.0% 

    2016年５月１日時点 

    

（２）特に力を入れている取り組み 

 教員を採用するに当たり、教育・研究・実務能力はもとより、年齢構成にも

配慮するように努めている。なお、2014年度第11回教授会においては、今後の

無任期専任教員の採用に当たって、できる限り着任時50歳程度までを目途とし、

採用することを原則とする人事計画の方針について了承を得た。 

また、専任教員全体だけではなく、科目毎の年齢構成もきめ細かく検討して

いる。 

さらに、助教の採用にも積極的に取り組み、若手研究者の育成を目指してい

る。 

 

（３）その他 

学部には相対的に若い教員が所属しているので、本学法学部と本法科大学院

との間で定期的に意見交換会を開催して、移籍の可能性を含め検討している。 

 

２ 点検・評価 

年齢構成については、科目によっては教員が 50 歳代後半から 60 歳代という

一定の年齢層に集中している科目があり、なお一層、適正な年齢配置を考える

必要がある。  

今後の無任期専任教員の採用に当たって、できる限り着任時50歳程度までを
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目途とし、採用することを原則とする人事計画の方針が教授会において了承さ

れたので、人事計画委員会で全体の構成を適正にするように検討している。2016

年度の専任教員採用においては、１名は着任時45歳の教員を採用することがで

きた。 

 

 

３ 自己評定 

Ｂ 

 

４ 改善計画 

全体の年齢構成をより適正にするため、人事計画委員会がイニシアティブを 

とり、年齢構成に配慮した適正な配置の実現を一層推進する。
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３－５ 教員体制・教員組織（５）〈教員のジェンダーバランス〉 

 

（評価基準）教員のジェンダーバランスに配慮がなされていること。 

 

１ 現状 

（１）教員のジェンダーバランス 

現在、女性専任教員は２名であるものの、専任教員については的確な人材を

直ちに採用することは容易ではないので、非常勤教員の採用等において、女性

教員を積極的に採用する努力をしている。また、実務講師については女性を優

先しており、その 13.7%が女性である。 

教員区分 

性 別 

専任教員 兼担・非常勤教員 
計 

研究者教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員 

男 
39人 17人 23人 53人 132人 

29.55% 12.88% 17.42% 40.15% 100.0% 

女 
 1人 1人   1人   7人 10人 

10.00% 10.00% 10.00% 70.00% 100.0% 

全体における

女性の割合 
3.45% 9.52%  

    2016年５月１日現在 

 

（２）特に力を入れている取り組み 

今後も、本法科大学院の科目の状況に応じて適切な担当者がいるかどうかの

情報収集を続け、女性教員の採用に努める。 

 

（３）その他 

最高裁判所からの派遣教員については女性であることを要望している。 

    

２ 点検・評価 

ジェンダーバランスが悪い（10％未満）状態ではあるが、10％を超えるよう

に人事計画委員会で科目毎にジェンダーバランス改善の提言を行っている。ま

た、女性の応募が相対的に多い実務講師については、実務家教員になるための

仕組みを検討している。 

 

 

３ 自己評定 

Ｃ 
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４ 改善計画 

 非常勤教員や実務講師については、今後も積極的に女性を採用し、より広く 

専任教員の候補者を確保する予定である。専任教員については、適格性のある 

女性教員採用に向けて情報収集に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



54 
 

３－６ 教員支援体制（１）〈担当授業時間数〉 

 

（評価基準）教員の担当する授業時間数が十分な授業準備をすることができる

程度の適正なものであること。 

 

１ 現状 

（１）過去３年間の各年度の教員の担当コマ数 

本法科大学院専任教員が担当する授業時間数は、以下の通りである 。データ

を算出するに当たって作成したコマ数の一覧は「専任教員のコマ数」を参照の

こと。 

【2014年度】 

教員 

 区分 

授業 

時間数 

専任教員 みなし専任教員 兼担教員 
備考 

研究者教員 実務家教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期   

最 高 12.00 11.86 12.00 14.71 4.00 6.00 1.50 2.00 0.00 0.00 
１コマ 

50分 
最 低 0.00 0.00 6.00 5.00 3.00 3.00 0.00 1.50 0.00 0.00 

平 均 7.25 5.76 9.16 9.06 3.35 4.37 0.75 1.75 0.00 0.00 

 

【2015年度】 

教員 

区分 

授業 

時間数 

専任教員 みなし専任教員 兼担教員 
備考 

研究者教員 実務家教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期  

最 高 12.00 11.36 11.71 12.00 5.14 5.00 2.00 4.00 0.00 0.00 
１コマ 

50分 
最 低 0.00 0.00 6.36 5.00 3.00 3.00 1.50 1.00 0.00 0.00 

平 均 7.82 5.85 8.87 8.64 3.80 3.93 1.75 2.25 0.00 0.00 

 

【2016年度】 

教員 

区分 

授業 

時間数 

専任教員 みなし専任教員 兼担教員 
備考 

研究者教員 実務家教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期  

最 高 13.00 11.14 11.71 12.00 4.00 5.00 1.50 1.40 0.00 0.00 
１コマ 

50分 
最 低 2.43 2.00 6.00 5.00 3.00 3.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

平 均 7.96 6.31 8.90 9.02 3.49 3.89 0.75 0.70 0.00 0.00 

［注］ 半期のみ担当した場合、並びに在外研究及び特別研究期間制度を使用
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した場合、最短コマ数を0.00と表記した。 

    兼担教員については、法律基本科目を担当している教員をカウントし

た。 

 

（２）他大学・他学部の授業数も含めた専任教員の担当コマ数 

【2014年度】 

教員 

区分 

授業 

時間数 

専任教員 
みなし専任教員 

備考 
研究者教員 実務家教員 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 

最 高 26.06 26.00  12.93  13.82 4.00  6.00  
１コマ 

50分 
最 低 0.00 0.00 5.57  5.57 3.00  3.00  

平 均 12.83 10.51  8.66 8.94  3.35  4.21  

 

【2015年度】 

教員 

区分 

授業 

時間数 

専任教員 
みなし専任教員 

備考 
研究者教員 実務家教員 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 

最 高 28.00  22.19  12.93  13.70  5.14 5.00 
１コマ 

50分 
最 低 0.00 0.00 7.86 6.00 3.00  3.00  

平 均 11.81  9.72 9.66  9.34 3.80 3.93 

 

【2016年度】 

教員 

区分 

授業 

時間数 

専任教員 
みなし専任教員 

備考 
研究者教員 実務家教員 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 

最 高 24.50 26.00 12.93 12.24 4.00 5.00 
１コマ 

50分 
最 低 7.00 4.00 6.00 5.00   

平 均 13.13 11.11 9.28 9.27 3.49 3.89 

［注］ 他学部・他大学は１コマ90分、75分等がある。 

 

他学部・他大学のコマ数を含めると、年間最高単位数が基準の 30単位を超え

る者が、いずれの年度でも存在している。 

 

（３）特に力を入れている取り組み 
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十分な授業準備の時間が確保できるよう、授業時間のみでなく、委員会の負

担が過重にならないよう調整を行っている 。また、各種の委員会にあっては、

メーリングリストを活用して、Ｅメールでの意見交換等を行うことによって、

会議の効率的な運営に努めている。さらに、他大学への出講、審議会・各種委

員会への出席等の社会的活動についても研究科長に届け出て、教授会に報告を

行うこととしており、その負担が過重になっていないかを検証できるようにし

ている。 

 

（４）その他 

翌年度の授業編成にあたっては、教授会において「法科大学院専任教員（特

任教員を除く）の授業担当負担に関する申し合わせ」14の内容の周知・徹底を図

っている。特にコマ数が多い教員については、研究科長及び教務委員長から個

別に負担の軽減を指示している。 

 

２ 点検・評価 

専任教員が負担するコマ数が適正なものとなるように努力を続けており、大

部分の教員は、授業準備をする時間が十分に確保できるコマ数を担当している

が、負担コマ数が「法科大学院専任教員（特任教員を除く）の授業担当負担に

関する申し合わせ」に規定する範囲を超える教員が存在する。 

この負担は本法科大学院の授業のみならず、学部、既存大学院及び他大学を

含めて計算したものであり、これらの教員は過剰負担解消の認識をしており、

現在は厳しい条件の中で授業準備を行っている。 

授業以外の負担についても各教員から教授会に報告してもらい、問題がない

ことを確認している。オフィス・アワーは補習目的では利用されていない。そ

の他としては、負担についても研究科長や教務委員長が現状をチェックし個別

指導しており、前述の申し合わせに適合している。 

 

３ 自己評定 

Ｂ 

 

４ 改善計画 

現在、コマ数が超過している教員には、教員毎に適正な担当コマ数となるよ

うに指示しており、これが早期に実現するよう努めていく予定である。今後は、

授業編成時（10 月～12月）において、過剰負担となっている教員に対しては適

正な担当授業数になるように研究科長及び教務委員長から指示すると共に、授

業編成をしている科目担任者会議や教授会等で構成員の共通理解を形成・促進

し、授業負担の適正化にさらに努める。 

                                                   
14中央大学法科大学院内規集№42 法科大学院専任教員（特任教員を除く）の授業担当負担に関する申し合わせ 
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３－７ 教員支援体制（２）〈研究支援体制〉 

 

（評価基準）教員の研究活動を支援するための制度・環境に配慮がなされてい

ること。 

 

１ 現状 

（１）経済的支援体制 

基礎研究費として、専任教員（任期を定めて採用された教員を除く）に対し

て、個人で行う学術研究を助成する目的で年額 43 万円（着任時のみ 58 万円）

が支給される。また、研究用として１人あたり年間 2000枚のコピーが無料とさ

れている。特定課題研究費（２年 200 万円）は申請に基づき年間３名に支給さ

れている。 

 

（２）施設・設備面での体制 

ア 研究室の状況 

各専任教員には、市ヶ谷キャンパスに１人１室の研究室が用意されている。 

 

イ 図書室（ローライブリー） 

D1Law.com、LEX/DB インターネット、Westlaw Japan、LLI 判例秘書アカデミ

ック版等のオンラインデータベースを図書室、研究室をはじめとするキャンパ

ス内で利用可能であり、種類によっては自宅からも利用できる。これまでの利

用状況調査からみて、研究活動を行うのに十分な図書を所蔵するに至ったが、

それに加え、雑誌のバックナンバーなどについては、多摩キャンパスの中央図

書館等からの取り寄せ制度がある。取り寄せにあたっては、インターネットを

通じて申請することによって、最短で翌日には申請した資料をローライブラリ

ーで受け取ることができ、不便を感じることはない。 

 

ウ 情報環境 

教員個人研究室には、１台のＰＣとプリンタが支給されている。 

 

（３）人的支援体制 

教育研究支援室が、「Ｃ plus」のサポートを含む教育支援と共に、電子資料(デ

ータベース)の利用提供・代行検索、研究費関連業務、専門図書の選書補助等、

各種研究支援サービスを行っている。また、市ヶ谷 ITセンターが、IT関連の利

用支援及び情報機器の維持・管理を行っている。 

 

（４）在外研究制度 

本学では、在外研究 15及び特別研究 16の制度が確立されており、2007 年度か

                                                   
15中央大学法科大学院内規集№16 中央大学大学院法務研究科教員の在外研究に関する内規 
16中央大学法科大学院内規集№17 中央大学大学院法務研究科教員の特別研究期間に関する内規 
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らは本法科大学院においてもこれら２つの制度の運用が開始され、2016 年度は

１名が在外研究（１年）を利用した。なお、2016 年度においては、特別研究期

間制度の利用はなかった。 

 

（５）紀要の発行 

本法科大学院の専任教員に対して、その研究成果を公表する機会を提供する

ため、機関誌『中央ロー・ジャーナル』17を年４回刊行している。 

 

（６）特に力を入れている取り組み 

教員の研究活動を支援するために、教育研究支援室を設置し、専任職員２名、

派遣職員１名を配置して、常時対応に当たっている。 

2016 年度においては、教育支援体制を強化するため、１号館６階から２号館

１階へ移動し、教員に対するワンストップサービスの実現を目指すと共に、パ

ートタイム職員を新たに２名増員し、研究支援を行っている。 

 

（７）その他 

教育研究支援室が研究支援状況についての利用を促進するために、教員への

データベースの利用などの情報提供に努めている。 

    

２ 点検・評価 

教育研究支援室を中心にして、研究を支援するための人的体制が整っており、

経済的にも基礎研究費、特定課題研究費など十分な体制がある。また、１人１

室の研究室が確保されている上に、共同研究室もあり、データベースも各研究

室に支給されているＰＣで利用できる他、教育研究支援室や図書室でも利用可

能である。在外研究、特別研究制度を設け、これを利用することが可能である。

加えて、データベースの更新などについて、教育研究支援室から教員に情報提

供を行うなどの取り組みもしており、教員の満足度は高い。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

全ての科目系（民事法、刑事法、公法、基礎法、諸法）において共同研究室

を利用できる状況であり、科目担当者間における意見交換等をさらに活発にす

るための体制が維持されている。加えて、予備の共同研究室を一室確保するこ

とにより、各科目系内での重複利用申請にも対応できるよう整備している。 

                                                   
17本法科大学院 Webサイト「中央ロー・ジャーナル」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/assist_system/journal/ 
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第４分野 教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み 

 

４－１ 教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み（１）〈活動〉 

 

（評価基準）教育内容や教育方法の改善に向けた組織的取り組みが適切に実施

されていること。 

 

１ 現状 

（１）組織体制の整備 

教授会のもとにＦＤ活動を企画推進する委員会として、研究科長補佐を委員

長とし、専任教員で構成するＦＤ委員会を設けると共に、教育研究活動を支援

するため教育研究支援室を設置して、教育内容・教育方法の向上と改善を図る

体制を整備している。 

ＦＤ委員会の組織と所管事項は、内規 1に定められている。委員会の構成は、

2016 年５月現在、実務家教員を含む、各科目・分野にわたる専任教員 11 名 2で

ある。その内訳は、公法系２名、民事系３名、刑事系３名、実務系１名、基礎

法学・外国法系１名、展開先端系１名であり、また、当該 11名の教員は、研究

者教員７名、実務家教員４名である。 

教育研究支援室は、オンラインで講義内容の作成、課題作成・採点、学生へ

の連絡、学生アンケートの実施・集計等ができる「Ｃ plus」の中の「授業支援」

ページを運用して、本法科大学院の教育研究全般にわたる支援を行っている。 

授業については、教授会及びＦＤ委員会が「法科大学院の授業運営・試験方

法等のあり方に関する申し合わせ」3をはじめとする下記の申し合わせ事項等を

作成し、これに基づいて、法科大学院教育課程の趣旨にそった運営に努めてい

る。また、「授業及び成績評価に関する資料の保存に関する申し合わせ」4により、

成績評価資料を一元的に法科大学院事務課内で保存管理する組織体制をとって

いる。 

科目毎のＦＤ活動としては、例えば、「学部との意見交換」、「リーガル・クリ

ニック授業実践報告」などが開催・掲載されている。実務家教員と研究者教員

共同のＦＤ活動については、教員間でオムニバス形式（主に総合系科目）の授

業運営について話し合うこと自体がＦＤ活動となっている。 

 

 

ＦＤ活動に関する内規及び申し合わせ等は以下のように整備されている。 

中央大学法科大学院ＦＤ委員会内規 5 

                                                   
1中央大学法科大学院内規集№57 中央大学法科大学院ＦＤ委員会内規 
2法務研究科各種委員会委員一覧 2016年度 
3中央大学法科大学院内規集№33 法科大学院の授業運営・試験方法等のあり方に関する申し合わせ 
4中央大学法科大学院内規集№36 授業及び成績評価に関する資料の保存に関する申し合わせ 
5中央大学法科大学院内規集№57 中央大学法科大学院ＦＤ委員会内規 
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法科大学院の授業運営・試験方法等のあり方に関する申し合わせ 6 

オフィス・アワーの運営に関する申し合わせ 7 

ＣＬＳ教務システムの活用に関する申し合わせ 8 

授業及び成績評価に関する資料の保存に関する申し合わせ 9 

ＦＤ活動の充実に関する申し合わせ 10 

オフィス・アワー制度の運用改善のための申し合わせ 11 

クラスアドバイザー制度の充実及び運用改善のための申し合わせ 12、13 

法科大学院学生行為準則 14 

  中央大学法科大学院における成績評価に関する内規 15 

  中央大学法科大学院における成績評価に関する内規運用指針 16 

  中央大学法科大学院における教員相互の授業参観に関する取扱要領 17 

 

以上のうち、「中央大学法科大学院ＦＤ委員会内規」は 2014 年度に改正され

た。また、あわせて「中央大学法科大学院における成績評価に関する内規」及

び「中央大学法科大学院における成績評価に関する内規運用指針」が新たに制

定され、2015年度以降、さらに運用の統一が図れるよう改訂を重ねた。 

 

（２）ＦＤ活動の内容 

2016年度における取り組みは、以下の通りである。 

 

ア 授業に関する中間アンケート及び学期末授業評価アンケートを実施した。

中間アンケートは学期前半から半ばに実施されるもので、短期的に実施可能な、

学生からの授業への具体的な提案を教員が受け付けるものである。学期末授業

評価アンケートは、学期を通じた授業への学生の評価を記すもので、数値化さ

れたアンケートと自由記載からなり、教員はこれに対しコメントと授業改善方

針を作成することになっている。なお、アンケート結果と教員によって作成さ

れたコメント及び授業改善方針は学生に公開されている。2016 年度のＦＤ委員

会において、2017 年４月より本法科大学院 Web サイトでも、授業評価アンケー

トの実施率や回答率、及び集計結果を公開することが承認された。また、授業

アンケートによって指摘された事項のうち、個別教員との面談等が必要と思わ

れる事項については、ＦＤ委員長等が当該教員と連絡をとり、具体的な対応策

                                                   
6中央大学法科大学院内規集№33 法科大学院の授業運営・試験方法等のあり方に関する申し合わせ 
7中央大学法科大学院内規集№34 オフィス・アワーの運営に関する申し合わせ 
8中央大学法科大学院内規集№35 ＣＬＳ教務システムの活用に関する申し合わせ 
9中央大学法科大学院内規集№36 授業及び成績評価に関する資料の保存に関する申し合わせ 
10中央大学法科大学院内規集№37 ＦＤ活動の充実に関する申し合わせ 
11中央大学法科大学院内規集№41 オフィス・アワー制度の運用改善のための申し合わせ 
12中央大学法科大学院内規集№39 クラスアドバイザー制度の充実及び運用改善のための申し合わせ 
13中央大学法科大学院内規集№40 クラスアドバイザー対応指針 
14中央大学法科大学院内規集№46 法科大学院学生行為準則 
15中央大学法科大学院内規集№63-1 中央大学法科大学院における成績評価に関する内規 
16中央大学法科大学院内規集№63-2 中央大学法科大学院における成績評価に関する内規運用指針 
17中央大学法科大学院内規集№未定 中央大学法科大学院における教員相互の授業参観に関する取扱要領 
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について検討し、授業の改善に反映している。 

 

イ ＦＤ委員会は、ＦＤ活動計画の立案と通知、各種研修企画の実施、各教員

への案内を行っている。2016年度は 11回（通常開催７回、持ち回り４回）のＦ

Ｄ委員会が開催され、成績評価や法曹養成教育について審議・検討された。 

 

ウ ＦＤ研究集会（全教員に参加を呼びかけるシンポジウム・討論会等）は 2016

年度において３回開催され、ＩＣＴを活用した授業方法や学生への教授方法に

関する工夫などについて検討、改善及び意見交換がなされた。2016 年度は外部

講師による研究集会も実施された（③）。 

① 2016 年５月 18 日には「法科大学院教育におけるＩＣＴを活用した授業の導

入について」と題して、担当教員からＩＣＴを活用した授業とはどのような

ものであるのかという点と、主流となっている３つの類型が説明（メリッ

ト・デメリット等）され、その後、教員間で質疑応答が行われた。 

② 2016 年７月 13 日には「授業の進め方について」と題して、ベスト・ティー

チャー賞を連続受賞している髙橋直哉教授の「刑事法総合Ⅲ」の講義をビデ

オ鑑賞すると共に、その授業における工夫について髙橋教授が説明し、その

後、教員間で質疑応答が行われた。 

③ 2016年 12月 14日には「筑波大学法科大学院におけるＩＣＴ活用の取組につ

いて」と題して、筑波大学大学院ビジネス科学研究科の大石和彦研究科長を

外部講師として招き、報告をお願いした。報告後、教員間で質疑応答が行わ

れた。 

 

エ 教員の相互授業参観を実施した。参観者は、参観後意見や感想を報告書と

して残している。さらに、その結果は、個々の教員の授業の改善に反映されて

いる。 

 

オ 「中央大学教育力向上推進事業」で導入した、「法曹養成のための多方向型

教育の推進」を目的としてＣＬＳ e-ラーニングシステムを継続活用し、教育活

動に取り入れた。法律基本科目のうち必修科目について、前期・後期の期末試

験答案を利用すると共に、学生に対してアンケートを実施し、今後の活用方法

や改善点についての検討が行われた。 

 

カ 各担任者会議及び各法律基本科目部会を開催し、授業担当者が授業内容等

について意見交換を行った。また、各法律基本科目部会からは、その取り組み

記録を少なくとも３回以上提出し、翌年度に、その取り組み内容自体の検証を

ＦＤ委員会で行うこととした。 

 

キ ＩＣＴを活用した授業の導入に向けた取り組みを行った。 

具体的には、2015 年度前期に正規の授業を利用して、複数回にわたって遠隔

授業を試験的に 1 科目（展開・先端科目）において実施した。また、本学法科

大学院が基幹校となり、他大学（島根大学・鹿児島大学・琉球大学）の協力を
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得て、「平成 27年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業」を実施した 18。な

お、2015 年度中に「ＩＣＴを活用した新たな教育システムの構築」の取り組み

を企画し、これについて中央大学教育力向上推進事業の申請を行ったところ、

採択された 19。これにより 2016 年度から２年間にわたって当該取り組みの予算

を確保した。 

2016年度は、この予算を使って以下の取組を実施した。 

①琉球プログラムの実施 20 

②首都圏プログラムの実施 21 

③地方在住者向けリカレント教育の実施 22 

④ＩＣＴを活用したＦＤ研究集会の開催 23 

⑤その他、2017 年度からのＩＣＴを活用した授業の本格導入に向けた調査研

究の実施 

以上の取り組みの成果は中央ロー・ジャーナルで公表している。 

    

（３）教員の参加度合い 

ＦＤ研究集会の参加者数は、2016年度において前期①46名、②37 名、後期③

35名の教員が参加した。 

また、授業参観については、前期 21件、後期 16件の参観があった。 

 

（４）外部研修等への参加 

ＦＤ委員長は、全学のＦＤ推進委員会 24に出席している。 

全体に関わる外部研修等の情報は、本法科大学院に情報が寄せられ次第、専

任教員宛のメーリングリストに送信し周知を図っている。特定分野に関わる外

部研修等の情報は、該当教員へ個別に案内をしている。 

 

（５）相互の授業参観 

2014 年度に授業参観について制度改革を実施したが、参加者数が増えなかっ

た。そこで、授業参観の実施に関するさらなる対策をＦＤ委員会で検討し、2015

年度から全専任教員について２年度に１回は必ず自己又は他人の授業参観を実

施する新たな制度を導入し、順調に実施されている。具体的には、ＦＤ委員会

にて、１年度を前期・後期に分けた上で、各教員の対象年度・期を指定した実

施予定表を作成し、教授会とメーリングリストで周知した。各期約 15名を指定

しているが、実施予定表に指定されていない年度・期における実施や複数回の

実施は妨げていない。 

                                                   
18「法科大学院教育におけるＩＣＴの活用に関する調査研究」委託事業報告書 
19 中央ロー・ジャーナル第 13巻 1号 
20 中央ロー・ジャーナル第 13巻 3号 
21 中央ロー・ジャーナル第 13巻 3号 
22 中央ロー・ジャーナル第 13巻 4号 
23 中央ロー・ジャーナル第 14巻 1号 
24「法科大学院教育におけるＩＣＴの活用に関する調査研究」委託事業報告書 
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2016 年度も、従来どおり、新任教員以外の教員が新任の専任教員の授業を参

観し、新任教員に対して授業運営等について助言した。 

なお、司法研修所教官等、他の外部機関に属する者の授業参観も積極的に受

け入れていると共に、2016 年度においては、他大学法科大学院での授業参観等

の取り組みが行われている。 

 

（６）成果に結びつかせるための方策・工夫 

授業参観した教員には報告書の作成を義務づけ、授業参観された教員にもフ

ィードバックしている。 

相互授業参観は録画形式で行われるものもあり、当日の資料等も保管してい

るため、過去に行われた好評な授業を後から参観することも可能である。授業

参観報告書は閲覧可能なため、授業の参考とすることもできる。 

また、提出された授業参観報告書については、前期及び後期終了後のＦＤ委

員会内でその内容について検証を実施している。 

 

（７）特に力を入れている取り組み 

本法科大学院における新たな取り組みとして、ＩＣＴを活用した教育・授業

システムの構築がある。2014年度に新たに構築したＣＬＳ e-ラーニングシステ

ム（（２）オ参照）を、2015年度に本格稼動させた。また、入学から修了までの

各段階で学修の意義や、修了後を見据えて法科大学院における学修過程の展開

を具体的にイメージできるようにするために新たに動画を作成し、ロースクー

ルムービーとして本学法科大学院 Webサイトにアップロードした 25。さらに 2015

年度に引き続き、2016年度も、琉球大学、鹿児島大学、島根大学の協力を得て、

ＩＣＴを活用した授業の本格導入に向けた調査研究を実施した。 

 

（８）その他 

科目担当者間で、授業後の質問時間やオフィス・アワー等で寄せられた質問

等を共有し、活用できるようにするため、質問等を受け付けた教員が報告書を

作成し、これをファイルして、いつでも全教員が閲覧できる状態にしている。 

 

２ 点検・評価 

前年度までのＦＤ活動を継承しつつ、2016 年度はさらにＦＤ活動を充実させ

た。具体的には、成績評価制度の改善、新たな授業参観制度の導入、ＩＣＴを

活用した教育・授業システムの構築、各法律基本科目部会におけるＦＤ活動の

充実等である。 

                                                   
25本法科大学院 Webサイト｢ロースクールムービー｣ 

http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/news/2015/04/30262/ 
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もっとも、ＦＤ活動に関して解決すべき課題も残されている。例えば、ＦＤ

研究集会への参加は、非常勤教員を含め全教員に呼び掛けているが、参加者数

は全教員の半数程度に止まっている。こういった課題については、今後、さら

に対応策を検討する必要がある。 

 

３ 自己評定 

 Ａ 

 

４ 改善計画 

ＦＤ活動に関して残された課題は複数あり、また新たな制度を導入したこと

に伴って新たな課題も発生することが予想されるため、優先順位をつけて計画

的にそれらの課題に取り組む必要がある。 

なお、「中央大学教育力向上推進事業」の取り組みは、外部の社会的動向を見

据えつつ、これまでの取り組みを活かしながら、将来の法学教育を見据えた事

業としてさらに発展させたい。
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４－２ 教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み（２）〈学生評価〉 

 

（評価基準）教育内容や教育方法についての学生による評価を把握しその結果

を教育内容や教育方法の改善に活用する取り組みが適切に実施さ

れていること。 

 

１ 現状 

（１）学生による授業等の評価の把握 

 2016年度も前・後期にわたり下記の通り、各種アンケートを実施した。 

ア 学期中間の授業に関する学生アンケート 

このアンケートは、約半分の授業回が終了した時点で、それまでの授業を振

り返り、授業運営についての疑問点・不明点・希望の有無等を履修者に問い、

短期に改善できる点について、学期後半の授業に反映させることを目的に「Ｃ 

plus」を通じてシステム上で実施している。進行中の授業を改善・微調整する

ための積極的意見を得ることを主たる目的としていることから、計数化された

項目は設定せず、自由記述による任意回答を原則としている。  

なお、改善希望がない場合には学生は回答しないことが多いことから、回答

率が低くなる傾向にある。2016 年度の場合、回収率（必修科目の平均）は、前

期が 2.9％、後期が 3.3％である。 

 

イ 学修環境等に関する学生アンケート（オピニオン・アンケート）の実施 

学修環境等に関する学生の意見や要望は、前・後期の学期末アンケートと同

時期に、「Ｃ plus」を通じて提出できるようにしている。 

なお、当該アンケートは 2011年度まで毎月行っていたが、学生からの意見や

要望が減少する傾向にあったため、2012年度から年間２回とした。2016年度も

前期に１回、後期に１回実施している。 

 

ウ 学期末の授業評価アンケートの実施 

毎学期末に、各授業科目につき、各クラス別に、授業評価に関する学生アン

ケートを実施している。このアンケートは、共通の質問項目と選択肢に基づき

回答する部分と、自由に記載して回答する部分から成っており、無記名で実施

される。原則として履修者 11名以上の科目は授業最終回に教室でアンケート用

紙に記入する方式で実施し、それ以外は「Ｃ plus」を通じてシステム上で実施

している。 

必修法律基本科目とそれ以外の科目では授業の目的が異なるので、アンケー

トの項目が若干異なっている。質問内容は、教員の授業改善により資すること

を目的として 2012年度前期に改訂した。 

必修法律基本科目では授業の理解度、学修の進捗状況について、より詳細に

情報を収集できるようにした。 
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なお、2016 年度の授業評価アンケートの回収率（必修科目の平均）は、前期

が 93.2％、後期が 92.4％である（いずれも紙ベースで実施）。 

 

（２）評価結果の活用 

ア 学期中間の授業に関する学生アンケートの活用 

学期中間の学生アンケートは、当該学期の授業運営の参考に供するため、実

施後直ちに集計され、個別に授業担当教員に届けられている。各教員は、他の

小テストやレポートの結果等と併せて、学修達成度や学生の意見・要望を把握

し、現に進行中の授業運営の改善・充実に役立てている。なお、研究科長及び

研究科長補佐がアンケートの結果を確認し、緊急対応や全体的対応の必要があ

る場合は、関係する委員会及び教員と協議して具体的対応を検討・実施するこ

ととしている。 

なお、この中間アンケートの実施時期までに、前年度や前学期の期末アンケ

ート結果に基づく教員の授業改善方針等が公表されるので、学生は、その方針

を見て、意見を述べることもある。これによって、授業改善の方針が翌学期に

実施されているかどうかが、中間アンケートを通じて学生の視点からチェック

されることになる。 

 

イ 学修環境等に関する学生アンケート（オピニオン・アンケート）の活用 

授業のみならず学修環境全般（施設・設備・学修支援・事務体制等）に関す

る学生からの意見や要望が「Ｃ plus」を通じて提出される。これらの指摘を項

目別に集計し、関連部署に伝達して回答を求め、その内容を冊子体の授業評価

アンケート結果に添付して公開している。また、中間アンケートと同様、研究

科長及び研究科長補佐がアンケート結果を確認し、緊急対応や全体的対応の必

要がある場合は、関係する委員会及び教員と協議して具体的対応を検討するこ

ととしている。 

なお、機器の故障や不具合等緊急性が高いものについては、オピニオン・ア

ンケートとは別に、法科大学院事務課の窓口に申し出るように促している。 

 

ウ 学期末の授業評価アンケートの活用 

学期末の授業評価アンケートは、実施後直ちに集計され、授業担当の各教員

に対して個別に知らされる。また、教員別に、アンケート結果に対するコメン

トと授業改善方針等の回答を寄せてもらい、これらは、全教員及び学生に開示

される。さらに、学期末の授業評価アンケートの集計結果は、全教員が閲覧す

ることができ、科目毎や分野毎の授業運営に関する協議の重要な資料となって

いる。アンケートの集計結果は、次期の授業担当者、講義要項の内容、授業方

法等を検討する際に、授業運営の組織的な改善・充実を図る手掛かりになって
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いる。 

他方、学生には次年度や次学期の中間アンケート実施時期に、自由記述欄も

含め期末アンケート結果に教員の授業改善方針等を付して、学内で冊子体にて

公開している。 

なお、中間アンケートと同様、研究科長及び研究科長補佐がアンケートの結

果を確認し、緊急対応や全体的対応の必要がある場合は、関係する委員会及び

教員と協議して具体的対応を検討することとしている。 

特に 2016年度には、オピニオン・アンケート及び授業評価アンケートの公開

場所と公開時期について改善を求める意見があったため、ＦＤ委員会で検討の

結果、次の通り対応することにした。 

＊公開場所：従前は学生自習室前にて公開していたが、学生から、人が集ま

ってうるさくなるとの意見があったため、学修環境保全の観点から、教室

棟以外の各階エレベーターホールで公開することとした。 

 ＊公開期間：学生から、授業履修登録期間に、前年度同期実施の授業評価ア

ンケート結果を参考にしたいとの意見があっため、各期の教材配付日から

履修登録期限まで同アンケートを再公開することとした。 

 

（３）アンケート調査以外の方法 

特になし。 

    

（４）特に力を入れている取り組み 

アンケート集計結果は、履修者が少人数である科目を除き、毎学期レーダー

チャートを作成し、一覧性・客観性を確保している。 

    

（５）その他 

2012 年度からベスト・ティーチャー賞の選考方法を変え、授業評価アンケー

トに基づくＦＤ委員会による選考から、修了見込者の投票による選考とした。

これは、学期毎・学年毎の短期間の印象による授業評価ではなく、法科大学院

の学修を修了した学生に「良い授業」「良い教員」とは何であるかを評価させ、

その理由も明らかにさせることでＦＤ活動に学生を取り込み、その結果を学

生・教員が共有することによって、よりよい法学教育について考える契機とす

るためである。2016年度には、修了見込者 206名中 61名、延べ 157 の投票があ

り、得票上位３名の教員を修了式後の教員と修了生との懇親会で顕彰した。あ

わせて、その結果は、教員、修了生及び学生に本学法科大学院 Web サイト等で

公表した 26。 

                                                   
26
本法科大学院 Webサイト「学生による授業評価と学修環境アンケート」

http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/rating/best_teach/ 
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２ 点検・評価 

中間アンケート、学期末アンケート、オピニオン・アンケート等によって、

学生からの意見や要望を把握する複数のチャンネルが確保されている。また、

これらの方法によって得られた情報は適切に整理され、教員及び学生に開示さ

れ、次学期以降の授業改善に反映されると共に、必要に応じて新たな対応策が

講じられている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

学生及び教員が、学生による「授業評価」の意義を共有し、それが真に望ま

しい法学教育に資するようなツールになるよう、努力を続ける。 
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第５分野 カリキュラム 

５－１ 科目構成（１）<科目設定・バランス> 

 

（評価基準）授業科目が法律基本科目、法律実務基礎科目、基礎法学・隣接科

目、展開・先端科目のすべてにわたって設定され、学生の履修が

各科目のいずれかに過度に偏ることのないように配慮されている

こと。 

（注） 

① 「学生の履修が各科目のいずれかに過度に偏ることのないように配

慮」するとは、必修や選択必修の構成、開設科目のコマ組みや履修指

導等で、バランスよく履修させるための取り組みを実施することをい

う。具体的には、修了までに「法律実務基礎科目のみで 10単位以上」、

「基礎法学・隣接科目のみで４単位以上」、かつ「法律実務基礎科目、

基礎法学・隣接科目及び展開・先端科目の合計で 33単位以上」が履修

されるように、カリキュラムや単位配分等が工夫されていることをい

う。 

 

１ 現状 

（１）開設科目 

本法科大学院における 2016年度の開設科目は、以下の通りである。なお、各

科目群において開設された具体的な科目名称は、2016 年度講義要項に記載され

ている。 

 

2016年度未修入学者 

 開設 

科目数 
単位数 

うち必修 

科目数 

うち必修 

単位数 

法律基本科目群 30 66 25 60 

実務基礎科目群 10 14 6～ 10 

基礎法学・外国法科目群 15 26 3～ 6 

展開・先端科目群 73 144 9～ 17 
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2016年度既修入学者 

 開設 

科目数 
単位数 

うち必修 

科目数 

うち必修 

単位数 

法律基本科目群 15 31 13 29 

実務基礎科目群 9 13 6～ 10 

基礎法学・外国法科目群 15 26 3～ 6 

展開・先端科目群 73 144 9～ 17 

    ［注］ 上記「必修」には選択必修を含む。 

 

（２）履修ルール 

本法科大学院のカリキュラムについて 

2016 年度入学者については、修了に必要な最低履修単位 94 単位中、「実務基

礎科目群で 10単位以上」、「基礎法学・外国法科目群で６単位以上」、「展開・先

端科目群（演習・研究特論を含む）で 17単位以上」の計 33単位以上と、「各科

目群の修了に必要な単位数」に加え１単位を取得することで修了の要件として

いる。したがって、上述のように「法律実務基礎科目のみで 10単位以上」、「基

礎法学・隣接科目のみで４単位以上」、かつ「法律実務基礎科目・基礎法学・隣

接科目及び展開・先端科目の合計で 33単位以上」という基準は満たしている(既

修入学者は、入学時における法律基本科目群 31単位の一括認定分を含む)1。 

全カリキュラムに対して、学生の履修が特定の科目群に過度に偏ることのな

いように配慮しており、学生の実際の履修状況も偏りのないものとなっている。

また、各科目の配当学期や時間割の面で、学生が現実に多様な科目を無理なく

履修できるようにコマ組みを行っている。 

また、休講に対する補講が厳格に実施されているため、継続的な補習への参

加が義務づけられているということはない。 

    

  

                                                   
1履修要項 2016 p.4 
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（３）学生の履修状況 

2015年度３月（2016年３月）修了生の履修 

 法学未修者コース 

（2013年度法学未修者） 

法学既修者コース 

（2014年度法学既修者） 

法律基本科目群 62.31 28.12 

実務基礎科目群 10.19 10.22 

基礎法学・外国法科目群 6.06 6.11 

展開・先端科目群 20.34 20.7 

４科目群の合計 98.91 65.15 

 

（４）特に力を入れている取り組み 

従来から法学未修者教育の充実が法科大学院の重要な課題とされてきており、

本法科大学院においてもこの点につき教授会及びカリキュラム・進級判定検討

委員会等で議論を重ねた結果、2011年度のカリキュラム改正で、「生活紛争と法」

の配置を展開・先端科目群から法律基本科目群総合系へと変更し、あわせて法

律基本科目群に事例分析の基礎力を養成する科目（「基礎事案研究」）を総合系

において、「刑法Ⅱ」を刑事系において１年次開講科目として新たに設けた。ま

た、2013年度のカリキュラム改正で１年次の「行政活動の法的統制」を廃止し、

新たに２年次に「行政法基礎」を設けた。さらに、2015 年度のカリキュラム改

正で２年次に法律文書作成能力の向上を目的とした「中級事案研究」を設け、

2016年度においてはこれを必修科目とした。 

    

（５）その他 

各期の冒頭において、履修指導のオリエンテーションを行い、法律基本科目

群の各系、基礎法学・外国法科目群、展開・先端科目群の各分野の教員が参加

するオリエンテーションを行っている。また、科目によっては前・後期の双方

に同一科目を開講し、履修者数の適正化を図ると共に、学生が履修しやすいよ

うに時間割を組んでいる。 

 

２ 点検・評価 

 本法科大学院の授業科目は、法律基本科目群、実務基礎科目群、基礎法学・

外国法科目群及び展開・先端科目群の４つの科目群全てにわたり開講され、学

生のキャリア・プランに配慮した多彩で豊富な展開・先端科目も開講されてい

る。また、学生の履修が特定の科目群に過度に偏ることのないよう配慮しつつ、

法学未修者教育を改善するためのカリキュラム改正をするなどしてきた。した

がって、認証評価基準で求められている水準を十分に満たしているものと考え

る。 
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３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

上述の通り、法律基本科目の充実、特に未修入学者の基礎学力の向上を図るた

めに、2011年度から新カリキュラムを導入し、また 2013年度からは実際の入学

者における学修歴や各法律科目にかかる習熟レベルに応じた改革を行い、さら

に 2015年度からは法律文書作成を通じた基礎力の醸成を狙いとする科目の導入

や効率性向上の観点から既存科目の一部組換えをする等のカリキュラム変更を

した。今後はこれら新カリキュラムによる教育効果を見極めつつ、また、既修

入学者の基礎学力の向上をも図るとの観点から、新規導入科目の内容修正を含

め、さらなる改善の余地がないのかを精査していく予定である。 
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５－２ 科目構成（２）<科目の体系性> 

 

（評価基準）授業科目が適切な体系で開設されていること。 

（注） 

① 「適切な体系」とは、当該法科大学院で養成しようとする法曹に必

要なスキルやマインドを修得できる内容の科目が、効果的に学習でき

るように配置されていることをいう。 

 

１ 現状 

（１）科目開設の体系性 

ア 体系性に関する考え方、工夫 

本法科大学院では、設立当初より、学生が最低限修得すべき内容を踏まえた

授業科目全体の体系性を確保しうるカリキュラムを提供するように配慮してき

た。すなわち、１年次には、主に、憲法、行政法（2013 年度から２年次の履修

科目に変更）、民法、商法、民事訴訟法、刑法及び刑事訴訟法の基礎的知識を身

につける授業、２年次には、主に、それぞれの法律分野で実際の事例を分析す

る基礎的応用力の養成の授業、そして３年次には複数の法律をまたぐような総

合力を養成する授業と共に、先端領域に関する様々な分野の授業を提供してい

る。 

また、同じ学年、同じ法律の授業でも、主として前半に基本的な分野を配置

するように努めている。 

さらに、2011年度から学生の履修効果を高めるための独自の取り組みとして、

１年次の法律基本科目群に「刑法Ⅱ」を新設し、「生活紛争と法」を展開・先端

科目群から法律基本科目群に移動した。 

「刑法Ⅱ」は、１年次前期に「刑法Ⅰ」を履修後、１年次後期に刑法関連の

科目を開講していなかったため、２年次の「刑事法総合Ⅰ」へのブリッジ科目

として、「刑法Ⅰ」の知識・思考力・応用力を具体的な事例問題を通じて補強し、

深めることを目的としている。「生活紛争と法」は、１年次前期の導入段階で、

「民事法分野」については、模擬民事調停・判決書起案等ワークショップを行

い、「刑事法分野」については、裁判員裁判ワークショップによる刑事事件の事

例分析を行い、もって２年次の「民事訴訟実務の基礎」、「刑事訴訟実務の基礎」

へのブリッジ科目とし、理論と実務をつなぐことに資することとした。 

これらの取り組みについては、教務委員会やカリキュラム・進級制度検討委

員会において、継続的に検討・検証を行っている。 

 

イ 関連科目の調整等 

全般的に、隣接する各法律分野の教員相互間で科目間の重複や脱落のチェッ

クを行い、内容の調整を適宜行っている。例えば、１年次配当の「民法Ⅰ・Ⅱ」
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は不法行為を除く財産法の分野をカバーすることになっているが、あらかじめ

取り上げる領域について各担当教員が協議をするのみならず、その後の授業の

進行についても適宜情報交換をして、無駄のない効率的な授業運営をすべく努

力している。2011 年４月のカリキュラム改正においては、憲法と行政法をまた

ぐ公法系の必修科目（「公法総合Ⅰ～Ⅲ」）について、効率的な授業展開のため

に各科目の領域を再構成することとした。また、2013 年４月のカリキュラム改

正では、とりわけ入学者の学修到達の度合いに照らして、行政法分野において、

科目の新規開講・閉講及び配当年次の変更をし、より学修効果の見込めるカリ

キュラムになるよう工夫している。 

［2011年４月のカリキュラム改正の変更点］ 

旧カリキュラムでは、「公法総合Ⅰ」(２単位)行政法分野、「公法総合Ⅱ」(２

単位)憲法と行政法の融合、「公法総合Ⅲ」(２単位)憲法となっていたところ、

改正カリキュラムでは、「公法総合Ⅰ」(２単位)行政法分野、「公法総合Ⅱ」(２

単位)行政法分野、「公法総合Ⅲ」(３単位)憲法分野と改め、取り扱う分野と単

位数を変更した。 

［2013年４月のカリキュラム改正の変更点］ 

１年次「行政活動の法的統制」(２単位)を閉講し、２年次「行政法基礎」(１

単位)を開講することとした。３年次に「行政法応用」(１単位：選択必修)を開

講した。「公法総合Ⅱ」の配当年次を２年次から３年次に変更した。 

［2015年４月のカリキュラム改正の変更点］ 

３年次「実務行政訴訟Ⅰ（基礎）」（２単位）、「実務行政訴訟Ⅱ（応用）」（２

単位）と「行政法応用」（１単位）の設置趣旨が一部重複することから、「実務

行政訴訟Ⅰ・Ⅱ」を一本化し、「実務行政訴訟」（２単位）として開講すること

とした。 

２年次「国際法総論」（２単位）を閉講し、国際関係法（公法系）の内容につ

いてより確実な理解を深めるために「国際法総論」に代えて「国際法Ⅰ（基礎）」

（２単位）と「国際法Ⅱ（応用）」（２単位）の２科目を開講することとした。 

 

（２）科目開設の適切性 

 法曹像等との適合性 

本法科大学院のカリキュラムにおいては、本法科大学院が養成する法曹像に

対応した６つの科目履修プラン(履修モデル)2を学生に提示し、各年次の到達目

標及び各年次において履修すべき基本科目にも配慮して、いずれのコースを選

択しても体系的・効果的に履修ができるように科目を配置している。なお、「科

目履修プラン(履修モデル)」はいずれか１つを選びそれに沿った履修を行わな

ければならないというものではなく、学生の指針となる「モデル」という位置

づけである。学生は各自の関心や目標とする法曹像を意識して現在の履修科目

                                                   
2履修要項 2016 pp.22-27 
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を選択している際に、このモデルが参考となっている。また、履修指導の指針

にもなっている。 

 

（３）特に力を入れている取り組み 

本法科大学院が養成する６つの法曹像に対応したカリキュラム・科目履修プ

ラン(履修モデル)を提供し、学生がどの科目履修プラン(履修モデル)を選択し

ても体系的・効果的に履修ができるように科目を配置している。 

 

（４）その他 

 カリキュラム・進級制度検討委員会の委員は、各科目担任者会議における主

任又は副主任により構成されており、カリキュラム・進級制度検討委員会、教

務委員会及び各科目担任者会議が共働して課題に対応している。 

 

２ 点検・評価 

本法科大学院では、学生が最低限修得すべき内容が授業科目において提供さ

れており、授業実施時間帯や開講学期の面で学生が現実に履修できるように各

科目のコマ組みがされている。配当学期やコマ位置は、とりわけ２年次及び３

年次において必修科目と展開・先端科目群の科目間において重複がないように

注意を払っている。また、科目によって基礎・応用を段階的に履修することが

望ましい科目（例えば、「労働法Ⅰ（基礎）」、「労働法Ⅱ（応用）」）については、

前期・後期に各科目を開講するようにしている。 

さらに、各法律分野の教員において科目間の重複や脱落のチェックも十分に

行い、本法科大学院が養成する法曹像に対応した履修モデルを学生に提示し、

各年次の到達目標及び各年次において履修すべき基本科目にも配慮して、３年

次の展開・先端科目群には、将来のキャリアを見すえた履修が可能となるよう、

より専門的でかつ先端的な内容の科目を数多く設置して、学生のニーズに応え

ている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

教務委員会及びカリキュラム・進級制度検討委員会において、近時の学生の

傾向を把握しつつ、学修効果をより一層高められるような新カリキュラムの策

定を検討していく。
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５－３ 科目構成（３）<法曹倫理の開設> 

 

（評価基準）法曹倫理を必修科目として開設していること。 

（注） 

① 「法曹倫理」とは、法曹として職務を遂行するに当たり遵守すべき

真実義務、誠実義務及び守秘義務等の倫理原則の理解、及び裁判官、検

察官、弁護士としての職務を遂行するに当たり要求される高い倫理観の

涵養を目的とする科目をいう。 

 

１ 現状 

（１）法曹倫理を教育内容とする科目の設置状況 

本法科大学院では、法曹倫理を重視し、２年次の必修科目（２単位）として

「法曹倫理」という科目を開設 3、4し、法曹に求められる倫理と行為規範を修得

させている。学生は、前期又は後期のいずれかに他の必修科目と同様にクラス

指定にて履修する。第１週から第 12週までの弁護士倫理は２名の弁護士教員が

オムニバス形式で行い、第 13 週、第 14 週の検察官、裁判官における倫理は現

職の検察官・裁判官である派遣教員がゲストスピーカーとして登壇して授業を

行っている。 

 

（２）特に力を入れている取り組み 

 近い将来法曹となるべき学生は、法曹倫理を単なる知識として修得するだけ

でなく、現実の実務において適切な問題意識を持ちうる感覚まで体得する必要

がある。そのため、この授業においてはあらかじめ課題として提示した具体的

な設例について検討・議論をさせると共に、各担当教員が自身の経験を語るな

どして、学生に法曹倫理を我が身に置き換えて考える姿勢を求めている。経験

の異なる複数の弁護士教員がオムニバス形式で弁護士倫理の授業を担当し、裁

判官・検察官の倫理に関する授業を現職の裁判官・検察官がゲストスピーカー

として担当しているのも、このような理由からである。 

 

（３）その他 

 特になし 

 

２ 点検・評価 

本法科大学院において「法曹倫理」の授業を担当する弁護士教員は、いずれ

も司法研修所教官及び弁護士会での関連委員会の委員等の経歴を持ち、30 年以

上の実務経験を有する教員である。裁判官・検察官の倫理の授業を担当する裁

                                                   
3履修要項 2016 p.2,15 
4講義要項 2016 p.86 
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判官・検察官の教員と共に、依頼者との関係、相手方や他の弁護士との関係、

法廷における弁護士倫理、企業内弁護士に固有の弁護士倫理、広告、刑事弁護、

裁判官の倫理、検察官の倫理などについて、具体的な事例を素材として法曹倫

理の基本を習得させることを目標としており、必修としているだけでなく充実

した教育体制を取っている。 

 

３ 自己評定 

合 

 

４ 改善計画 

「法曹倫理」は新たなタイプの科目であり、そのあるべき教育内容については、 

本法科大学院において一定の経験と蓄積があるものと自負するが、引き続き、

弁護士会、裁判所、法務省、他の法科大学院等との間で協議や意見交換をして

いくことにより、内容のより一層の向上に努めていきたい。
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５－４ 履修（１）<履修選択指導等> 

 

（評価基準）学生が履修科目の選択を適切に行うことができるようにするため

の取り組みがなされていること。 

 

１ 現状 

（１）履修選択指導についての考え方 

本法科大学院が養成しようとする法曹像には主に６つがあるが、基本的には、

学生にはこれらの法曹像・最終的な目標に到達するに適した科目を履修するよ

うに指導している。１年次及び２年次の必修科目についてはいずれの分野に進

むにせよすべての基本として履修しなければならないが、それと共に、例えば

ビジネス・ローヤーを志すのであれば、２年次の後半からは経済、金融、倒産

手続に関わる先端科目を率先して履修するように促している。もっとも、どの

領域に進むにせよ、幅広い視野が法曹には不可欠であり、専門から少し離れた

科目も余裕のある限りで選択するのが望ましいことも付言している。 

本法科大学院における履修指導の概要は次の通りである。まず、本法科大学

院が養成する法曹像及び各分野の法曹を目指すための「科目履修プラン（履修

モデル）」を受験者用「ガイドブック」5 で明示し、また、入学者用履修要項 に

おいても、履修指導の目安として上述「科目履修プラン(履修モデル)」6を示し

ている。法学未修者については、入学段階で、適切な科目の履修選択の重要性

について注意を喚起することはもとより、法学未修者が２年次に進学した際の

履修開始時に、また法学既修者コース入学者の入学年度の２年次配当科目の履

修開始時にオリエンテーションを開いて、志望する法曹像やキャリア・デザイ

ンに意を用いた学修指導を行っている。さらに各学期の履修登録の時期には、

一般的な学修相談会を開催すると共に、「基礎演習」、「テーマ演習」、「研究特論」

などについて各教員による個別学修相談の機会を設けており、科目履修の指導

を行っている。 

    

（２）学生に対する指導や働きかけ等の工夫 

ア オリエンテーション、ガイダンス等 

新入生（法学未修者１年次及び法学既修者２年次）に対しては、入学前ガイ

ダンスとして、11 月初旬に入学前説明会を実施し、カリキュラムや履修全般の

説明と共に、各授業担当者から科目の説明と４月までの予習指示をしている。

また、直近の司法試験に合格した修了生や実務講師にも本説明会に参加しても

らい、入学予定者に対して本人の実体験を語ってもらったり入学予定者との個

別相談に応じることで履修選択の機会を設けている。 

                                                   
5Chuo Law School Guide Book 2017 pp.16-17 
6履修要項 2016 pp.8-13,22-27 
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前期・後期の学期初めに、オリエンテーション期間を設けて、各科目・科目

群毎の説明を実施している。 

特に１年次（法学未修者）対象の「法情報調査」は、入学直後の短期集中で、

制定法、判決、文献、資料等を適切に発見するための背景知識の獲得とデータ

ベースの操作等による具体的な作業方法の双方を修得させている。 

 

イ 個別の学生に対する履修選択指導 

学生への配付資料として、「講義要項」7（冊子媒体・「Ｃ plus」内の電子媒体）、

「選択科目履修の手引」が挙げられる。また、「基礎演習」・「テーマ演習」・「研

究特論」については、授業実施前の期間に「事前相談」・「事前面談」の日時が

設定され、学生は履修を検討している科目の担当教員へ直接相談することがで

きる。 

 

ウ 情報提供 

まず、本法科大学院が養成する法曹像及び各分野の法曹を目指すための「科

目履修プラン（履修モデル）」を受験者用「ガイドブック」で明示し、入学者用

履修要項においても、上述「科目履修プラン(履修モデル)」を示している。 

また、進路に関する講演会を開催することで、将来の法曹像やキャリア・プ

ランを意識させるような機会を提供している。 

[直近３年間の主な開催一覧] 

2016年５月 16日：法科大学院生の就職活動について 

2016年５月 17日：法曹界の現状と若手弁護士の実情 

2016年５月 18日：国家公務員の仕事とその魅力 

2015年４月 14日：公設事務所と区役所の福祉事業の連携の事例について 

2014年４月４日 ：法科大学院修了生のリアル 

2013年４月４日 ：就職動向に関する講演会  

 

エ その他 

とりわけ実務基礎科目（「リーガル・クリニック」、「模擬裁判」、「法文書作成」

及び「ローヤリング」）においては、一定の履修者数による授業実施が望ましい

科目であるため、各クラスに上限・下限の定員を設けるなどして、より学修効

果が高まるような履修選択指導 8をしている。なお、「模擬裁判」においては履

修選択時に一定の履修者数未満である場合は、授業実施が困難であるため、そ

のクラスを未開講として、別の曜日・時限のクラスの授業を希望する学生には

履修変更をしたケースもあった。なお、他に、履修者数が少ないという理由で

未開講とした科目はなく、履修者数が１名であっても授業を行っている。 

                                                   
7講義要項 2016 
8履修要項 2016 p.6,20 
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（３）結果とその検証 

ア 学生の履修科目選択の状況 

本法科大学院が提示する６つの法曹像との関連としては、司法試験の選択科

目について学生が本法科大学院では２年次後半ないし３年次でいかなる履修選

択をしているのかがポイントとなるが、租税法、労働法、倒産法、経済法、環

境法、知的財産法、国際私法及び国際公法のそれぞれについて、毎年一定程度

の履修者がおり、様々な法曹像の可能性を意識させる履修指導の効果が現れて

いる。また、「法哲学」、「比較契約法」、「比較法文化論」など、実定法科目以外

の科目でも多くの履修者が存在するなど、法曹としての幅広い視野の重要性を

認識した履修選択の動向も見られ、履修指導の趣旨にかなう学生の履修選択は

おおむねなされている。 

 

イ 検証等 

各学期に履修登録が完了すると、直ちに各科目の履修者数を集計して記録に

残し教授会に提出している。数年間のデータに基づき履修者数に偏りがないか

に注意を払い、学生の授業アンケートなども参考にし、一定程度の偏りがみら

れる場合には、その原因が、履修指導における当該科目の紹介の仕方にあるの

か、あるいは授業運営の方法に問題があるのかなどを科目担任者会議で検討す

るようにしている。 

これまでの検討の結果、開講クラスの増設や担当教員の増員を実施したこと

があり、今後も開講科目履修申請結果をもとに必要な対応を想定している。 

 

（４）特に力を入れている取り組み 

 科目の特殊性に応じて各学期のオリエンテーション期間にガイダンスを実施

することで、学生が本法科大学院において効率的に履修選択できること、また、

本法科大学院がめざしている６つの法曹像に即した法曹を輩出することを目指

している。例えば以下の点があげられる。 

 

ア 実習科目において 

「エクスターンシップ」、「リーガル・クリニック」及び「ローヤリング」で

は、オリエンテーション期間に授業担当教員から授業内容のみならず、これら

の科目を履修することで将来法曹として必要などのような知識やマインドを修

得することができるかという点まで説明をしている。 

 

イ 選択科目について 

 司法試験論文式試験の選択科目（租税法、労働法、倒産法、経済法、環境法、

知的財産法、国際私法及び国際公法）については、「選択科目ガイダンス」を実
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施して配付資料と共に、該当分野の教員からの説明時間を設けることで、２年

次・３年次における該当分野及びその隣接する分野について体系的な履修選択

を可能とする機会となっている。 

 

ウ １年次において 

１年次前期の４月～５月に短期集中で開講される「法情報調査」については、

法学未修者を対象として入学直後の段階で開講し、他の科目学修の前提として

必要な法情報調査の方法を講じ実習を行う意味合いを含めて、オリエンテーシ

ョン期間のガイダンスで周知を図っている。 

 

（５）その他 

 特になし 

 

２ 点検・評価 

本法科大学院では、学生募集の段階から、養成する法曹像及び科目履修プラ

ンにつき一貫した方針を示し、学生の入学後もオリエンテーション期間を中心

として適切かつ明確な履修指導を行っている。このことは、学生の履修選択と

いう側面のみならず、各授業科目における教材作成や授業運営、試験の実施・

成績評価等の全般にわたり、体系的な教育の提示とその実践という意味で好ま

しい影響を及ぼしていると思われる。 

他方において、自己のキャリア・デザインへの考慮だけでなく、司法試験に

過度に影響された履修選択行動をとる者もなくはない。こうしたことに対して

は、司法試験の動向、司法研修所と法科大学院の役割分担及びそれに伴う授業

内容の見直しなどとも関連して、今後の課題として認識し、適切な履修指導の

強化を図るべきものと考えられる。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

学生に対する適切な履修選択の指導は、学生にとって履修しやすいカリキュ

ラム及び時間割編成による裏付けを必要としている。一部において、自己のキ

ャリア・デザインに合わせた科目を履修しようとしても、各年次の半期（前期

又は後期）での履修においては、時間割編成上、困難であるとの声もあるが、

２年次・３年次という２年間（４学期）という長期的な期間においては、各学

生のニーズに合った履修選択ができるように、本法科大学院として授業編成時

の科目担任者会議等において最大限の配慮をしている。この点は、学生の履修

動向を充分に把握し、さらに学生のニーズにあった開講形態を近づけることに
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より対応するようにしたい。例えば、科目によっては設置の曜日・時限を毎年

固定して学生への周知を図り、学生が在学期間を通じて円滑に必要な科目を履

修できる目安を提供するといった措置を採ることも検討に値する。 

過去の認証評価では、大規模校のため個々の学生に対するきめ細かな指導と

いう面での改善工夫の余地があるとの指摘がなされたが、この点、多くの履修

指導機会を設けると共に、学生の先輩にあたる実務講師を多数採用して授業の

フォローアップに従事してもらうことにより、全国最大規模の法科大学院でも、

むしろ充実した履修指導を展開している。この点はさらに継続しつつ充実を図

りたい。 
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５－５ 履修（２）<履修登録の上限> 

 

（評価基準）履修科目として登録することのできる単位数の上限が年間 36単位

を標準とするものであること。 

（注） 

① 修了年度の年次は 44単位を上限とすることができる。 

 

１ 現状 

（１）各学年の履修科目登録の上限単位数 

授業時間は 50 分とし、週１回(50 分)×15 回＝750 分（12.5 時間）で１単位

としている。 

履修科目登録の上限単位数については、年次毎に上限を設定している。定員

がある科目については法科大学院事務課の担当者が、その他の科目については

学生が「Ｃ plus」にて履修登録している。「Ｃ plus」には、入学年度毎に履修

科目登録ルールが設定されているので、登録ルールは遵守される仕組みになっ

ている。 

上限単位数は、１年次が 37単位、２年次が 36単位、３年次が 42単位となっ

ている。 

１年次において 36単位を超えて履修を認めている点は、法学未修者に対する

教育を充実させる見地から、2011 年４月のカリキュラム改正時に法律基本科目

群必修科目の履修単位数３単位分（１年次前期に「生活紛争と法」２単位、１

年次後期に「刑法Ⅱ」１単位）を増加したことによる。 

増加した目的として、「生活紛争と法」２単位は、１年次前期の導入段階で、

「民事法分野」においては、模擬民事調停・判決書起案等ワークショップ、「刑

事法分野」においては、裁判員裁判ワークショップによる刑事事件の事例分析

をそれぞれ行い、総合系科目として、２年次の「民事訴訟実務の基礎」、「刑事

訴訟実務の基礎」へのブリッジ科目と位置づけ、理論と実務をつなぐことがあ

げられる。 

「刑法Ⅱ」は、１年次前期に「刑法Ⅰ」を履修後、従前は１年次後期に刑法

関連の科目を開講していなかったため、２年次の「刑事法総合Ⅰ」へのブリッ

ジ科目と位置づけ、「刑法Ⅰ」の知識・思考力・応用力を具体的な事例問題を通

じて補強し、深めることを目的としている。 

これらの増加分は、学生の基礎学力向上のサポート、２年次の学修への橋渡

しとしての意味が強く、その自修の妨げになるようなものではないし、36 単位

を基準とした趣旨を没却させるものでもない。 

 

（２）無単位科目等 

設定されていない。 
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（３）補習 

実施していない。 

 

（４）特に力を入れている取り組み 

全学生に対して自習席を１席ずつ確保して、予習・復習の便宜を図っている。

また、自主ゼミ用のゼミ室を提供することで、学生の自学自修を積極的に支援

している。 

 

（５）その他 

過去の認証評価において、２年次の履修上限につき、「専門職大学院に関し必

要な事項について定める件」（平成 15年文部科学省告示 53号）第７条で標準と

される 36単位を超えることに合理的な理由があるかどうか十分に検討する必要

がある旨、指摘を受けた。本法科大学院ではこの指摘を踏まえて、2011 年４月

のカリキュラム改正時において２年次の最高履修可能単位数を 36 単位とした。

ただし、長期休暇期間を利用して実施し、直ちに通常の学期中の授業の予習・

復習を圧迫することはなく、また、本法科大学院の教育理念と直結する重要な

科目であり、かつ、多数の学生が履修しているという実態に合わせて、２年次

に「エクスターンシップ」又は「Study Abroad Program Ⅰ・Ⅱ」(海外研修プ

ログラム)を履修する場合のみ、２年次の年次別最高履修単位(36単位)に例外的

に２単位まで上乗せすることとした 9。 

 

２ 点検・評価 

上述の通り登録可能な履修科目の上限を設定することにより、学生が個々の

科目に十分な力と時間を注いで学修することができるような履修スケジュール

となっているものと考える。現在のところ、１年次における履修単位の上限が

基準を１単位上回っていることにより、学生の自修の妨げとなっているという

状況はない。 

 

３ 自己評定 

合 

 

４ 改善計画 

年次別最高履修単位については、「専門職大学院に関し必要な事項について定

める件」（平成 15年文部科学省告示 53号）第７条に即したものとなっていると

考える。  

                                                   
9履修要項 2016 p.4,18 
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第６分野 授業 

 

６－１－１ 授業（１）〈授業計画・準備〉 

 

（評価基準）開設科目が効果的に履修できるよう、授業の計画・準備が適切に

なされていること。 

（注） 

① 「授業の計画・準備が適切になされ」ているとは、法科大学院の学

生が最低限修得すべき内容を踏まえ、科目の特性等に応じて、授業の

計画の設定・開示及び授業準備が適切になされていることをいう。 

 

１ 現状 

（１）授業計画・準備 

本法科大学院では、教員に対し、授業計画・到達目標・成績評価の基準等を

詳細に明示した講義要項の提出を要求している。その旨が記載された講義要項

及び履修要項は、毎年３月末（新入生は４月）のガイダンスにおいて学生に配

付し、周知を図っている。 

前後期の初めには、各学年とも、クラス・ミーティングと学修ガイダンスを

実施し、重ねて授業計画等の周知を図っている。 

授業は講義要項の内容にできるだけ忠実に実施するように努めている。講義

要項とは異なった内容を扱わざるをえなくなった場合には、後述の通り、直ち

に「Ｃ plus」を通じて学生に通知している。 

 

（２）教材・参考図書 

講義要項に記載されている教材や参考図書に加えて、各授業担当者間で調整

の上オリジナル教材を作成し、適宜履修者に配付している。 

 

（３）教育支援システム 

全教員・職員・学生に対して「Ｃ plus」のログインＩＤ・パスワードを利用

マニュアル 1、2と共に配付し、必要に応じて教育研究支援室にて利用方法のサポ

ートをしている。「Ｃ plus」を通じて、担当教員は履修学生に対して予習を指

示し、教材を配付し、提出レポートを受け付け、添削済みレポートを返却する

などができる。また、「Ｃ plus」を通じて教員と学生間で意見交換等を行うこ

ともできる。 

 

（４）予習指示等 

                                                   
1Ｃ plus操作ガイド〈教員〉 
2Ｃ plus操作ガイド〈学生〉 
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授業で使用するレジュメ等は、概ね１週間前までには、「Ｃ plus」を通じて、

または手渡しで学生に配付される。学生は、講義要項に示された各回授業の概

要と事前に配付された教材・資料等により、各回において自分が修得しなけれ

ばならない内容を十分に認識することができる。 

予習・復習の指示は、講義要項の授業計画に示されると共に、必要に応じて、

授業内での指示または「Ｃ plus」を通じて、学生に通知される。また、あらか

じめ提出した講義要項の内容を改定する必要が生じた場合（例えば、重要な法

律の改正、判例の変更、指定したテキストの新版が発行された等）には、直ち

に「Ｃ plus」を通じて学生に周知を図っている。学生は「Ｃ plus」を通じて

各科目の教材・資料等にアクセスすることもできる。 

 

２ 点検・評価 

本法科大学院における授業では、講義要項や教材・資料等を通じて、その内

容を学生に対して事前に周知徹底しており、学生は事前の予習指示を受けて十

分に準備をすることが可能となっている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

入学者の学力レベルの変動を注視しつつ、教材や予習指示等のあり方につい

て不断の検討を続けていきたい。 
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６－１－２ 授業（２）〈授業の実施〉 

 

（評価基準）開設科目が効果的に履修できるよう、適切な態様・方法で授業が

実施されていること。 

（注） 

② 「適切な態様・方法で授業が実施されている」とは、当該科目の授

業担当能力のある教員により、法科大学院の学生が最低限修得すべき

内容を踏まえ、開設科目の効果的な履修に向け、具体的予習指示、授

業の仕方、授業後のフォローアップ等に創意工夫や努力がなされてい

ることをいう。特に、学生が十分な予習を効率的に行うことができる

ように的確な指示や指導を行うことが必要である。また、授業の仕方

については、授業の中での双方向・多方向の議論をするといった法的

議論能力等の養成が可能となる工夫が必要である。 

 

１ 現状 

（１）授業の実施 

ア 教育内容 

１年次配当の法律基本科目、２年次配当の法律基本科目においては、同一科

目を担当する教員間で授業の進行に合わせて意見交換を随時行い、相互の授業

間で説明内容に不均衡がないかなどを確認し合い、最終的な学期末試験の内容

や採点基準などを含めて緊密に連絡を取り合っている。 

学年を超えた各科目系（例えば、法律基本科目の民法、商法、民事訴訟法、

刑法等）においては、各年度の節目に、その担任教員で構成される会議で意見

交換を行い、毎年の学生の現状・レベルについて議論した上で、１年次の授業

内容やレベルのあり方、それと連動して２年次の授業内容やレベルをどう設定

していくべきかを検討している。 

法律基本科目と実務基礎科目、さらには展開・先端科目との関係については、

ＦＤ研究集会における意見交換で、各科目の授業の現状等の情報交換を行って

いる。 

 

イ 授業の仕方 

１年次配当の法律基本科目においては、法学未修者に条文の意味内容を一通

り理解させるために講義をすることにはなるが、ポイント毎に簡単な事例を交

えて学生に質問を投げかけ、その解答に対して教員からコメントをすると共に、

他の学生の意見も適宜述べさせるようにして、学生の考える機会を確保するよ

うに努めている。２年次以降に配当された事例分析の授業になると、本格的な

双方向の授業を展開することになるが、１つの論点についてはなるべく複数の

学生に対立する意見を述べさせた上で、結論の分かれ目となるポイントがどこ



88 
 

にあるのかを学生に考えさせるように心掛けている。 

なお、法律基本科目においては、１クラス 45名を基本とし、「基礎演習」、「テ

ーマ演習」及びその他実務基礎科目については、学修効果が高まる定員設定と

しており、適切な履修者数を確保している。 

 

ウ 学生の理解度の確認 

多くの科目では、授業期間内に１～２回の中間試験・レポートなどを実施し、

個々の学生の授業理解度を確認し、適宜学生への学修指導を行っている。なお、

中間試験においては、実施日の調整等を行い、学生に負担がかからないように

行っている。中間試験や学期末試験及びレポート等については、採点・評価や

添削済み答案を学生に対して速やかに返却することで、教員が学生の理解度を

確認すると共に、学生自身が自己の習熟度を理解することにも役立っている。 

いずれの授業も、本法科大学院の理念に従って、双方向・多方向の授業を実

施しているが、法学未修者（１年次）のクラスでは、法的思考の前提となる基

礎知識・概念・原則の修得に重点が置かれ、講義をする比率が高くなる傾向が

ある。 

 

エ 授業後のフォロー 

授業後の学生のフォローアップのための工夫としては、すべての教員がオフ

ィス・アワーを設定して質疑の機会を設けていることに加え、本法科大学院を

修了した若手弁護士を中心とした実務講師によるフォローアップの機会 3が設

けられ、学生は授業時間以外に学修アドバイスを受けることが可能な体制とな

っている。 

 

オ 出席の確認 

本法科大学院における学修は、授業に出席して双方向・多方向の授業を受け

るプロセスが重要であることに鑑み、出席を重視し、科目の時間総数の３分の

１を超えて欠席した場合には、原則として当該科目の成績を「Ｆ」評価とする

ものとしている 4、5（本法科大学院における授業欠席の取り扱い基準を定め 2007

年度から実施）。これは、履修要項 6に記載されており、学生にも周知されてい

る。このような厳格な措置を前提として、授業開始第３週の時点で、必修科目

において出欠状況の定点調査を実施し、一定回数を欠席している学生について

は、直接又は「Ｃ plus」等を通して現在の出席状況を通知し、出席を促してい

る。なお、一定の要件に該当する場合（学校保健安全法施行規則第 18条に規定

                                                   
3CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 pp.13,36-37 
4中央大学法科大学院内規集№38-1 法科大学院における授業欠席の取り扱い関する履修要項の記載につい
て 
5中央大学法科大学院内規集№38-2 厳格な出欠管理について 
6履修要項 2016 p.31 



89 
 

されている感染症 7に罹患した場合、裁判員に選出された場合 8、及び家族等の

忌引によりやむを得ず欠席する場合）には、授業への出欠回数において分子・

分母の回数から除いて欠席率を算出する措置をしている。 

教員が出席確認を適切に行うため、必修科目についてはあらかじめ履修者の

座席表を教員に配付して出席状況を目視で確認し、授業回毎に、出席確認用の

署名用履修者名簿を用意し、出席者に署名させている。選択科目については、

座席指定ではないことから全員に出席確認用の署名用履修者名簿を配付して署

名させたり、授業回毎に出席カードを配付して署名させた上提出させ、出欠を

確認している。 

 

カ 授業内の特徴的・具体的な工夫 

実務基礎科目では、ビデオ教材等を活用して現場のイメージをつかみやすく

している。ビデオ教材等については、オンデマンドでも提供し、学生の学修効

果を向上させるのに役立っている。 

 

キ 対象学年にふさわしい授業の工夫 

１年次配当の法学未修者を対象とする授業では、主要な実定法の基本的原理

と各条文・制度の基礎知識を修得させるようにしており、２年次以降ではこれ

を基礎にした事案分析能力の向上を図る授業、さらに３年次では発展的な論

点・先端分野も取り入れた総合的な授業を行ってきた。担当教員との意見交換

を通じて、毎年の学生の現状を考慮しつつ、１年次では発展的すぎる問題をと

りあげてはいないか、また、２年次以降に配当された授業における事例分析の

材料となる問題が過度に高度なものとなっていないかを毎年検討しており、そ

の都度必要に応じて教材も改正しており、授業のレベル設定は概ね穏当なもの

と考えている。 

 

（２）到達目標との関係 

「法科大学院コア・カリキュラム調査研究」グループが提示した共通的到達

目標（コア・カリキュラム）を受け、本法科大学院における法律基本科目全体

の学修の到達目標を設定すべく教務委員会で統一した方針を策定、議論を重ね

た結果、2012 年度に法律基本科目について学生が在学中に修得すべき事項を大

きく３段階に分けて「中央大学法科大学院到達目標」を作成した。授業ではこ

の「中央大学法科大学院到達目標」を意識しつつ、授業で十分検討できない事

項についても、そこに示された３段階を参考にして自学自修を進めるよう学生

に指示している。 

この３段階とは、大まかに言えば、Ａ（基本的事項）、Ｂ（重要事項）、Ｃ（発

                                                   
7中央大学法科大学院内規集№38-3 学校保健安全法施行規則 18条記載の感染症による欠席の取扱いについ
て 
8中央大学法科大学院内規集№38-4 裁判員選出に伴う欠席の取扱いについて 
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展的事項）であり、授業ではＡ及びＢの事項の大部分は扱うが、Ｃの事項は必

ずしも十分に取り上げることができないことがあり、そのような部分は学生の

自学自修に期待されることが少なくないことを「Ｃ plus」などで周知している。 

 授業外の自学自修の支援としては、実務講師によるフォローアップ体制や学

生間で実施している自主ゼミに利用するゼミ室・小教室の貸し出しを含めた学

修環境の提供を挙げることができる。 

「中央大学法科大学院到達目標」は、その適切性や現実的機能の検証を進め

ている。 

    

（３）特に力を入れている取り組み 

良質な授業の提供が第一と考えており、授業に関するあらゆる点で全力を尽

くしている。 

    

（４）その他 

特になし。 

   

２ 点検・評価 

実際になされた授業内容も事前の予告との齟齬は基本的になく、学生の考え

る力の養成のために双方向のスタイルも学生のレベルに見合った形でなされて

きた。さらに、授業後のフォローアップも、オフィス・アワーや実務講師のサ

ポートによって十分に行われており、在学中に学生が目標とすべき修得事項も

明確に定められるに至った。 

その意味で、本法科大学院の授業体制には特別の問題はないと考えている。

今後は、「中央大学法科大学院到達目標」の意義の検証と、入学する学生のレベ

ル・現状を考慮した上で授業内容を改正する必要性に留意すべきである。昨今

の法科大学院志願者減少との関係で、入学者の学力レベルが大きく変動する恐

れもあるからである。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

「中央大学法科大学院到達目標」については、その適切性や現実的機能の検

証をさらに進めている。また、入学者の学力レベルの変動には特に注視し、授

業内容やフォローアップのあり方について不断の検討を続けていきたい。 
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６－２ 理論と実務の架橋（１）〈理論と実務の架橋〉 

 

（評価基準）理論と実務との架橋を意識した授業が実施されていること。 

 

１ 現状 

（１）「理論と実務の架橋」の意義のとらえ方 

本法科大学院は、教育理念の１つとして、「日常的な法分野においても、先端

的・専門的な法分野においても、高度の法理論教育を重視しつつ、法律実務に

即した実践的教育を十分に行う」ことを掲げ、「実務を批判的に検討し発展させ

る創造的な思考力を持った法曹を養成する」ことを明らかにしている（「１－１ 

法曹像の周知」参照）。高度な法理論と創造的な法律実務を高いレベルで両立さ

せることにより、現代社会に生起する紛争に適切に対応し、社会正義の実現に

邁進できる法曹を養成することができると考えるからである。このような理論

と実務の架橋は、法科大学院教育の本質であるととらえ、原点となった司法制

度改革審議会の意見書の該当部分を全専任教員に配付するなどして、周知・徹

底を図っている。この理念は、カリキュラム、担当教員の配置及び授業実施の

各側面において、その達成が目指されている。 

    

（２）授業での展開 

１年次配当の科目のうち、実務家教員が担当する「生活紛争と法」において

は、日常生活から生じる身近な紛争事例を実務家の視点から取り上げ、法学未

修者が各法分野の理論的・体系的学修を進める上でのガイダンス的役割を担い

つつ、同時に法律実務への関心を深める契機を作っている。商法分野では、例

えば、教材として株主総会参考資料を配布し、会社法の条文と照合することを

通じて、企業実務との関わりを認識できるように工夫している。刑事法系では、

教員が判例を素材とした事例問題形式の教材を作成し、捜査・公判立証の実際

も取り上げながら、刑事実務との関わりを認識できるよう工夫されている。な

お、「基礎演習」では、公法系、民事系、刑事系について研究者教員と実務家教

員のそれぞれが理論的・実務的基礎知識の修得を目標とした授業を展開してい

る。 

２年次・３年次配当の法律基本科目（「行政法基礎」、「公法総合Ⅰ～Ⅲ」、「民

事法総合Ⅰ～Ⅳ」及び「刑事法総合Ⅰ～Ⅲ」）及び実務基礎科目は、理論と実務

を架橋することを企図した科目である。教材は、主として、判例を中心とした

長文の事例と設問であり、市販のテキストを利用する場合にも、教員が補助教

材を作成するなど、学生の理解・特性に合わせて工夫を凝らしている。例えば、

刑事法関連科目のように、研究者教員と実務家教員がオムニバス方式で授業を

実施している分野や、「リーガル・クリニック（倒産・事業再生、ＡＤＲ）」・「模

擬裁判（民事）」のように、研究者教員と実務家教員が共同担当をしている分野
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もあり、学生は理論と実務の架橋・融合を身近に感じられる環境となっている。 

さらに、2015 年後期から２年次に事例分析についての基礎的応用力を養成す

る「中級事案研究」を設けた。 

３年次配当科目の「総合事案研究」では、２年次までの理論科目と実務基礎

科目での学修を踏まえ、実体法解釈論と要件事実論的事案分析と訴訟法上の主

張立証等の規律を有機的に結び付けて文字通り総合的な検討を行うと共に、実

務法曹に必要とされる書面及び口頭での表現能力を培うことも企図する科目で

あり、司法修習、とりわけ実務修習への架橋を目的としている。 

このほか、展開・先端科目においては、実務家・研究者の共同担当科目を豊

富に設定するのみならず、多分野にわたるテーマ演習を設定し、理論的分析の

実務における意義ないし重要性を学生が体得できるように配慮している。 

 

（３）理論と実務との架橋を意識した取り組み 

展開・先端科目群においては、既存の制度や判例・通説に基づく対応が困難

な現代的な問題をどのように解決するか、それぞれの持つ思考プロセスを学生

に開示し、実務家教員と研究者教員がそれぞれ連携しつつ（オムニバス方式も

あれば、基礎・応用を分担する場合もある）、学生に考えさせる授業を実施して

いる（例えば「企業金融と法」、「労働法」、「ジェンダーと法」、「ＩＴ社会と法」、

「租税法」、「コーポレート・ガバナンスと法」、「環境法」等）。また、研究者教

員の担当する授業において、様々な分野の実務家をゲストスピーカーとして招

く例も少なくない（例えば「政策形成と法」、「ヨーロッパ法」、「被害者と法」

等）。 

さらに、法科大学院協会が司法研修所の協力を得て実施する研修会に研究者

教員を派遣するなど、実務に触れる機会を設定している。また、本法科大学院

には、研究者教員と実務家教員が合同で開催する研究会が多数有り、実務家教

員が学術的研究をする機会がある。 

 

（４）特に力を入れている取り組み 

基本７法科目については「科目別学修支援のガイドライン」9を作成し、年度

初めにオリエンテーションで配布の上、説明している。それは、各科目の基礎

から応用までステップアップする過程のそれぞれの段階で必要とされる理解度

の到達目標を明示し、どの段階で、理論教育と実務教育のどちらにどの程度の

重点を置くか、学生自身が判断できるように大まかな目安を示している。すな

わち、まず基礎的な知識の修得を重視し、次に判例を中心とした事例分析を重

視し、最終的には新しい問題を自力で解決できるだけの実務的対応能力を身に

付けることといった目標が示されている。この目標に従って、学生は、入学か

                                                   
9 科目別学修支援のガイドラインについて 
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ら修了までのプロセスにおいて徐々に進展する「理論と実務の架橋」のどの位

置に自分がいるかを、自ら判断できるようになると期待される。 

 

（５）その他 

「生活紛争と法」などの授業における実践内容は、『中央ロー・ジャーナル』
10等に適宜報告し、「授業の可視化」を図っている。 

 

２ 点検・評価 

１年次から３年次まで幅のある法科大学院の教育において、理論教育と実務

教育の架橋をどの段階でどの程度目指すべきかについては、十分なコンセンサ

スがあるわけではない。また、全ての法分野を通じて統一的基準をもって行う

性質のものではないかもしれない。しかし、少なくとも、研究者教員・実務家

教員が共通の問題意識を持つことが必要である。研究者教員と実務家教員のオ

ムニバス方式で授業を実施している刑事法分野では、相互の意見交換や議論を

経て共通理解を形成しており、教育現場で対応することが十分可能となってお

り、学生アンケートでも学生の満足度・主体的な参加度合いがきわめて良好で

ある。その他の法分野においては、研究者教員と実務家教員が協議の上で教材

や授業内容を決定したり、研究者教員が担当する場合でもそれぞれの教員の工

夫により「実務を意識した理論教育」が実践されており、学生の満足度等を確

保できるよう努めている。刑事法分野におけるような取り組みを他の分野で導

入するかどうかは、人的資源との関係等も含めて、今後さらに検討すべき１つ

のＦＤ委員会の課題であると考えている。 

前述の「１（４）特に力を入れている取り組み」で指摘したように、この問

題についての１つの対応として「科目別学修支援のガイドライン」を作成して

いる。本法科大学院においては、理論教育と実務教育の架橋を目指した教育体

制が段階的に強化され、質的・量的に見て比較的充実しているものと考えるが､

なお改善の余地はあると思われる。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

「理論と実務の架橋」という課題は、法科大学院教育の全般に関わるもので 

あるが、カリキュラム上、公法・民事法・刑事法の各分野に分けて科目を配置

し、それぞれの科目で教育内容・到達目標を示しており、それぞれに考え方や

                                                   
10本法科大学院 Webサイト「中央ロー・ジャーナル」
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/assist_system/journal 
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対応が異なることは避けられない。そこで、ＦＤ研究集会において、理論と実

務の架橋を効果的に行っている科目の実態を紹介することで、今後も情報の共

有と共に、教員の意識の向上を促進する予定である。
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６－３ 理論と実務の架橋（２）〈臨床科目〉 

 

（評価基準）臨床科目が適切に開設され実施されていること。 

 

１ 現状 

（１）臨床科目の目的 

本法科大学院では、臨床科目として、「エクスターンシップ」、「リーガル・ク

リニック」、「法文書作成」、「ローヤリング」及び「模擬裁判」を開設している。

法科大学院が法曹養成機関である以上、机上の法律論のみを修得させるだけで

はその役割として不十分であり、実務家として要求される実務現場での事実及

び規範の発見能力、紛争解決能力、コミュニケーション能力、文書作成能力、

情報処理能力等を養成するために設けられたのがこれらの科目である。これら

は選択必修科目であり、授業内容は科目相互の補完性を意識して設計されてい

る。 

その中で、「エクスターンシップ」及び「リーガル・クリニック」は、法律事

務所における実習など実地に赴く授業内容となっているため、受け入れ機関の

確保や機密保持の徹底など授業開設に当たって対処すべき課題が多い。それゆ

え、両科目については、リーガル・クリニック運営委員会及びエクスターンシ

ップ運営委員会を実務家教員及び研究家教員で組織して、運営にあたっている。 

    

（２）臨床教育科目の開設状況等 

ア 臨床科目の開設状況 

 

2015年度前期 

科目 
単位

数 

開講 

区分 

履修 

者数 

単位 

修得者数 
履修要件等 

エクスターン 

シップ 
２ 

選択 

必修 

14 

＊ 
14 

３年次以上かつ法律

基本科目群必修科目

の GPAが 2.00以上 

リーガル・ 

クリニック 
１ 82 82 ３年次以上 

法文書作成 １ 90 89 
２年次前期は 

BDクラス 

ローヤリング １ 137 137 

２年次前期は 

ACEクラス、 

３年次以上 

模擬裁判（民事） １ 38 38 ３年次以上 

模擬裁判（刑事） １ 52 52 ３年次以上 
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2015年度後期 

科目 
単位

数 

開講 

区分 

履修

者数 

単位 

修得者数 
履修要件等 

エクスターン 

シップ 
２ 

選択 

必修 

95 

＊ 
95 

法律基本科目群必修

科目の GPAが 

2.00以上 

リーガル・ 

クリニック 
１ 58 58 ２年次後期から 

法文書作成 １ 103 101 
２年次後期は 

ACEクラス 

ローヤリング １ 76 76 

２年次後期は 

BDクラス、 

３年次以上 

模擬裁判（民事） １ 41 40 ２年次後期から 

模擬裁判（刑事） １ 59 59 ２年次後期から 

 

2016年度前期 

科目 
単位

数 

開講 

区分 

履修 

者数 

単位 

修得者数 
履修要件等 

エクスターン 

シップ 
２ 

選択 

必修 

14 

＊ 
14 

３年次以上かつ法律

基本科目群必修科目

の GPAが 2.00以上 

リーガル・ 

クリニック 
１ 78 77 ３年次以上 

法文書作成 １ 69 67 
２年次前期は 

BDクラス 

ローヤリング １ 108 106 

２年次前期は 

ACEクラス、 

３年次以上 

模擬裁判（民事） １ 26 25 ３年次以上 

模擬裁判（刑事） １ 40 40 ３年次以上 

＊ 履修取り消し者は除く。 

 

以上の通り、臨床科目は、法科大学院の趣旨に即した単位数を確保し、授業

期間中は必修科目が開講されていない８限・９限を中心に複数クラス開講し、

「エクスターンシップ」は、夏季又は春季の授業期間外に集中して全国各地の

法律事務所等で実施するなど、学生にとって履修しやすいように工夫している。 

臨床科目においては、単に実務を見学するにとどまらず、担当教員の適切な

指導のもとで学生がこれに積極的に関与している。 

臨床科目の特性上、いずれも成績評価は合否のみの判定である。「エクスター

ンシップ」では、実施後直ちに学生には詳細な報告書を提出することを求め、

派遣先から提出される報告書と併せ、担当教員がこれを厳正に検討し単位認定
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を行っている。「リーガル・クリニック」やその他の科目については、担当教員

が各回の学生の授業への貢献度を正確に記録し、厳正な単位認定を行っている。 

 

イ 「エクスターンシップ」 

本法科大学院の「エクスターンシップ」は、法律事務所、企業法務部など幅

広い派遣先を多数確保して実施されており、とりわけ法律事務所は、北海道か

ら沖縄まで、国内法務中心の一般事務所から渉外事務所など、極めて広範かつ

多彩な派遣先がリストアップされている。また企業法務部も、本格的な法務部

門を持つ多くの有力企業を派遣先としている。官公庁については、これまで中

央省庁及び地方自治体への派遣実績がある。中央省庁が各法科大学院の学生を

一括して募集する「霞が関法科大学院生インターンシップ」を行うようになっ

て以降は、中央省庁での研修を希望する学生にはこれを勧め、中央省庁でのエ

クスターンシップは休止している。いずれにせよ、学生の希望を尊重した派遣

が可能であり、あらかじめ用意されたリスト以外からも、学生が自己開拓した

法律事務所への派遣を、一定の条件の下に認めている。派遣期間も原則として

３週間であり、２単位にふさわしい充実した研修が可能な期間が設定されてい

る。 

受入先とは定期的に意見交換の場を設けており、本科目の趣旨を十分に理解

してもらっている。また、派遣に先立って、機密保持や情報漏洩の防止等を徹

底させるため 、誓約書の提出はもとより、オリエンテーション期間におけるガ

イダンスのほか履修者決定後２回の事前研修会（実施時期：８月派遣の場合第

１回は６月、第２回は８月、２月派遣の場合第１回は 12月、第２回は２月、実

施時間：第１回は約 60分、第２回は約 120分）を設けると共に、学生には派遣

先を事前訪問して研修内容を打ち合わせた上、その報告書を提出するように義

務づけている。学生がどの程度事件に関与しうるかについては、当事者との関

係で許される範囲でのケースバイケースの扱いがされている。 

さらに、学生には、実施後直ちに詳細な報告書を提出することを求め、派遣

先から提出される報告書と併せ、担当教員が検討して厳格かつ適正に単位認定

にあたっている。加えて、他の学生の経験に学ぶことも有意義であることから、

エクスターンシップ終了後に学生による報告会を実施している。これは、エク

スターンシップ運営委員会の教員のもと、学生相互のディスカッションを通じ

具体的な活動報告を行うものである。また、引き続き派遣先と本法科大学院と

の事務的な検討会を実施し、成果の共有化を図っている。 

なお、2010 年度後期の派遣から、履修直前学期までの法律基本科目群（必修

科目）のＧＰＡ2.00 以上という成績基準を履修条件として設けると共に、各回

の派遣者数を上限 120 名までとした 。「エクスターンシップ」の学修効果を上

げるためにも、また外部に指導を委嘱するという科目の性質からも、一定水準

以上の法律基本科目の修得が必要不可欠と考えられること、派遣先との連絡調
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整などで齟齬をきたさないよう適正規模での運営を意図したことがその理由で

ある。 

 

ウ 「リーガル・クリニック」 

本法科大学院の「リーガル・クリニック」としては、「市民生活紛争」、「裁判

外紛争解決システムＡＤＲ」、「個別労働紛争」、「家事法」、「企業法務の基本的

実務」、「知的財産法実務の基礎」、「公益的刑事弁護」、「倒産・事業再生」、「国

際人権法の実務」、「行政訴訟の基礎」など多様な授業 が提供されており、それ

ぞれで工夫を凝らした独自教材を用いて効果的な授業が展開されている。 

この多様性を持った各授業それぞれが本法科大学院の提示する６つの法曹像

に即して開講しており、各自の法曹像にマッチしたクリニックを選択し将来の

自身を意識して主体的に授業に参加することをガイダンスで説明している。 

授業は１単位 50 分 15 週を基本としており、実施状況については、各担当教

員から提出されるリーガル・クリニック授業報告書によって確認している。ま

た、それぞれの授業内容については、『中央ロー・ジャーナル』 において授業

実践報告として掲載しており 11、授業内容を可視化し、研究者教員を含めた全専

任教員の評価を得た上で、さらなる授業の充実・進化に努めている。また、法

化社会が進展する中で、法曹実務の有り様は多様化・高度化しており、これに

対応できるように、授業設計や授業方法・教材の開発を進めている。 

また、「リーガル・クリニック」は主に実務家教員によって担当されているが、

理論と実務の架橋の実現のため、研究者教員との共同担当授業を増しており、

前述のリーガル・クリニック委員会において実務家教員と研究者教員との意見

交換の機会を確保するように心がけている。なお、学生には報告書等を提出さ

せている。 

 

エ 「法文書作成」 

教員が事例問題を作成し学生に示した上で、事件処理の方針説明を求め、相

手方に対する通知書、訴状等の作成、あるいは、依頼人に対する意見書、報告

書の作成を求める授業である。単なる文書作成にとどまらず、方針であれ意見

であれ、学生には常に法理論上の根拠を示しつつ説明させることに重点を置い

ており、自ずと実務教育と理論教育を架橋するものとなっている。実務で作成

される文書には必ず法的根拠がある。学生にその説明を求めるのは、実務で使

いこなすためその根拠を正しく理解させる必要があると考えるからであり、こ

れによって、学生が自ら考え、分かり易く依頼者（相手方）に伝える能力を涵

養することを目指している。 

 

オ 「ローヤリング」 

                                                   
11 『中央ロー・ジャーナル』 
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担当教員と実務講師（本法科大学院出身者を中心とした実務経験 10数年から

数年の若手弁護士）が、実際の事件を素材とした事例を共同作成し、これに基

づいて実施される法律相談、訴訟上の和解のロールプレイ３回と、その結果の

検討を中心に授業が行われている。 

ロールプレイの際、弁護士役は学生が、当事者（相談者）役は実務講師が担

当している。実務講師はロールプレイ後に行われる検討の場にも加わり、教員

と共に学生が行う問題点の分析に関与している。 

担当教員と実務講師とは、教材をふまえあらかじめ授業進行について検討及

び打ち合わせの機会を持っている。 

 

カ 「模擬裁判（民事）」 

担当教員１名又は２名と実務講師（弁護士）３名の合計４名又は５名の教員

スタッフと、定員 15名程度の学生とで、専用法廷教室において授業が行われて

いる。担当教員２名クラスでは、実務家教員と研究者教員の共同担当授業を実

施している。 

人的にも物的にも、恵まれた授業環境である。 

授業内容としては、あらかじめ授業担当者会議（弁護士である実務家教員４

名と研究者教員１名で構成）で、策定した授業行程表に従って授業が展開され

ている。その内容の柱をなしているのは、リーガルライティングとロールプレ

イである。リーガルライティングは、訴状起案・答弁書起案・判決起案などで

あり、ロールプレイとしては、第１回口頭弁論手続・弁論準備手続・本人尋問

手続・判決言渡手続の各場面を学生及び実務講師が担当している。 

 

 

キ 「模擬裁判（刑事）」 

担当教員１名と実務講師（弁護士）３名程度の合計４名のスタッフと、定員

20 名程度の学生とで、専用法廷教室において授業が展開されている。授業の進

行は、あらかじめ授業担当者会議（元裁判官の弁護士２名及び元検察官の弁護

士１名、合計３名の実務家教員で構成）で策定した授業工程表に従って展開さ

れる。授業内容は法務総合研究所作成の教材を使用し、学生に裁判官、検察官、

弁護人のいずれかの役割を担当させて、冒頭手続（公判前整理手続は任意）か

ら判決宣告までを模擬法廷で実際の裁判と同じような手順で進めていく。担当

した役割に応じて、訴訟指揮、証人尋問、被告人質問を行わせ、論告、弁論、

判決を起案させている。授業を進めるうちに、刑事裁判手続が理解できるよう

工夫をしている。 

 

（３）特に力を入れている取り組み 

現在、実務家教員と研究者教員の共同授業は、「リーガル・クリニック（倒産・

事業再生、ＡＤＲ）」、「模擬裁判（民事）」で実施している。 
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今後は、実務家教員と研究家教員の連携・共同授業担当をさらに拡大・深耕

することによって、「理論と実務の架橋」の強化を企画・推進する。 

 

（４）その他 

「リーガル・クリニック」については、各期のオリエンテーション期間にガ

イダンスを実施し配付資料と共に授業担当教員から履修希望者に対して授業内

容・方針を説明する機会を設けている。また、「リーガル・クリニック」は少人

数で授業を実施することが望ましい科目のため、各クリニックのクラス毎に定

員（平均７名程度）を設け、定員を超えた場合には公平に抽選にて履修者を決

定している。また、履修者が決定した段階で、履修登録用紙と共に「リーガル・

クリニック」を履修するにあたり遵守すべき事項等が記載されている「誓約書」

を提出させ、事務課にて内容に不備がないか確認後、「Ｃ plus」に履修登録す

ることを徹底している。 

なお、派遣先での学生のマナーを懸念する指摘があったことから、「エクスタ

ーンシップ」の派遣学生を対象としたマナー講習会を、2011 年度から年１回実

施している。 

 

２ 点検・評価 

上述の通り、「エクスターンシップ」において幅広い派遣先が確保され、また、

「リーガル・クリニック」において、多様な法的紛争・問題類型（家事・相続、

企業法務、公益的刑事弁護、個別労働紛争、ＡＤＲ、市民生活紛争、知的財産

紛争、行政事件、倒産事業再生、国際人種問題など）に即した実習が可能であ

ることは、学生の希望を最大限実現できることであり、全国最大規模の法科大

学院としての本法科大学院の大きな長所であり、学生の参加意欲も極めて高い。

また、「リーガル・クリニック」の担当教員のほか、「エクスターンシップ」の

派遣先からも、学生の熱心な取り組みが高く評価されており、質的・量的に非

常に充実している。 

「エクスターンシップ」においては、多くの派遣先があり、希望する学生全

員を派遣することができている。これに対し「リーガル・クリニック」におい

ては、現実の生の事件をできる限り取り上げるべく努力しているものの、例え

ば、企業法務においては、顧問先企業等との関係で、担当教員の守秘義務の要

請が強いものがあり、また、内容の複雑さ、難易度の高さからいっても、生の

事件、生の問題をそのまま学生に提供することが困難な状況である。そのため、

企業法務においては、シミュレーションではあっても、複雑さ、難易度が学生

にとって適当であり、できる限り現実の事件に近い教材を開発することが今後

とも必要であると考えている。 

 

３ 自己評定 
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Ａ 

 

４ 改善計画 

「リーガル・クリニック」は、法律事務所等における実地を学ぶことができ、

また、本法科大学院では６つの法曹像に即した各クリニックを開講している。

学生からは将来のキャリアプランを見据えることができるため、人気が高い科

目である。学生は２年次後期・３年次前期・後期において履修可能であるが、

特定の学期に定員に比べ多数の履修希望者となることが多いため、履修者の動

向や科目のトレンドを考慮して、担当教員やクラス数を増設することで、より

学生が履修しやすい柔軟な体制を構築していきたい。今後は、担当教員が増え

たことによる教員同士のネットワーク作りや、理論教育と実務教育の架橋とい

う観点からの研究者教員と実務家教員との連携のさらなる拡大が必要である。 
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６－４ 国際性の涵養 

 

（評価基準）国際性の涵養に配慮した取り組みがなされていること。 

 

１ 現状 

（１）国際性の涵養に係る考え方と施策の概要 

 本法科大学院では、多様な分野で活躍が期待されるリーガルジェネラリスト

及びリーガルスペシャリストの養成に貢献するために６つの法曹像を掲げてい

るが、国際な視野をもって活躍できる法曹養成を本法科大学院の重要な使命の

１つと考え、「渉外・国際法ローヤー」をその法曹像の１つとしている。具体的

な施策としては、入学者選抜における国際法曹枠の設定、渉外・国際法ローヤ

ー向け科目履修プランの提示、外国法科目だけでなく、展開・先端科目におい

ても前述したように多岐にわたる選択科目を設置し、国際性の涵養に資するカ

リキュラムの充実、寄付講座を含む課外科目の展開等がある。 

 

（２）国際系科目の設置 

 本法科大学院では、2004 年の開設当初より、法曹資格を得た後のキャリア形

成までも視野に入れ、基礎法学・外国法科目群（2017 年度からは基礎法学・外

国法・隣接科目群に改称）の必要修得単位数を４単位ではなく６単位とし、英

米法・ヨーロッパ法・アジア法に係る個別外国法科目及び比較法学関連科目を

設置しているほか、同群及び展開・先端科目群に次のような科目を設置し、国

際性の涵養を図っている。 

 

ア 国際関係法（公法系） 

「国際法総論」・「国際人権法」・「国際経済法」を設置している。2016 年度改

正のカリキュラムで、２年次配当の「国際法総論」（２単位）を閉講し、国際関

係法（公法系）の内容についてより確実な理解を深めるために、２年次に「国

際法総論」に代えて「国際法Ⅰ（基礎）」（２単位）と「国際法Ⅱ（応用）」（２

単位）の２科目を開講することとした。 

 

イ 国際関係法（私法系） 

「国際私法Ⅰ」・「国際私法Ⅱ」・「国際取引法」を設置している。 

 

ウ 「Study Abroad Program」 

この科目は、海外研修プログラムとして正規科目に設置されている。2016年度

は、「Study Abroad ProgramⅠ（香港プログラム）」１単位と「Study Abroad Program

Ⅱ（メルボルンプログラム）」２単位を開講した。いずれのプログラムも毎年２

月に海外研修先大学（香港大学及びメルボルン大学）の著名な教員から直接英



103 
 

語での講義を受けるだけでなく、法律事務所や企業を訪問し、国際的法務の最

前線での法運用を学ぶほか、英語による法律プレゼンテーションを行うなど、

実践的内容も含むよう工夫している。また、日本国内で実施する事前研修では

外国法情報調査を行い、帰国後の次学期に行うフォローアップでは、英語によ

る法律プレゼンテーション内容の再検討を行い、これを経てはじめて単位を認

定するなど、集中海外研修と国内学修との組み合わせによる教育効果向上を図

っている。 

また、両プログラム参加者の旅費や海外滞在費は自己負担であるが、それを

軽減するために、実費の一部補助（１人あたり３万９千円）を行ったほか、相

対的に費用が高いメルボルンプログラム参加学生については、本学全体の英米

法学修に対する奨学金である「増島記念奨学金」を適用し、追加的経済支援（１

人あたり６万円）を行った。 

なお、香港プログラムは、同時に香港大学で海外研修プログラムを実施して

いる韓国の法科大学院５校の学生と共に学び、かつ、アジアにおける同僚法曹

となる者として親交を深めることで国際性を涵養できるよう、本法科大学院、

香港大学及び韓国５法科大学院の担当者が緊密に連携して実施している。 

 

エ 「Foreign Law Seminar」 

 「Foreign Law Seminar」は、外国法の特定のテーマを学ぶ科目であり、当該

外国法を母法とする外国人教員が担当する場合と、当該特定テーマについて深

い知見を有する日本人教員が担当する場合がある。2016 年度に開講したものの

うち前者には、「Foreign Law Seminar（International Entertainment Law）」

があり、教室言語（教材及びシラバスを含む。）も英語とすることで、法律英語

も併せて修得することができるよう配慮している。 

 

オ 「企業内法務の実務」 

 この科目では、企業内弁護士に求められる知識・応用力・決断力等を養成し、

さらにはコミュニケーション能力・英語力の重要性を理解し、企業で活躍でき

る弁護士・企業法務に携わる法律実務家に必要となるマインド及び基礎的・専

門知識の修得するためにゲストスピーカーを招き、ゲストスピーカーの経験を

学生に伝えている。その重要な要素の１つが企業内法律家としての国際性の涵

養であり、2016 年度は、第１回に「企業法務とグローバル化」と題して、こう

した視点を伝える授業を行った。 

 

（３）課外科目の展開 

本法科大学院及び本学の関連組織は、本法科大学院の学生の国際性涵養に資

するため、次のような課外活動プログラムを市ヶ谷キャンパスにおいて展開し

ている。 
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ア ボストンプログラム 

アメリカ合衆国ボストン大学法科大学院（または同大学 Center for English 

Language and Orientation Program）から専任教員を招聘して、本法科大学院

学生を主たる対象とする課外サマースクール「ボストンプログラム」を実施し

ている。2016 年度は、ボストン大学法科大学院 Robert Volk 教授によ

る”Introduction to American Law and Legal English”を８月８日～12 日の

５日間合計 15時間実施した。教授言語は英語とする本プログラムは、正規科目

である Study Abroad Programへの参加を希望する学生への参加を呼びかけてい

るほか、課外科目であることを活用して、国際的に活躍できる法曹となること

を希望する法学部学生にも参加を認めている。 

 またこのプログラムは、ウエストロー・ジャパン株式会社の寄付講座として

運営し、参加費を無料とすることで、学生の負担を軽減するように努めている。 

 

イ Introdiction to Japanese Law in English 

本法科大学院の関連組織たる学校法人中央大学ロールスクール・アカデミー

が主催して、国際サマースクール“Introduction to Japanese Law in English

（IJLE）”を開講している。これは、本法科大学院の専任教員（一部学部教員等

を含む。）が、主として海外の法学生を対象として英語による日本法入門を教授

すると共に、法廷傍聴や法律事務所訪問等を行う５日間の集中講座であり、上

記のボストンプログラムと並行開講している。 

本法科大学院学生にも参加を開放しているほか、上記ボストンプログラムを

これに連動させ、本法科大学院学生が海外の法学生と共同学修し、交流できる

機会を設けている。2016年度においては、IJLEの特別講座とした開講した香港

大学法学部 James Fry教授の授業を公開し（８月８日）、同課外活動である法廷

傍聴、法律事務所訪問等に本学法科大学院学生の参加を認めたほか、複数回の

懇親・懇談の機会を提供した。 

 

ウ 日本比較法研究所の講演会等 

 学校法人中央大学が設置する日本比較法研究所が主催する外国人研究者の講

演会等を市ヶ谷キャンパスで開催することを積極的に推し進め、本法科大学院

学生が研究者や実務家と共に、外国法・比較法への知見を高める機会を提供し

ている。2016年度中には、10回の日本比較法研究所講演会及びセミナーが開催

された。 

 

エ 外国法情報情報調査講座 

 ウエストロー・ジャパン株式会社の寄付講座として、同社及びウエストロー

社のデータベースを活用した法情報調査講座を課外・公開講座として開講して
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おり、アメリカ法を中心とする英米法情報調査について、本法科大学院学生及

び実務家が共学する機会となっている。 

 

（４）その他 

 上記活動の一部は、過去２回にわたって文部科学省の支援対象事業に採択さ

れた（2004 年度法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム「法曹養成のた

めの国際教育プログラムの形成」（～2006 年度）及び 2008 年度専門職大学院等

における高度専門職業人養成教育推進プログラム「グローバル化に対応した法

曹養成プログラム」（～2010年度））ほか、2016年度については、同省の「法科

大学院公的支援見直し強化・加算プログラム」の「優れた取組」とされている

（「アジア起点で活躍するグローバル法曹の養成」）。 

 また、ウエストロー・ジャパン株式会社との協定に基づき、本法科大学院に

おける国際性の涵養に資する課外講座を同社寄付講座とし、積極的にこれを展

開している。なお、2017年２月に実施した正規科目である「Study Abroad Program 

Ⅱ（香港プログラム）」は、2017年度開講科目として単位認定されるものである

が、今回から、この科目についても同社寄付講座とすることとなった。 

 

２ 点検・評価 

 本法科大学院では、国際的な視野をもって活躍できる法曹養成を本法科大学

院の重要な使命と考え、これに資する多様な施策を展開しているが、これらは

文部科学省「法科大学院公的支援見直し強化・加算プログラム」の「優れた取

組」に認定され、あるいは、企業の寄付講座指定を受けるなど、外部からの評

価も得ている。正規科目と正課外科目の連携、正規科目内でも基礎法学・外国

法科目群科目と展開・先端科目群科目の連携、本法科大学院教員と海外パート

ナーとの連携を核とする諸施策は、本法科大学院ならではの国際性の涵養に係

る重要な取り組みであると評価することができる。 

他方で、日本法の実務に係る高度専門職業人としての教育を担う法科大学院

段階において、国際性の涵養をどのように行うべきかについては、社会のリー

ガルサービスに対するニーズや学生の基礎的資質の変化等を踏まえて、不断の

検討と改革を行うこと求められている。とりわけグローバル化が進展する現代

社会において、「渉外・国際法ローヤー」以外の法曹像を描いて学修する学生に

おいても、国際性の涵養は当然に必要であるが、そのための教育プログラムを

どのように拡充するかが課題である。本法科大学院では、その開設以来、基礎

法学・外国法科目群科目についての必要修得単位数を６単位とすることにより、

外国法や比較法を学ぶ機会を増やす施策を採用しており、ほとんどの学生が外

国法または比較法科目を１科目以上履修している（具体的には、ほぼ全学生が

「英米法総論」または「比較法文化論」を履修している。）が、こうした科目履

修を契機とする、さらなる国際性の涵養が重要な課題である。 
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３ 自己評価 

Ｂ 

 

４ 改善計画 

現状においては、「渉外・国際法ローヤー」を目指す者など、積極的に国際性

を涵養したいと考える学生が利活用できる環境は一定程度整備されているが、

それ以外の法曹像を描いている者を含む全ての学生が、いわば日常的な学びの

中で国際性を涵養するに資するという環境については、まだ改善の余地が大き

い。 

そこで、前者については、外国語のみで完結する授業の設置（課外科目の正

規科目化を含む。）等を検討するほか、後者については、今後予定される基礎法

学・外国法科目群科目及び展開・先端科目群科目の整備において日本法に関す

る学修の中で国際性を涵養する施策に取り組み、また、実務と連動した国際的

要素を含む課外活動の拡充等を検討する。 
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第７分野 学習環境及び人的支援体制 

 

７－１ 学生数（１）〈クラス人数〉 

 

（評価基準）１つの授業を同時に受講する学生数が適切な数であること。 

（注） 

① 「１つの授業を同時に受講する学生数」とは、クラスに参加する全

ての学生の数をいい、本科生、留学生、科目等履修生、聴講生等を含

む。 

② 「適切な数」とは、その開設科目として効果的な授業を行うのに適

した人数をいう。法律基本科目の場合は、50人を標準とし、60人を大

幅に超えることのないように適切な努力がなされていること、及び法

律基本科目のうち必修科目の場合は、10 人を下回ることのないように

適切な努力がなされていることをいう。なお、60 人を大幅に超えるか

否かの点については◎基準、10 人を下回るか否かの点については○基

準とする。 

 

１ 現状 

（１）１つの授業を同時に受講する学生数（人数にカウントされる人、されな

い人の区別も含む）。 

開講科目毎の履修者数については、開講科目履修申請結果 1の通りである。 

    

（２）適切な人数となるための努力 

2016 年度は、必修法律基本科目の履修のために、１年次（法学未修者）に２

クラス（１クラスあたり 30 名程度）、２年次（法学既修者１年次及び法学未修

者２年次の混合クラス）に５クラス（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅの各組、１クラスあ

たり 45 名程度）、３年次に５クラス（１クラスあたり 45 名程度）が設置され、

クラス指定のある必修法律基本科目が行われるクラスにおける学生の数は、

2016 年度においては、２年次以上のクラスで 47 名、１年次のクラスでも 31 名

が最大であった。 

また、「基礎演習」（推奨人数原則 10名以内、最大 15名まで）2、「テーマ演習」

（推奨人数 10～15 名程度、最大 30 名まで）3においては、科目の性質・特殊性

や少人数教育によって教育効果が高まるため、履修者数が推奨人数となるよう

にしている。「基礎演習」及び「テーマ演習」については前述で述べた人数を超

えないよう、第１回授業前に担当教員への依頼文で促すと共に、確定した履修

者登録用名簿について、事務担当者が推奨人数を超えて登録されていないこと
                                                   
1 2016年度第 2回教授会資料 
2 履修要項 2016 p.5,7,21 
3 履修要項 2016 p.5,7,21 
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を点検し、超過する場合には受講者数を教員に調整を依頼しており、これまで

履修上限を超えたことはない。 

さらに、１年次から２年次への進級時のクラス分けにおいては、クラスによ

って成績及び人数に偏りが発生しないよう配慮して振り分けを行っている。 

 

（３）特に力を入れている取り組み 

法律基本科目の再履修者の配分について、人数に偏りが生じないよう十分に

配慮している。 

 

（４）その他 

必修科目以外の科目は、履修人数の経年データをもとに、開講コマ数を増や

したり、受講生が特定の科目に集中しないよう時間割の上でバランスをとり、

学修効果を損なわないようにしている。 

    

２ 点検・評価 

必修科目及び演習科目においては、適正な規模が維持されている。また、必

修科目以外の科目についても、おおむね適正な規模が維持されている 4。適正な

規模が維持されるよう、配分に考慮した方策が適宜とられている。その他の取

り組みとしても、経年データを元にして、開講コマ数や時間割を工夫するなど

十分な取り組みがされている。 

 

３ 自己評定 

合 

 

４ 改善計画 

引き続き授業科目を設置する学期、クラス数を調整し、適正規模を超えない 

よう対応していく。 

                                                   
4 教授会資料「開講科目履修申請結果」 
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７－２ 学生数（２）〈入学者数〉 

 

（評価基準）入学者数が入学定員に対してバランスを失していないこと。 

（注） 

① 「入学者数」とは、実際に入学した学生の数をいう。 

② 「入学定員」とは、各年度の入学定員として各法科大学院が定める 

人数をいう。 

③ 「バランスを失していないこと」とは、入学定員の１１０％以下を標 

準として入学者数が収容定員に対するバランスを失していないこと

をいう。 

 

１ 現状 

（１）過去３年間における入学定員に対する入学者数の割合 

 入学定員（A） 入学者数（B） 定員充足率（B/A×100） 

2016年度 240人 192人 80.0％ 

2015年度 270人 241人 89.3％ 

2014年度 270人 238人 88.1％ 

平 均 260人 223.7人 86.0％ 

［注］１ 「入学定員」とは、各年度の入学定員として各法科大学院が定める

人数をいう。 

２ 「入学者数」とは、実際に入学した学生の数をいう。 

３ 「定員充足率」については、小数点以下第２位を四捨五入した数値。 

 

入学定員及び入学者数は上表の通りである。入学定員に対する入学者数の割

合は、過去３年間の平均で 86.0％となっている。 

 

（２）入学者が入学定員を大幅に上回らないための努力 

入学定員を大幅に上回る入学者の受け入れとならないよう、以下の方策を講

じることにより、適切な入学者の受け入れに努めている。 

入学者選抜において、正規合格者を発表すると同時に、不合格者のうち総合

点の上位から一定数を追加合格候補者とし、追加合格が必要な場合には、入学

手続状況に応じて、追加合格候補者の上位ゾーンから順次に区分されたゾーン

毎に追加合格者を出すこととしている。 

    

（３）特に力を入れている取り組み 

入学者選抜における合格者数を的確に判断するため、経年データに基づき、

適切に判断している。 
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（４）その他 

入学手続者を対象とした入学前説明会の出欠状況及び進路アンケートの内容

に基づき、入学者数の予測及び追加合格者の判断を行っている。    

 

２ 点検・評価 

入学者数は、過去３年間の平均で入学定員の 86.0％となっており、入学定員

を上回る状況となっていない。また、入学定員を大幅に上回る入学者の受け入

れとならないよう、入学手続状況等を勘案しながら、必要に応じて段階的に追

加合格者を発表する等、適切な努力を行っている。その他、入学前説明会での

出欠状況等から入学者数の予測を行う等の工夫もしている。 

 

３ 自己評定 

合 

 

４ 改善計画 

本法科大学院における教育の質をさらに向上させるため、2016 年度より、法

学既修者の入学定員を 200名から 180名へ、法学未修者の入学定員を 70名から

60名へ、それぞれ変更した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



111 
 

７－３ 学生数（３）〈在籍者数〉 

 

（評価基準）在籍者数が収容定員に対してバランスを失していないこと。 

（注） 

① 「在籍者数」とは、在籍の法科大学院生の数をいう。 

② 「収容定員」とは、「入学定員」に３を乗じた人数をいう。 

③ 「バランスを失していないこと」とは、在籍者数が収容定員を大幅 

に上回っていないことをいう。 

 

１ 現状 

（１）収容定員に対する在籍者数の割合 

【評価実施年度の在籍者数の割合】 

 入学定員（A） 在籍者数（B） 定員充足率（B/A×100） 

2016年度入学生 240人 192人 80.0％ 

2015年度入学生 270人 236人 87.41％ 

2014年度以前入学生 270人 60人 22.2％ 

合 計 780人 488人 62.6％ 

   ［注］ １ 在籍者数(休学者含む)は、2016年 5月 1日現在の数値。 

２ 定員充足率は、小数点以下第 2位を四捨五入した数値。 

 

【過去３年間における全体の在籍者数の割合】  

 収容定員（A） 在籍者数（B） 定員充足率（B/A×100） 

2016年度 780人 488人 62.6％ 

2015年度 810人 538人 66.4％ 

2014年度 810人 505人 62.3％ 

平 均 800人 510人 63.8％ 

［注］  １ 在籍者数(休学者含む)は、各年度5月1日現在の数値。 

２ 定員充足率は、小数点以下第2位を四捨五入した数値。 

 

（２）在籍者数が収容定員を大幅には上回らないための努力 

在籍者数は、収容定員を上回っていない。 

    

（３）特に力を入れている取り組み 

 教務委員会及びカリキュラム・進級制度検討委員会において、進級判定制度 5、

                                                   
5中央大学法科大学院内規集№30 中央大学法科大学院における進級に関する規程 
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6との関連で、要件を変更する際に原級留置者数のシミュレーションを行い、在

籍者数が収容定員を上回らないようにしている。 

 

（４）その他 

 特になし。 

 

２ 点検・評価 

 過去３年度の収容定員における在籍者数は適正に保たれており、定員充足率

は常に 110％以内である。大幅に上回らないように、進級制度とのバランスを考

慮した運用を行っている。 

 

３ 自己評定 

合 

 

４ 改善計画 

現在のところ、改善すべき問題はないが、再試験制度の廃止や現行の１年次 

から２年次への進級判定制度に加え、2014 年度から実施された２年次から３年

次への進級判定制度に伴い、収容人数を上回る在籍者が生じないよう、教務委

員会を通じて、継続的な分析及び検討を実施していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
6履修要項 2016 pp.4-5,19 
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７－４ 施設・設備（１）〈施設・設備の確保・整備〉 

 

（評価基準）教育及び学習に必要な施設・設備が適切に確保・整備されている

こと。 

 

１ 現状 

（１）施設・設備の確保・整備状況 

ア 施設設備 

① 教室、ゼミ室とその設備 

市ヶ谷キャンパスには、専門職大学院設置基準に基づき、本法科大学院に

おける高度な教育水準と環境を確保するために、次の教室等を設置している。

特に、法律基本科目群の授業科目については、50 人規模の受講生を収容する

双方向・対面授業に対応した教室を必要クラス分設置することとし、その他、

各授業科目の教育内容に照らして、教室、情報処理教室、模擬法廷教室を設

置している。法律基本科目の授業を実施する標準教室では、学生用の机の広

さが確保されているほか、教卓や学生用机の情報環境も整備されている。プ

ラズマディスプレイ２基も配置され、各種プレゼンテーションに必要な設備

が用意されている。 

ゼミ室は 20室設置されており、授業使用のほか、学生は学修を目的とする

場合に、法科大学院事務課窓口において使用予定日の１ヵ月前よりその借用

申請を行うことができる。 

 

② 学生自習室 7 

法科大学院における学生の自習施設は、授業内容を理解するための予習・

復習をはじめ各自の必要な学修を常時行うために極めて重要であり、本法科

大学院では、従来から学生自習室をはじめ、諸室の環境整備に努めている。 

市ヶ谷キャンパスにおいては、学生の自習スタイルや情報環境のニーズに対

応した施設を設けている。まず、学生自習室では、学生１人に一席の固定席を

自習席として確保している。また、ＰＣ自習室のほか、図書館内には多様な学

修のニーズに即した資料の閲覧や読書ができる自由閲覧席やデータベース検

索ができる自由席を整備している。 

 

③ 教員研究室 

専任教員研究室は、市ヶ谷キャンパス内に合計 70室確保している。専任教

員個人研究室として 65室、専任教員共同研究室として５室（各２～３名の共

同利用が可）を設置し、兼担教員や非常勤教員については教員室として２室

を設けている。 

                                                   
7履修要項 2016 p.43,44 
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また、市ヶ谷キャンパスには、授業・授業準備の支援、教員間の相互研修

や教材開発の支援等を行う施設として、各種データベース活用のための情報

環境を整備した「教育研究支援室」を設置している。 

法科大学院における学修を十全なものとするためには、授業時間外に専任

教員によるオフィス・アワーを設定する等、特に教員と学生との間のコミュ

ニケーションの場所を確保することが重要である。前述の専任教員研究室、

大学院教員室のほかに、1号館５階に学修指導室２室、談話スペース、1号館

６階に教育研究支援室の資料保管室等を設置して、適宜、柔軟な履修・研究

指導体制がとれるよう措置している。 

 

④ その他の設備等 

ａ ロッカー8 

学生用ロッカーは、在学中に個人専用として１人に一つ貸与され、１号

館２階～６階の通路に設置されている。 

ｂ 無線ＬＡＮ9 

無線ＬＡＮの利用については、市ヶ谷キャンパス内の大部分のエリアに

おいて接続可能な環境となっている。 

ｃ コピー機 10及びプリンタ 11 

学生が使用できるコピー機は、１号館２階及び４階の学生自習室入口前、

同５階の談話コーナー、２号館１階の法科大学院事務課前、同７階及び８

階エレベーター前、ローライブラリー内に合計７台設置されている。複写

補助として、各年度に１人あたり 800 枚印刷可能なコピーカード（無料）

を配付している。また、館内貸出用ＰＣ、個人所有ＰＣから出力できるプ

リンタを、１号館３階図書室Ａに５台、５階談話コーナーに６台、合計 11

台を設置している。こちらは、印刷枚数に限度はなく、学修に必要な資料

を出力できる環境を整備している。 

コピー機及びプリンタは、１号館４階図書室Ｂにあるものを除き、市ヶ

谷キャンパスの開館時間内であれば自由に利用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
8履修要項 2016 p.43 
9履修要項 2016 p.45 
10履修要項 2016 p.39 
11履修要項 2016 p.45 
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⑤ 教室・ゼミ室の一覧 

施 設 収容人員 面  積 教室数 備 考 

 大教室    141人 183.28㎡～190.94㎡    4  

模擬法廷     114人  155.94㎡    1 大教室を兼ねる   

情報教室    100人  184.00㎡    1 大教室を兼ねる 

 中教室     40～63人  99.00㎡～152.10㎡ 10 双方向・対面教室 

9室 

 小教室   16～28人  50.40㎡～63.60㎡  7  

 ゼミ室    4～12人  10.48㎡～24.00㎡ 20  

 

⑥ 学生自習室・ＰＣ自習室・図書室の一覧 

施  設 面 積 設    備 席 数 

学生自習室Ａ  209.12㎡ 学生専用自習席(キャレル型)設置。 

各キャレルに情報コンセント敷設。 

   

  

116 

学生自習室Ｂ  161.54㎡ 98 

学生自習室Ｃ 73.26㎡ 41 

学生自習室Ｄ   65.75㎡ 32 

学生自習室Ｅ   79.20㎡ 44 

学生自習室Ｆ   93.10㎡ 55 

学生自習室Ｇ  121.42㎡ 76 

学生自習室Ｈ  329.70㎡ 170 

学生自習室Ｉ   65.75㎡ 30 

学生自習室Ｊ   45.95㎡ 20 

学生自習室Ｋ   19.80㎡ 11 

学生自習室Ｌ   19.80㎡ 11 

学生自習室Ｍ   95.45㎡ 45 

学生自習室Ｎ 65.75㎡ 27 

ＰＣ自習室 

(1351号室) 

99.00㎡ ＰＣ41 台、プリンタ 11 台、スキャナ 4

台設置。 
41 

ＰＣ自習室 

(2409号室) 

117.6㎡ ＰＣ44 台、プリンタ 10 台、スキャナ 4

台設置。 
44 

図書室Ａ 

(1314号室) 

 418.75㎡ 閲覧席設置（ＰＣ 2台設置）。 
123 

図書室Ｂ 

(1414号室) 

 533.58㎡ 閲覧席設置（ＰＣ 7台設置）。 
40 

合 計 1,024 
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イ 身体障がい者への配慮 

キャンパス内のバリアフリー化及び模擬法廷教室内に可動式スロープを設置

しており、車椅子での移動が可能である。また、２号館１階に多目的トイレを

設置しており、本法科大学院内での学生生活を不都合なく送ることができる環

境が整備されている。 

 

（２）問題点及び改善状況 

施設の設備については、老朽化が進んでおり、学生から音響設備等につい

ては、マイクが途切れる等の指摘を受けている。2016 年度は大規模なリプレ

イス等は実施できなかったが、2017 年度予算では、必修科目が実施される中

教室７教室の教室ＡＶ機器をリプレイスする。具体的には、マイクをデジタ

ルワイヤレスマイクへ更新する予定である。 

 

（３）特に力を入れている取り組み 

本法科大学院における学修教育環境のさらなる充実を目指し、オピニオン・

アンケートを前期、後期共に各１回ずつ実施している。オピニオン・アンケー

トでは、教室や自習室、施設等について、学生が期待・要望・提案を記入する

ことができる。オピニオン・アンケートは、研究科長、研究科長補佐及び法科

大学院事務課が内容を確認している。学生サービスに直結するような要望につ

いては、可能な限り迅速に対応し、学生の声を反映するようにしている。 

 

（４）その他 

各期のクラス・ミーティングにおいて、クラス・アドバイザーの教員が学生

から要望を聞いている。 

また、良好な研究環境を維持するため、研究室委員会 12が設けられている。 

 

２ 点検・評価 

本法科大学院における、教室・ゼミ室・情報処理教室・模擬法廷教室・教員

研究室等の施設及びプラズマディスプレイ・無線ＬＡＮ・コピー機・プリンタ・

学生用ロッカー・貸出用ＰＣ(市ヶ谷ＩＴセンターで貸出)等の設備については、

現段階で合理的に必要な数量や広さが確保されており、かつ実施される教育の

効果向上に向け、適切な環境が既に整備されている。また、身体障がい者への

配慮についても、当該学生のニーズに応じ、既に適切な措置が講じられており、

入学者選抜要項でも周知を図っている。 

 

３ 自己評定 

Ｂ 

                                                   
12 2016年度法務研究科各種委員会委員一覧 
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４ 改善計画 

 教室内のＡＶ機器や情報機器について、2017 年度中教室７教室のマイクをデ

ジタルワイヤレスマイクに更新する予定である。
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７－５ 施設・設備（２）〈図書・情報源の整備〉 

 

（評価基準）教育及び学習に必要な図書・情報源及びその利用環境が整備され

ていること。 

 

１ 現状 

（１）図書・情報源の確保 

ア 学生の自習に供する情報環境の整備 13 

学生自習室内の全キャレルとローライブラリー閲覧席全席に情報コンセント

を設置し、インターネット環境への接続と法令・判例データベース等への接続・

検索を可能としている。また、大教室１室に 100 台のＰＣを備え置き、授業で

使用できるようにしているほか、15 台の館内貸出用ノートＰＣを市ヶ谷ＩＴセ

ンターに備え置き、自習室各席及び閲覧席で利用することもできるよう、体制

を整備している。 

加えて、自習環境に資するために、学生用のプリンタ及びスキャナを整備し

たほか、ローライブラリーには、デスクトップＰＣを 10台配置している。 

さらに、ＰＣ自習室(1351 号室・2409 号室)には、合計 85 台のデスクトップ

ＰＣが設置されており、学生が自由に利用することができる。 

市ヶ谷キャンパス内に無線ＬＡＮのアクセスポイントが設置され、現在は、

キャンパス内のほとんどのエリアで利用可能である。これによる法令・判例デ

ータベース等への接続・検索も可能である。また、セキュリティ上、個人ＰＣ

からアクセスするためには、事前にウイルス対策ソフトをインストールしたＰ

Ｃを市ヶ谷 ITセンターに持参し登録することが必須となっている。 

 

ＰＣ設置場所 設置状況 ＰＣの台数 

情報教室 100席全席に固定型ノートＰＣを設置 100 

ＰＣ自習室(2409号室) 44席全席にデスクトップＰＣを設置  44 

ＰＣ自習室(1351号室) キャレル席にデスクトップＰＣを設置  41 

図書室Ａ(1314号室) 閲覧席一部にデスクトップＰＣを設置 

閲覧席全席に情報コンセント設置 
 2 

図書室Ｂ(1414号室） 閲覧席一部にデスクトップＰＣを設置 

閲覧席全席に情報コンセント設置 
 7 

法科大学院事務課 館内貸出用ノートＰＣを保管 15 

合     計 210 

 

イ 図書室の環境整備 14 

市ヶ谷キャンパスは本法科大学院専用のキャンパスであり、本法科大学院専

用の図書室としてローライブラリーが設置されている。利用対象者は原則とし

                                                   
13履修要項 2016 pp.43-45 
14履修要項 2016 pp.46-48 
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て本法科大学院の学生と大学教職員である。 

図書室Ａは、年末年始を除き毎日８時から 24時まで利用できる。図書室Ｂは、

授業期間を通じて利用が可能である（月曜日から土曜日は 9:00-22:00開室、日

曜日・祝日は原則的に 10:00-18:00開室）。 

ローライブラリーには、司書を配置し、学生及び教員の図書資料の利用やリ

ーガル・リサーチに関する相談等に応じている。また、法令や判例、法律資料、

図書館などの最新情報や教育・研究・学修に役立つ情報を案内する便りも、電

子・紙の両媒体で提供するなどしている。新入生には入学時のオリエンテーシ

ョンで、図書館利用ガイダンスを実施するだけでなく、リーガル・リサーチの

ガイダンスも行っている。その他、蔵書検索や雑誌論文検索の講習会、日本法・

外国法のデータベース講習会等を適宜実施している。これらを始めとして、専

門性を考慮しながら、教育・研究・学修を側面から強力に支援している。 

 

ウ 図書資料等の整備 

図書資料の整備については、一層の充実を図っている。データベースの充実

を図り、法学関係データベースは、オンライン及びオフラインのものを含め、

判例・法令データベース、雑誌全文データベースなど 50種類程度を導入し、こ

のうち約 30種類は、市ヶ谷キャンパス外からもインターネットを通じて利用で

きるよう整備している。なお、ローライブラリーの Web サイトにこれら法学関

係を始めとするデータベースガイド 15を掲載し、リンクを貼っている。さらに、

先述した便りなどを媒体として学生が電子的に閲覧できるジャーナルのガイド

を作成し、見たい資料から各データベースにアクセスしやすいように提供して

いる。 

なお、組織的な取り組みとして、教授会のもとに図書委員会を組織し 16、新刊

図書の収集、利用頻度調査による複本の整備、利用規則の改善などをローライ

ブラリーと連携して行うと共に、教育研究支援室及びローライブラリーにおい

て新刊図書の選書資料の作成を行い、選書・配架の充実と促進を図っている。

講義要項に参考図書として挙げられているものは全て、ローライブラリーに配

架している。2016年度末における蔵書数は、図書約 53,400冊、雑誌 497タイト

ル（うち継続雑誌 343タイトル）、製本雑誌約 9,500冊で、総計約 62,900冊(未

製本雑誌の冊数は除く)である。また、講義、学修に密接な図書は、３冊以上備

えることとしている。したがって、本学の他キャンパスに所在する図書も利用

可能な体制を設けているが、ローライブラリーの蔵書で学修活動をほぼ充足す

ることができる。 

 

（２）問題点及び改善状況 

                                                   
15本学 Webサイト「L・L<ローライブラリー> データベースガイド」 
http://www2.chuo-u.ac.jp/library/ichigaya_guideLaw.htm 
16 2016年度法務研究科各種委員会委員一覧 
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学生から、ＰＣの利用環境について、ＰＣやプリンタあるいはスキャナの不

調などが指摘されることがあるが、その都度市ヶ谷ＩＴセンターに常駐するＳ

Ｅが対応している。 

 

（３）特に力を入れている取り組み 

必要な書籍及びデータベースについては、常に最新のものを整備している。

その他、過去に発行された資料や外国文献などを収集し、学生及び教員の利便

を図っている。 

 

（４）その他 

全学年についてＴＫＣ提供のシステムなどの e-ラーニングシステムを取り入

れている。2014年８月以降、ＣＬＳ e-ラーニングシステム(新システム)を導入

している。本システムは、「基礎知識養成システム」、「起案力養成システム」で

構成されている。「基礎知識養成システム」では学修の記録が保存可能になるほ

か、基礎知識の確認をしながら弱点を客観的に把握し、克服できる環境が整備

されている。また、「起案力養成システム」では、2015年 7月から、全法律基本

科目を対象に、学期末試験の答案をアップロードし、学生同士や学生・教員間

で相互評価をすることにより、より多くの起案内容に触れながらきめ細かい指

導を進めることが可能となった。 

 

２ 点検・評価 

教育及び学修の上で必要な図書・情報源及びその利用環境は、十分に整備さ

れている。 

必要な情報へ学生及び教員が適時容易にアクセスできるローライブラリーの

蔵書スペース及び閲覧席が十分整備されている。また、学生及び教員がＩＴセ

ンターやローライブラリーなどにより支援を受けることができる。 

ローライブラリーの蔵書の充実については、カリキュラムの年次進行と学生

数に合わせた蔵書充実計画を着実に遂行すると共に、他のキャンパスの豊富な

図書資料も利用可能な体制を設けている。 

また、情報環境の整備が行き届き、利用できるデータベースの量と質が確保

されていることに加え、そのアクセスルートが確保されている。その他、学生

の必要に応じた e-ラーニングシステムが導入されている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

電子化された学修資源へのアクセスが必須となっている状況に鑑み、利便性

の向上とセキュリティの確保を調和させつつ、情報環境を整備する予定である。
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学生の持ち込み用ＰＣへウイルス対策ソフトをインストールすることを義務づ

け、登録制の安定した運用を維持している。また、学生用ＰＣの更新を適宜進

めている状況である。 

図書・資料の購入に際しては、利用図書の入れ替え等の工夫を図り、適宜所

蔵・配架スペースの確保に努めていく。法情報データベースについては、今後

もその発展に応じた検討を加え、追加・入れ替えを行うことを検討する。
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７－６ 教育・学習支援体制 

 

（評価基準）教育及び学習を支援するための人的支援体制が整備されているこ

と。 

 

１ 現状 

（１）事務職員体制 

本法科大学院に関する事務を取り扱う部署として、法科大学院事務課を置い

ている。 

法科大学院事務課に所属する事務職員は、専任職員９名、派遣職員８名、パ

ートタイム職員 10 名の合計 27 名である。本法科大学院事務課は、法科大学院

の運営に関わる全ての事務事項（学生広報、入学者選抜、学籍管理、授業編成、

授業支援、学期末試験、奨学金等）を取り扱っている。 

 

（２）教育支援体制 

ア 教育研究支援室 

本法科大学院においては、教員の授業、授業準備等を支援する仕組み・体制

として、本法科大学院独自の教育研究支援室が設置されており、本法科大学院

の教育課程の実態に即して整備され、有効に活用されている。同支援室を通じ

て提供されている主な教育支援サービスは以下の通りある。  

（ア）教材作成補助（授業用資料の検索収集・編集作業補助） 

（イ）授業で配付された教材、成績評価資料の保存 

（ウ）電子資料(データベース)の利用提供・代行検索 

（エ）「Ｃ plus」利用に関するサポート 

これらのサービスには、専任職員２名、派遣職員１名が、開室時間中（月曜

日から金曜日 9:30-20:00 土曜日 10:00-13:00 夏季・春季休暇期間は短縮）

に、２名ないし３名体制を敷いて従事している。  

 

イ 法科大学院事務課窓口における授業及び教育補助 

 授業実施に係る業務として、教材印刷、休講・補講情報の連絡、出欠情報の

管理等、定期試験等の実施に係る業務として、問題印刷、試験監督、答案・レ

ポートの返却等を行っている。 

 

ウ 実務講師制度による教育補助 17 

本法科大学院では、原則として弁護士としての業務経験が５年以内の弁護士

を補助教員（実務講師）として採用している（2016年度は 73名）。実務講師は、

「模擬裁判」、「ローヤリング」のような実務実践教育における教員補助、学生

の学修方法に関する質問や授業の予習と復習をフォローアップする学修相談等

の業務を行っている。 

    

                                                   
17CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 pp.13,36-37 



123 
 

（３）特に力を入れている取り組み 

教育及び学修を支援するための人的支援体制については、実務講師を採用し、

「模擬裁判」、「ローヤリング」のような実務実践教育における教員補助や、学

生の学修方法に関する質問や授業の予習と復習をフォローアップする学修相談

等の業務に従事させている。  

 

（４）その他 

教育研究支援室では、図書や外部機関から提供されるＤＶＤ等の教材資料の

収集・閲覧やシンポジウム案内の広報等を積極的に行い、より充実した支援を

行えるよう、工夫を重ねている。 

    

２ 点検・評価 

教育及び学修を支援する体制として、事務課において、専任・派遣・パート

タイム職員という豊富な人員を揃え、教員や学生の様々な要求に迅速かつ適宜

に応じている。また、教育研究支援室が、教員の授業支援を行う本法科大学院

独自の部署として機能している。さらに、実務講師は、教育補助要員として十

分な成果を挙げている。ただ、業務経験が５年以上の者の割合が増え、任期が

一般に長くなる傾向がある。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

実務講師については、引き続き人員確保に努める。事務職員の体制については、

現状を維持するように努める。
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７－７ 学生支援体制（１）〈学生生活支援体制〉 

 

（評価基準） 学生生活を支援するための体制が備わっていること。 

（注） 

  ① 「学生生活を支援するための体制」とは、経済的支援体制、精神面

のカウンセリングを受けることのできる体制、身体面において障がい

のある者を支援する体制、学生生活に関する相談に応じる体制を含む

ものとする。 

 

１ 現状 

（１）経済的支援 

ア 本法科大学院独自の奨学金制度の創設と運用 18、19 

本法科大学院では、開設時より独自の奨学金制度を発足させ、多様で優秀な

人材が本法科大学院における法曹養成のプロセスに参加し、学修に専念できる

よう、手厚い経済的支援を実施している。 

入学者選抜時の成績優秀者を対象にした学費全額相当（170万円）及び学費半

額相当（85万円）の奨学金（第一種、第二種奨学金）の給付を受けている者は、

2016年５月１日現在、全学生の 11.3％である。加えて、初年度に奨学金を受給

できなくとも、一定期間（１年間）の学業成績優秀者には、学費半額相当額給

付を内容とする第三種奨学金が用意されている（2016 年度支給実績 55 名）。こ

れらを総合すると、例えば 2016年度における３年次生は、その 45.9％が、学費

半額相当額以上の本奨学金を受給していることになる。 

また、以上の第一種、第二種、第三種の奨学金をいずれも受けていない学生

については、政府からの学生支援のための補助金を基にした第四種奨学金を用

意しており、対象者 1人あたり、2004年度は 50万円、2005年度は 40万円、2006

年度は 37 万円、2007・2008 年度は 30 万円、2009・2010 年度は 32 万円、2011

年度は 31万円、2012年度は 34万円、2013年度は 27万円、2014年度は 30万円、

2015年度は 30万円、2016年度は 24万５千円を支給している。 

さらに、学生への経済支援の一層の充実・強化を図るため、以上の給付奨学

金制度に加え、中央大学法曹会（本学出身の先輩法曹）の篤志により、給付奨

学金制度を導入している。毎年 20 名程度、１名あたり 30 万円を支給している

(2016年度の実績は 21名)。 

 

イ 本学の全学的な奨学金制度の運用 

本学の全学的措置である経済援助給付奨学金を援用して、熊本地震にて実家

が罹災した学生への経済的支援が実施された。 

 

ウ 外部機関による奨学金制度の活用 20 

 外部機関による奨学金（主に給付）について、案内及び募集を行っている。

奨学金によっては、本法科大学院学生に対する推薦枠が設定されている。 
                                                   
18CHUO LAW SCHOOL Guide Book 2017 pp.38-39  
19履修要項 2016 p.41 
20CHUO LAW SCHOOL Guide Book 2017 p.39 
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エ 日本学生支援機構の奨学金制度の有効な活用 21 

日本学生支援機構の奨学金のうち、無利子である第一種奨学金については、

定期採用時に 88 人、有利子である第二種奨学金については、定期採用時に 26

人、臨時採用時に 1 人と全ての申請者が定期採用又は臨時採用時に希望金額ど

おりの貸与を受けている（いずれも 2016年度実績）。 

なお、修了等に伴って奨学金の受給を終了した者の第一種奨学金の返還免除

については、2010年度が全額免除 16名・半額免除 30名、2011年度が全額免除

13 名・半額免除 26 名、2012 年度が全額免除 12 名・半額免除 23 名、2013 年度

が全額免除 14名・半額免除 25名、2014年度が全額免除 12名・半額免除 22名、

2015年度が全額免除 12名・半額免除 23名となっている。 

 

オ 提携金融機関の教育ローンの利用 22 

金融機関と提携しており、本法科大学院学生はこれらの金融機関の提供する

教育ローンを利用することができる。 

 

（２）障がい者支援 

キャンパス内のバリアフリー化（可動式スロープの設置等）により、車椅子

での移動が可能である。また、２号館１階には多目的トイレを設置している。

さらに必要に応じて、教室内に車椅子専用の移動式机を設置したり、介助者用

のスペースを設ける等の支援を行っている。 

授業においては、座席位置等の配慮を行っている。 

また、学期末試験において、対象となる学生の障がいの種類及び程度に応じ

て、試験時間の延長、別室受験及びＰＣや拡大鏡の使用を認めている。 

 

（３）セクシュアル・ハラスメント等人間関係トラブル相談窓口 

学生からの相談については、後述の「（４）カウンセリング体制」で説明され

ている通り、専門職大学院学生相談室が対応しているが、このほかに法人組織

として多摩キャンパスに置かれたハラスメント防止啓発委員会及びその事務組

織であるハラスメント防止啓発支援室が中核となり、各種ハラスメントの防止

啓発及びハラスメント事案への対応業務を行っている。本法科大学院のある市

ヶ谷キャンパスにおいては、法科大学院事務課にハラスメント相談窓口が置か

れているが、他キャンパスに置かれているハラスメント防止啓発支援室等の相

談窓口でも、ＦＡＸ、メール又は手紙での相談にも対応することとしており、

相談者がアクセスしやすい相談体制を整えている。また、その範囲はセクシュ

アル・ハラスメント、パワー・ハラスメント及びアカデミック・ハラスメント

を含む全てのハラスメントを対象としている。 

具体的な防止啓発活動としては、講演会及び各キャンパスにおける防止啓発

キャンペーンの実施のほか、規程及びガイドラインの本学 Web サイトへの掲載
23、全学生及び全教員へのリーフレットの配付及びハラスメント防止啓発ポスタ

                                                   
21CHUO LAW SCHOOL Guide Book 2017 p.39 
22CHUO LAW SCHOOL Guide Book 2017 p.39  
23本学 Webサイト「ハラスメント対策」http://www.chuo-u.ac.jp/aboutus/efforts/harassment/ 
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ー「NON HARASSMENT MOVEMENT」の掲示が挙げられる。 

 

（４）カウンセリング体制 

本学では、専門職大学院に在学する学生が抱える学生生活上の諸問題に関す

る相談に対応するために、本法科大学院がある市ヶ谷キャンパスに「専門職大

学院学生相談室」（以下「相談室」という）を設置している 。 

相談室の運営は、専門職大学院各研究科長、各研究科教授会から選出された

専任教員、及び精神科医、臨床心理学に関する専門知識を有する者によって構

成される「専門職大学院学生相談室運営委員会」（以下「委員会」という）が担

当しており、年１～２回委員会を開催し、委員会の運営に関する議案を審議す

ると共に、相談の現状及び今後のあり方等を議論している。 

相談室が対象とする相談の範囲は幅広く、進路・修学、精神衛生、対人関係

など様々な相談に対応している。 

これらのうち、精神衛生及び性格・対人関係等に関わる相談には、カウンセ

ラー１名（火曜日 13:00-17:00）と精神科医２名（水・木曜日 13:00-17:00）が

対応し、進路・修学に関する相談事項については、教授会から選出された教員

相談員が対応する体制がとられている。 

2016 年度（2017 年３月 31 日現在）の相談室の利用状況は、新規相談者数 20

件（法学未修者８件、法学既修者 12 件）、再来相談者数 151 件（法学未修者 48

件、法学既修者 103件）である。 

2015年度が、新規相談者数 17件、再来相談者数 106件であったので、昨年度

よりも増加の傾向を示している。 

 相談内容は、健康 43 件、精神衛生 70 件、性格・対人関係 58 件、その他０

件であった。 

相談室のインテーク・ワークは、保健センター（市ヶ谷分室）において行わ

れ、実際の相談業務は、相談者のプライバシー確保のために、学生相談用面接

室において実施されている。2015 年度には、オピニオン・アンケートでの学生

からの意見を踏まえて、よりプライバシー確保ができるよう、学生相談用面接

室を学生が集まる談話コーナーに近い１号館５階から教員研究室が主の６階へ

と移動した。 

精神衛生を含む学生相談においては、広報活動が不可欠であることに鑑み、

履修要項において掲載 24するほか、学年当初のガイダンスにおいて口頭説明をし、

これに加えて、パンフレットを全学生に配付している。そこでは、「こころの危

険信号をキャッチする！」との表題の下に、「このような状態が続くなら早めに

ご相談ください」として、10の症状を列挙し、学生の理解を深める努力をして

いる。 

この他にも、各クラスに、専任教員２名のクラス・アドバイザーを配置し、

各学期初めのクラス・ミーティング等で学修、進路及び生活相談に対応してい

るほか、その他全ての専任教員がオフィス・アワーにおいて各種相談に対応し

ており、必要に応じて、相談室と連携する仕組みとなっている。 

 

                                                   
24履修要項 2016 p.42 
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（５）問題点及び改善状況 

充実した本学内部の奨学金の支援体制に加え、経済的な支援の充実について

もさらなる充実を目指している。なかでも、外部機関による奨学金については、

質・量共に拡充していくように、情報の収集・発信をし、個別に一人一人の申

請書類をチェックし、アドバイスを加えて行くなどの学生サポートを行ってい

る。積極的な広報活動と、充実したサポートの成果として、外部機関による奨

学金は少しずつ獲得人数が増えてきていると共に、申請者数自体も増えており、

学生の認知度が徐々に高まっている。    

 

（６）特に力を入れている取り組み 

経済的支援体制の強化を目指し、本法科大学院事務課では、外部機関による

奨学金の情報を収集し、得られた情報を「Ｃ plus」及び掲示を通じて、全学生

へ発信している。また、入学直後の日本学生支援機構奨学金の申請時期（毎年

４月上旬から中旬）においては、奨学金を希望する学生が本法科大学院事務課

窓口に数多く来訪することから、奨学金に関する専用相談窓口及びスタッフを

配置し、学生の経済的不安を取り除くための支援に特に力を入れている。 

 

（７）その他 

本学出身法曹の篤志により、本法科大学院学生専用の学生寮が割安な賃料に

て提供されている。提供された学生寮には、女子寮（第一志法寮、賃料 26,000

～32,000円／月）と男子寮（第二志法寮、賃料 27,000～39,000円／月）とがあ

り、いずれも本法科大学院から徒歩圏内にある。 

 

２ 点検・評価 

学生生活を支援するための体制については、奨学金をはじめとする経済的体

制、相談室等を含むカウンセリング体制などが十分確保されている。基本的に、

本法科大学院事務課が学生対応窓口の中心として、適宜必要な専門家や部課室

への働きかけを行うことできめ細かい対応をしている。 

精神衛生を含む各種学生相談については、市ヶ谷キャンパス内に、専門職大

学院生対象の相談室を設け、カウンセラー１名、精神科医２名及び教員相談員

を配置し、対応を行っている。毎年度、履修要項への掲載及びリーフレットの

配付を行い、周知に努めており、極めて有効に機能している。 

また、身体的障がいのある者の就学に際しては、入学者選抜出願前に教務委

員長及び入試・広報委員長と面談し、入学後の円滑な学生生活に資するため、

本法科大学院の施設及び学修環境に関する説明を行っている。入学後は教務委

員会及びクラス・アドバイザーと連携する体制が整備されている。 

さらに、各種ハラスメントに関する相談については、専用の窓口を整備して

いる。毎年度、ガイダンスでのリーフレット配付及び防止啓発キャンペーンを

行い、周知に努めている。相談をする窓口は他キャンパスに置かれている窓口

でも良く、手段も電話、メール又は手紙でも受け付けるなど相談しやすい体制
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が整備されており、極めて有効に機能している。 

その他、本学出身法曹の篤志により、寮が提供されている。 

 また、本法科大学院学生のみで構成される運動サークルが幾つか存在し、学

生は心身のリフレッシュ、そして対外試合で他大学の法科大学院学生との交流

を図っている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

学生の経済的支援を強化するため、外部機関による奨学金の獲得を図ると共

に、これらを含めた奨学金情報について、「Ｃ plus」及び掲示を通じて、学生

が容易に情報にアクセスできる体制をより一層整備する。 

学生相談室の周知により一層努め、カウンセラーや精神科医などに学生がよ

り相談しやすい環境作りを進める。
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７－８ 学生支援体制（２）〈学生へのアドバイス〉 

 

（評価基準）学生が学習方法や進路選択等につき適切にアドバイスを受けられ

る体制があり、有効に機能していること。 

 

１ 現状 

（１）アドバイス体制 

ア クラス・アドバイザーによるアドバイス 

学生の学修生活一般について気軽に相談できる環境を作っている。各学年共

に各クラス２名のクラス・アドバイザーを配置している。クラス・アドバイザ

ーは、学修方法等について助言するのみならず、学生の出席状況、成績につい

ても把握し、学生の学修生活を広くサポートしている 25、26。 

 

イ 実務講師によるアドバイス 

本法科大学院の特色ある仕組みの一つである、実務講師によるフォローアッ

プ演習 27は 、個別的な学修についての助言のみならず、先輩法曹の立場から学

修の方法や進路に関する種々の適切な助言を学生が受ける機会となっている。

実務講師には、2016年度において、総勢 73 名の弁護士が就任している。実務講

師は、本法科大学院を修了した弁護士が主体となっており、主として１年次及

び２年次後期から３年次前期の学生に対するフォローアップ演習を担当してい

るが、参加した学生からはきわめて高い評価を得ている。 

 

ウ リーガル・キャリア・サポート委員会によるアドバイス 

在学生及び修了生に対するキャリア・サポートの必要性を鑑みて、2011 年４

月に教授会の下にリーガル・キャリア・サポート委員会を設置し、合わせて相

談窓口を設け、専属のキャリア・コンサルタントを配置した。リーガル・キャ

リア・サポート委員会では、教授会終了後ほぼ毎回委員会を開催し（2015 年度

の開催回数９回）、将来目指すべき法曹等、学生に関するアドバイスを行うこと

を目的として各種ガイダンスの開催、求人情報の案内、求人開拓、各種相談対

応などについて委員会で議論をして、在学生及び修了生へのキャリア・サポー

トを積極的に行っている。 

 

エ 相談室によるアドバイス 

 前述の「７－７ 学生支援体制（１）〈学生生活支援体制〉」にて述べた通り、

学修方法、進路選択等の相談は相談室においても受け付けており、これらの事

項については、主として本法科大学院教授会から選出された７名の教員相談員

（民事系３名、刑事系１名、展開・先端系３名で構成。うち研究者教員６名、
                                                   
25中央大学法科大学院内規集№39 クラス・アドバイザー制度の充実及び運用改善のための申し合わせ 
26中央大学法科大学院内規集№40 クラス・アドバイザー対応指針 
27CHUO LAW SCHOOL GUIDE BOOK 2017 p.13 
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実務家教員１名。）が対応する体制がとられている。 

 

（２）学生への周知等 

それぞれ、履修要項、ガイダンス、リーフレット、「Ｃ plus」及び掲示にて

周知を図っている。 

    

（３）問題点及び改善状況 

学生からは、就職に関する情報がまだ十分でないとの意見があったが、本法

科大学院側の情報提供を順次充実させている。今後も引き続き、学生のニーズ

と見合う形での情報提供を続けていく。リーガル・キャリア・サポート委員会

の出席者が一部の教員に限られ、出席率が低いので、出席率を高めるように教

員に強く要請をしていく。 

    

（４）特に力を入れている取り組み 

就職ガイダンスとして、本法科大学院修了生が学生へ情報を提供する機会を

設けている。 

また、毎年、司法試験合格者が学生に体験を語る機会 28を設け、その際に、就

職活動のアドバイスもできる人材を選んでいる。 

    

（５）その他 

リーガル・キャリア・サポート委員会は、学生及び修了生向けに、定期的に

法律事務所、企業法務部及び官公庁の協力を得て説明会を開催している。 

    

２ 点検・評価 

学生が学修方法、進路選択、将来構想等についてアドバイスを受けることの

できる体制については、オフィス・アワー、クラス・アドバイザー、実務講師、

相談室、リーガル・キャリア・サポート委員会による支援など、多層面で整備

がなされ、学生に対し「Ｃ plus」を通じて告知もされ、それぞれが有効に機能

している。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

今後は、弁護士の職域拡大もふまえて、時代を先取りする形で学生生活のサ

ポートをしていくことが望ましく、リーガル・キャリア・サポート委員会を通

じた就職ガイダンスを拡大していく。また、修了生の講演会の回数を増やすこ

とも計画している。 

                                                   
282014年度司法試験合格者報告会 
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第８分野 成績評価・修了認定 

 

８－１ 成績評価〈厳格な成績評価の実施〉 

 

（評価基準）厳格な成績評価基準が適切に設定・開示され、成績評価が厳格に

実施されていること。 

 

１ 現状 

（１）成績評価基準の設定 

ア 法科大学院としての成績評価方針 

本法科大学院では、授業運営、試験実施、成績評価、進級判定及び修了に関

わる事項について、「法科大学院の授業運営・試験方法等のあり方に関する申し

合わせ」1、「中央大学法務研究科における成績評価、進級判定及び修了判定に係

る異議申立て手続きに関する規程」2で定めている。それぞれ教授会の決議を経

て制定されたものである。 

個別の科目の成績評価基準の大枠は、後述「イ 成績評価の考慮要素」、「オ 

各教員の担当科目についての成績評価基準」に示す通りであるが、「６－１－２ 

授業（２）〈授業の実施〉１（２）到達目標との関係」で述べたように、数年来

の議論で「中央大学法科大学院到達目標」を完成させたことを受け、各科目に

おける具体的評定に当たっては、当該到達目標を考慮しつつ、後述「ウ 評価

の区分と絶対評価・相対評価」のＡ～Ｆ及びＮの７段階で評価をつけるように

している。 

 

イ 成績評価の考慮要素 

成績評価基準のうち、骨子である評価区分と評点は、教授会における申し合

わせにより設定されている。具体的内容として、筆記試験の他、平常点、レポ

ート及び口頭試問を組み合わせて成績評価を行うか否かについては、担当教員

が授業科目の内容・性質に応じて各々のウエイトも含めて決定している。ただ

し、筆記試験を実施する科目についても、それのみならず、プロセス教育を重

視する観点から、学期途中における様々な学力チェック（小テスト・中間試験・

レポートなど）、授業への参加・発言状況等を考慮して、一定程度平常点を加味

することは教授会の議論で一致している。他方で、複数教員が担当する科目の

筆記試験では、学生の最終的な到達度を統一的に判断する必要性から、試験問

題及び採点基準を協議した上、科目毎に統一した試験を実施している。なお、

過去の認証評価において、平常点について、出席点を基準としているような科

目や、出席だけで評価されるような科目がある点、また、学期末試験のみによ

り評価し、平常点を考慮要素に入れることとしていない科目がある点について

指摘された。それを受けて、プロセス教育を強化し、段階的な学力判定と授業
                                                   
1中央大学法科大学院内規集№33 法科大学院の授業運営・試験方法等のあり方に関する申し合わせ 
2中央大学法科大学院内規集№29 中央大学大学院法務研究科における成績評価、進級判定及び修了判定に
係る異議申立て手続きに関する規程 
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への参加度を客観的に評価する体制づくりを行い、教授会やＦＤ委員会におい

て共通認識を持つ取り組みがなされ、それに沿った運用がなされるようになっ

た。 

また、プロセス重視の観点から、出席調査を厳格にすると共に、全授業回数

の３分の１を超える授業回数を欠席した場合は原則として成績をＦ3、4、5、6と評

価することとしている。このことは履修要項 7に記載されており、ガイダンス及

びクラス・ミーティングの機会を通じて学生に口頭でも通知しているため、周

知されている。 

 

ウ 評価の区分と絶対評価・相対評価 

成績評価の評価と評点（Grading System）は、Ａ（90～100点）、Ｂ（80～89 

点）、Ｃ（70～79点）、Ｄ（60～69点）、Ｅ（60点未満、不合格）、Ｆ（評価不能）、

Ｎ（認定）であり、基準等は以下の通りである。 

Ａ：当該科目について法科大学院の学生が修得すべき最低限の内容を修得して

おり、かつ、当該科目で扱う事項に係る十分な発展的理解が認められる者の

うち、その総合点が当該科目履修者の総合点分布の上位 15％以内に属する

者 

Ｂ：当該科目について法科大学院の学生が修得すべき最低限の内容を修得して

おり、かつ、当該科目で扱う事項に係る発展的理解が認められる者のうち、

その総合点が当該科目履修者の総合点分布上位の 40％以内に属する者 

Ｃ：当該科目について法科大学院の学生が修得すべき最低限の内容を修得して

おり、かつ、当該科目で扱う事項に係る発展的理解の萌芽が認められる者 

Ｄ：当該科目について法科大学院の学生が修得すべき最低限の内容を修得して

いることが認められる者 

Ｅ：当該科目について法科大学院の学生が修得すべき最低限の内容を修得して

いることが認められない者 

Ｆ：Ｅのうち、成績評価に必要な資料が得られない等により成績評価が不能で

あることが不合格の理由である者 

なお、「中央大学法科大学院における成績評価に関する内規運用指針」におい

て、Ａは上位 15.0％未満、ＡとＢを併せて上位 40.0％未満と定めている。さら

に、成績評価理由書を提出することで、Ａは上位 25.0％未満、ＡとＢを併せて

上位 50.0％未満とすることを可能にしている。 

成績評価の特例として、実務基礎科目群のうち、次の科目については、科目

の特性に鑑み、合否判定のみを行うこととし、成績評価は、合格の場合はＡ、

不合格の場合はＥ、評価不能の場合はＦとしている。 

                                                   
3中央大学法科大学院内規集№38-1 法科大学院における授業欠席の取り扱い関する履修要項の記載について 
4中央大学法科大学院内規集№38-2 厳格な出欠管理について 
5中央大学法科大学院内規集№38-3 学校保健安全法施行規則 18条記載の感染症による欠席の取扱いについて 
6中央大学法科大学院内規集№38-4 裁判員選出に伴う欠席の取扱いについて 
7履修要項 2016 p.31 
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「法曹倫理」、「法文書作成」、「模擬裁判」、「ローヤリング」、「リーガル・ク

リニック」、「エクスターンシップ」 

 また、次の科目については、当該科目の特性に応じて、前述の運用指針を考

慮しないで成績評価を行うことができる。 

「基礎演習」、「テーマ演習Ⅰ・Ⅱ」、「政策形成と法」、「４群特講Ⅱ＠企業内法

務の実務」、「４群特講Ⅱ＠法整備支援論」、「研究特論」、履修者数が 20 名以下

の科目、その他ＦＤ委員会が適当と認めた科目 

 

エ 再試験 

2011年度までは学期末試験における再試験を実施していたが、2012年度から、

よりプロセス教育を重視する観点に基づき廃止した。 

具体的な経緯としては、従前の再試験制度では、成績不良者に対して、自己

の勉強方法を見つめなおし、勉学への一層の努力を促し、その限りで学力向上

につながるという効果を期待していたが、学年暦上、成績発表から再試験の実

施までに２週間しかなく、成績異議申立てを介した場合、成績確定から再試験

実施まで１週間程度しか期間がないため、再試験までの準備期間が極めて短い

状況であった。したがって、学生にとっては、この短期間の間に、必要とされ

る知識を詰め込む学修になってしまい、学力向上の効果があまり期待できない

という議論があった。 

また、学生に自己の学修方法の問題点を認識させた上で、それに応じた勉強

方法を確立させるには、比較的長期間にわたる段階的措置が必要である。した

がって、学期末よりかなり前の段階で中間試験等を実施し、その学修状況を踏

まえ、その後の授業に臨むことが求められる。すなわち、日々の授業における

学修状況のチェック、学期途中の理解度を確認する中間試験の実施、そして最

終的な到達度を確認する学期末試験をうまく連携させることが、法科大学院制

度本来のプロセスを重視した教育の理念に合致すると判断され、再試験制度は

廃止することとなった。 

 

オ 各教員の担当科目についての成績評価基準 

大枠の成績評価の評価と評点は、教授会における申し合わせにより設定され、

筆記試験の他、平常点、レポート及び口頭試問を組み合わせて成績評価を行う

か否かについては、教員が授業科目の内容・性質に応じて決定している。複数

の教員が担当する科目では、各学年で目標とされる学力到達度を考慮し、最終

的到達度を図る試験問題のレベルも含めて、筆記試験、平常点の評価割合を議

論して評価基準を設定している。単独の教員が担当する科目については、基本

的に当該教員個人がその科目の内容に鑑みて評価基準を設定しているが、ＦＤ

研究集会ではそれぞれの成績基準について可能な限り意見交換を行い、各科目

の成績評価基準及びその方法においてばらつきが生じないよう、教授会やＦＤ
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研究集会にて調整と確認が行われている。 

 

（２）成績評価基準の開示 

 開示内容、開示方法・媒体、開示の時期 

入学年度に配付している「履修要項」に評価方法、成績評価とＧＰＡの関係、

ＧＰＡの算出方法、成績発表等の内容 8が記載されている。また、科目毎の成績

評価基準については、各年度初めに配付している講義要項に記載されていると

共に、「Ｃ plus」でも同内容を閲覧することができる。 

 

（３）成績評価の厳格な実施 

ア 成績評価の実施 

学生に対してあらかじめ講義要項等で示した評価基準を厳守することは教授

会での合意事項であり、学期途中において変更の必要が生じた場合には、授業

中での告知のほか、「Ｃ plus」などによって周知を図っている。 

複数教員が担当する科目では、評価方法、試験問題及び採点基準を協議した

上、科目毎に統一した試験を実施し、採点についても、あらかじめ統一的な採

点基準を徹底し、あるいは複数教員が同一答案を評価するなどして評価の客観

化を図っている。 

学生には成績と共に試験の講評を公開し、自らの答案のコピーを返却してい

ることから、試験の評価が適正に行われているかどうかを客観的に判断する材

料は提供されている。また、学生には成績判定につき異議申立ての機会が与え

られていることから、講評の公開・自らの答案コピーの返却と合わせて、成績

評価の客観化が事後的に図られていると共に教員間での評価のばらつきの防止

に努めている。なお、成績評価資料については、規程 9、10を整備して回収・保存

を確実にすることとしている。 

最後に、全ての科目について成績評価の分布をとりまとめた資料を教授会に

資料として提出し、分布状況を共有し検討に供している。 

 

イ 到達度合いの確認と検証等 

授業運営は、本法科大学院で修得すべき内容のうち、特に重要な部分を中心

に展開されるので、学期末試験の出題もこれに相応する内容が多くなるが、こ

の点は学年に応じてバリエーションもある。１年次配当科目では、授業で扱う

基礎的で重要な事項を確実に理解することが大切であるとの見地から、出題は

基本的に授業で扱った範囲に限定する傾向にあるが、２年次以降配当科目の授

業では応用力・事例分析能力の向上がねらいとされるため、試験問題も授業で

扱った論点のみならず、さらに発展させた部分を扱うことが多い。その際には、

前述の「中央大学法科大学院到達目標」に鑑みて、学生の自学自修も前提にし

て当然に修得するのが望ましい論点を出題するように配慮している。 

                                                   
8履修要項 2016 p.34 
9中央大学法科大学院内規集№33 法科大学院の授業運営・試験方法等のあり方に関する申し合わせ 
10中央大学法科大学院内規集№36 授業及び成績評価に関する資料の保存に関する申し合わせ 
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このような出題意図は、試験終了後に開示される講評の中で説明するように

しており、学生にも十分伝わっている。 

 

ウ 再試験等の実施 

2012年度より、再試験制度は廃止とされた。 

 

（４）法科大学院の学生が最低限修得すべき内容を踏まえた成績評価の実施を

担保するための組織的体制・取り組み 

前述のように、「中央大学法科大学院到達目標」が作成され、授業担当者はこ

れを基準として授業運営・成績評価を行っている。もっとも、各教員の間には

最低限修得すべき内容のラインの点で主観的な解釈の違いもありうることから、

ＦＤ研究集会等においては、Ａ～Ｆの評価のあり方について意見交換を行い、

教員間のコンセンサスを得るように努力している。 

    

（５）特に力を入れている取り組み 

 成績評価の「見える化」を可能な限り図っている。 

 

（６）その他 

学期末試験を病気その他やむを得ない事由により受験できなかった者に対し

て、追試験 11を実施している。 

受験資格は、「二親等内の親族の死亡、傷病、公共交通機関遅延、その他やむ

を得ない事由」により、試験期間に実施される試験を受験できなかった者とし

ている。 

追試験の形式・内容は本試験と同様である。多くの場合、本試験の作成の段

階でいくつか問題案を作成し、その中から本試験の問題と追試験の問題を選択

するようにしているため、２つの試験問題のレベル等に齟齬が生じることはな

い。 

 

２ 点検・評価 

過去の認証評価報告書において、本法科大学院は「成績評価基準の内容及び

事前開示の方法について、法科大学院に必要とされる水準に達しているといえ

る。しかしながら、各科目の成績評価の基準や方法について科目により相当の

ばらつきがあること、成績評価の方法として出席だけで評価されるような科目

があるほか、学期末試験のみにより評価し平常点を考慮要素に入れることとし

ていない科目が多数あるなど、改善の必要性が高い。」との指摘を受けた。 

これを受けて、本法科大学院では成績評価のあり方についての見直しと改善

のために、ＦＤ委員会において議論を重ねた。教育方法は科目によって異なる

ので、その成果を測るための評価方法や基準にある程度の違いが出るのは避け

られないことではある。一方で法科大学院制度のプロセス重視の理念に鑑みる

と、各科目において性質上のウエイトの差は避けられないにせよ、全ての科目

                                                   
11履修要項 2016 p.36 
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について、試験のみならず、平常点を評価材料とすることが徹底されることと

なった。また、同一科目をクラス別に個別の担当者で開講する場合、クラスに

よって大きな評価のばらつきが生じることは適切でないことから、このような

ケースでは特に、担当教員による意見交換を頻繁に行うよう調整してきた。 

また、2015 年度より「中央大学法科大学院における成績評価に関する内規」

及び「中央大学法科大学院における成績評価に関する内規運用指針」を制定し、

より客観性及び厳格性を確保する制度が整った。 

これらの措置により、成績評価の厳格性、客観性については、過去の認証評

価の段階よりも格段に改善がなされていると考える。 

ただし、成績評価の分布に科目毎のばらつきがなおあることも確認されてい

るが、このばらつきの多くは科目の特性や学生の実態によるものであると推察

する。もっとも、ＦＤ研究集会等において、成績評価基準の厳格な遵守を啓発

し、教員相互の共通認識とするよう試みている。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

厳格な成績評価の方法や基準の設定・開示には、その前提として、各科目の 

到達目標が明確に定められている必要がある。かねてより、科目別履修ガイド

ラインの策定・改定や各科目担当者による議論を通じて、司法研修所における

修習で求められる能力や司法試験の合格に必要な学力から逆算して、本法科大

学院修了時点及び各学年修了時点でどの程度の学修達成度が必要であるのかに

ついてのコンセンサスを形成し、それに沿った成績評価基準を設定する努力を

してきた。その成果として、「中央大学法科大学院到達目標」が完成したことは

前述の通りであるが、今後は、さらなるＦＤ活動や教授会の議論などを通じて、

この「到達目標」について検証を進める。 

 また、科目特性のため通常の成績評価基準を考慮しないことができるとされ

ている科目についても、厳格かつ公正な成績評価が要求されるとの観点から、

その運用が適切であるか否かにつき不断の検討を継続する。 
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８－２ 修了認定〈修了認定の適切な実施〉 

 

（評価基準）修了認定基準、修了認定の体制・手続が適切に設定・開示された

上で、修了認定が適切に実施されていること。 

（注） 

① 「適切に設定され」ているとは、法科大学院の学生が最低限修得す

べき内容を踏まえて、修了認定要件が設定されていること、及び、修

了認定要件としての、必要単位数や履修必要科目（必修科目や選択必

修科目）、他の大学院や他の法科大学院等との単位互換条件等が、適用

される法令に準拠し明確に規定されていることをいう。修了に必要な

単位数は９３単位以上でなければならず、１００単位程度までで設定

されることが望ましい。 

 

１ 現状 

（１）修了認定基準 

修了認定基準は、学則第 64 条 12に定められている具体的な所定単位数がカリ

キュラム改正等で異なるため、各入学年度の履修要項 13に記載されている。 

修了認定は、修了に必要な単位数を確認して行っている。各学年に配置され

た個々の科目を履修し、単位を修得すれば、法曹となるのに必要な能力が体系

的に備わるようにカリキュラムを編成した上、これを担保するために、法律基

本科目群の授業科目については、「履修前提要件」14を設定し、下級年次の一定

の授業科目を修得していなければ上級年次の配当科目を履修することができな

いものとする制度を採用している。 

前述の「中央大学法科大学院到達目標」が作成される前の段階でも、各科目

において合格となり、修了に必要な単位が確保できれば、法曹としての基本的

素養は修得されるようにカリキュラム設定をなしてきたところである。 

また、進級要件については、「（２）修了認定の体制・手続」に記載している。 

 

（２）修了認定の体制・手続 

修了認定の体制・手続は、学則第 15条 15において定められている。 

具体的には、法科大学院事務課にて修了判定に関する資料を作成し、修了判

定委員会（メンバーは研究科長及び研究科長補佐）にて原案を作成し、運営委

員会、教授会へ上程している。 

設立当初は、各科目についてＤ以上の評価を受け、修了に必要な単位に到達

すれば修了を認めることにしていた。しかし、その後の修了生の司法試験の合

否との関連性を調査した結果、在学時の成績の平均値（ＧＰＡ）が一定程度に

満たない場合にはほとんど司法試験に合格しえないという実態があることも考

                                                   
12中央大学法科大学院内規集№1 中央大学専門職大学院学則 
13履修要項 2016 p.4.18 
14履修要項 2016 pp.5-6 pp.19-20 
15中央大学法科大学院内規集№1 中央大学専門職大学院学則 
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慮し、2008 年度からは、１年次から２年次への進級判定制度 16（法律基本科目

群の必修科目においてＧＰＡが 1.80（現行の数値）に満たない場合には、同一

年次に留まり、Ｃの評価以下の科目についてもう一度履修を義務づける制度）

を導入すると共に、修了判定手続を明確にした。これらの点については、学則

及び内規を整備し、各種説明会及び入学者選抜合格者への通知文書等で周知さ

せている。入学者には４月の履修ガイダンスで説明すると共に、履修要項に明

記している。また、カリキュラム・進級制度検討委員会において、学生の自学

自修を促進すべきこと、成績不振者は進級を急がず基礎に立ち返って学修を進

めることが有益であるという議論がなされた。その結果、本法科大学院として

厳格な成績評価により一層取り組むべきことに照らして、2014 年度からは、２

年次から３年次にかけても同様の進級判定制度 17が導入された（基準となるＧＰ

Ａは 1.50。ただし、2017年度からはこれを 1.65とすることが決定されており、

適用対象となる 2016年度未修入学者には周知させている）。 

この進級判定も、修了判定と同じ方式・組織によって行っている。 

    

（３）修了認定基準の開示 

入学年度に配付している「履修要項」に「修了要件」という項目にて記載さ

れている 18。なお、修了要件等について学生からの問い合わせ等があった場合に

は、適宜法科大学院事務課窓口で相談に応じている。 

なお前述（１）の履修前提要件制度により、標準修業年限で修了できなくな

る可能性があることについては、学生に明確に告知し、計画的・体系的な履修

を行うよう注意を喚起している。 

 

（４）修了認定の実施 

ア 修了認定の実施状況 

2016年度 3月の修了認定の実施状況については以下の通りである。 

対象者数 修了者数 法学既修入学者 法学未修入学者 

206 203 
男 女 小計 男 女 小計 

133 37 170 17 16 33 

 

修了者における修得単位（平均・最高・最低）※小数点第二位を四捨五入 

 法学未修入学者 

平均修得単位数 ：  97.5 単位 

最高修得単位数 ： 102 単位 

最低修得単位数 ： 94 単位 

 法学既修入学者 

平均修得単位数 ： 65.5 単位 

最高修得単位数 ： 78 単位 

最低修得単位数 ： 63 単位 

                                                   
16履修要項 2016 pp.4-5 
17履修要項 2016 p.5.19 
18履修要項 2016 p.4.18 
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なお、修了予定であったにも関わらず修了認定されなかった者は、現在まで

いない。 

前述の通り、本法科大学院で最低限修得すべき内容をフォローした各科目に

つき合格することに加えて、進級判定基準も厳格に設けていることから、修了

認定の適切さは確保されており、修了生の学力水準は十分に保たれている。 

 

イ 法科大学院の学生が最低限修得すべき内容を踏まえた修了認定の実施を担

保するための組織的体制・取り組み 

本学では、全ての教育組織においてディプロマ・ポリシーが設定されており、

その具体化として、本法科大学院は「法科大学院（法務研究科法務専攻）を修

了するにあたって備えるべき資質・能力」を教授会にて決定し、その後、履修

要項に記載することで、教員間で考え方を共有している。 

本法科大学院の学生が最低限修得すべき内容については、修了に必要な科目

に展開されている。したがって、修了に必要な単位数を修得すれば、最低限修

得すべき内容を身につけて修了することができる仕組みとなっている。 

すなわち、体系的なカリキュラム、科目認定が修了判定の厳正さを担保して

きたが、これが十分に機能しているか否かは、主に教務委員会で議論しており、

絶えずその適正さを教員間で検討するようにしている。 

 

（５）特に力を入れている取り組み 

逆説的な言い方になるが、最後の修了判定に頼らない修了システム、すなわ

ち、各科目の単位認定、各学年での原級留置制度等、段階的な成績評価の実現

に努めていることによって、最終的な修了判定の適正さが担保されている。 

 

（６）その他 

 特になし。 

 

２ 点検・評価 

修了判定基準の設定、その実施・開示は適切になされてきたと考えている。 

基本的には単位積み上げ方式による修了認定であっても、特定科目で不合格

となり、次年度の科目が履修できなくなれば、標準修業年限で修了することが

カリキュラム上かなり困難になるため、実質的に履修前提要件の設定が修了認

定の基準設定の一部となっているということができる。すなわち、各科目の成

績評価が適正に行われることで、結局は、本法科大学院の修了生として必要な

学力の判定が行われているといえる。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

前述の通り、2008年度からは１年次から２年次への進級判定制度を導入して、
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それが一定の成果を収めている。また、2014 年度からは２年次から３年次への

進級判定制度も実施されたが、この判定により修了時において一定水準以上の

学力が担保されるような制度の運用に努めたい。2017 年度からは、２年次から

３年次への進級判定制度のＧＰＡ基準値について、前記のとおり現行値から引

き上げることを決定している。最終的には、これらの結果なども踏まえて、Ｇ

ＰＡによる修了判定制度の導入の是非も検討していきたい。
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８－３ 異議申立手続〈成績評価・修了認定に対する異議申立手続〉 

 

（評価基準）成績評価及び修了認定に対する学生からの異議申立手続が規定さ

れており、適切に実施されていること。 

 

１ 現状 

（１）成績評価における異議申立手続 

ア 成績の説明、試験に関する解説・講評 

本法科大学院では、授業運営、試験実施、成績評価、進級判定及び修了に関

わる事項について、「法科大学院の授業運営・試験方法等のあり方に関する申し

合わせ」、「中央大学大学院法務研究科における成績評価、進級判定及び修了判

定に係る異議申立て手続きに関する規程」19、20において取り決めがなされており、

とりわけ新任教員には年度初めに紙媒体で配付している。 

成績評価に関する事項については、学期末試験の採点表を配付する時期に「採

点についてのご依頼」、「『成績評価に関する講評』の作成について（お願い）」、

「中央大学法科大学院における成績評価に関する内規」、「中央大学法科大学院

における成績評価に関する内規運用指針」という書面にて各教員に周知徹底を

図っている。 

学生には成績評価の通知と共に教員の講評を伝達して、講評と自己の成績を

比較した上で一定期間内に成績に対する文書による異議申立ての機会が与えら

れている。異議申立てがなされた場合、当該科目の担当教員１名、および当該

科目を担当しない教員の中から研究科長が指名する教員１名の協議により、評

価変更の必要性を検討し、成績変更の有無と共にその理由を申立て者に文書で

通知するようにしている。 

なお、科目によっては、「Ｃ plus」における電子媒体でのお知らせに加えて

講評会を実施することで、より効果的に学期末試験を復習する機会となってい

る。 

 

成績評価異議申立ての件数 

年度 前期 後期 

2014 33件 30件 

2015 40件 56件 

2016 37件 7件 

 

イ 異議申立手続の学生への周知 

履修者が自分の成績評価について異議や意見を申し立てる制度の把握につい

ては、入学年度に配付している履修要項に「中央大学大学院法務研究科におけ

る成績評価、進級判定及び修了判定に係る異議申立て手続きに関する規程」と

して掲載すると共に、「学期末試験の実施について」という学生周知文書にも異

議申立てに関する手続方法やスケジュールを掲載している。 

                                                   
19中央大学法科大学院内規集№33 法科大学院の授業運営・試験方法等のあり方に関する申し合わせ 
20中央大学法科大学院内規集№29 中央大学大学院法務研究科における成績評価、進級判定及び修了判定に
係る異議申立て手続きに関する規程 
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（２）修了認定における異議申立手続 

ア 異議申立手続の設定 

2008 年度から、修了判定に係る異議申立て手続について規程を明確にしてい

る。もっとも、修了認定は基本的に単位積み上げ方式であり、2016 年度の修了

判定に係る異議申立ては０件であった。また、修了認定については、前述の「８

－２ 修了認定〈修了認定の適切な実施〉」で示した体制をとっているので、過

誤は生じないようになっている。 

 

イ 異議申立手続の学生への周知 

履修者が自分の成績評価について異議や意見を申し立てる制度の把握につい

ては、入学年度に配付している履修要項に「中央大学大学院法務研究科におけ

る成績評価、進級判定及び修了判定に係る異議申立て手続きに関する規程」と

して掲載している。 

 

（３）特に力を入れている取り組み 

 特になし。 

 

（４）その他 

 特になし。 

 

２ 点検・評価 

制度の趣旨が学生に浸透し、適切に運用されているものと思われる。ただ、

一部には制度の濫用と思われる申立ても見受けられるので、学生に対する制度

趣旨の周知をさらに徹底する必要がある。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

異議申立て制度本来の趣旨に沿った利用を学生に呼びかけると共に、教員に

対しては、異議申立ての濫発を防止する意味で、「採点結果及び成績評価に関す

る講評」を充実させること、授業を通じて成績評価のあり方を学生に理解させ

ることを求め、成績評価に関する学生と教員間の信頼関係の確立に努力してい

く。 

過去の認証評価において、異議申立てがなされた場合、複数教員担当科目に

おける科目担当教員２名が再度審査を行う現行の制度では、成績評価異議申立

て制度の透明性が確保できていないと指摘された。そのため、2016年度からは、

関係する内規について、複数教員担当科目であっても、当該科目担当教員とそ

の科目を担当しない教員の２名で審査する制度へと改正された。 
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第９分野 法曹に必要なマインド・スキルの養成 

 

９－１ 法曹に必要なマインド・スキルの養成<法曹養成教育> 

 

（評価基準）法曹に必要なマインドとスキルを養成する教育が、適切に実施さ

れていること。 

（注） 

① 「法曹に必要なマインドとスキル」とは、社会から期待される法曹

となるために備えておくべきマインドとスキルをいう。 

② 「適切に実施されている」といえるためには、法曹となるにふさわ

しい適性を持った人材に、「法曹に必要なマインドとスキル」を養成す

るための専門職法学教育が実施され、「法曹に必要なマインドとスキル」

を備えた者が修了するようになっていることが必要である。 

 

１ 現状 

（１）法曹に必要なマインド・スキルの検討・設定 

ア 法曹に必要なマインド・スキル 

① 本法科大学院が考える「法曹に必要なマインド・スキル」の内容 

「法曹としての使命・責任の自覚」、「法曹倫理」、「問題解決能力」、「法的知

識」、「事実調査・事実認定能力」、「法的分析・推論能力」、「創造的・批判的検

討能力」、「法的議論・表現・説得能力」、「コミュニケーション能力」の他に、

本法科大学院が考える法曹に必要なマインド・スキルをあえて挙げるとすれば、

それは、「豊かな人間性」である。 

法曹の職務は単なる法技術的な事務処理にとどまるものではない。様々な問

題や葛藤を抱えた紛争当事者や被疑者・被告人などの関係者から信頼されるよ

うな「豊かな人間性」を基礎として、全人格的に職務遂行にあたることが必要

であり、何が依頼者の利益にかなうか、といったことも単純には決まらないの

であって、そうした判断や専門家としてのスキルは、「豊かな人間性」に基づい

てこそ発揮されるものである。 

このような資質は、成年期に達する前に各人の自主的努力等によってほぼ形

作られるのが通常ではあるが、本法科大学院においても、教員等との接触を通

じてその形成に寄与することはある程度可能である。本法科大学院では、大規

模校ながらも創意工夫を重ねて少人数教育を実現していることや、実務家教員

の指導を直接受ける機会が多いことがその契機となり得る。学生は、クラス・

ミーティングや「ランチ＆トーク」、各種講演会 1などで、実務家等から率直に

法曹としての経験や人間観等について話を聴く機会に恵まれており、また、い

わゆる「学生と教員の距離が近い」と言われる面倒見の良さなども相俟って、

そこから直接間接に得られるものは決して少なくない。なお、臨床実務科目で

                                                   
1本法科大学院 Webサイト「講演会」 
http://www.chuo-u.ac.jp/academics/pro_graduateschool/law/assist_system/lecture/ 
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ある「エクスターンシップ」や「リーガル・クリニック」においては、実際の

相談者・依頼者に接することにより、様々な境遇や立場の人たちが法曹に対し

て法的助力を求めてくることを学生たちは実体験し、法曹になるためには単な

る知識のみならず「豊かな人間性」が求められることに気づくことになる。ま

た、「エクスターンシップ」においては、様々な企業における研修を経験するこ

とも可能であり、「リーガル・クリニック」においては、いわゆる企業法務を専

門とする実務家等の指導を受けることが、また、「企業内法務の実務」において

は企業内弁護士の講義を受けることが可能であって、裁判実務のみならず広い

視野を備えた法曹としてのビジネス・ローヤーのマインド及び企業においても

通用するスキルの修得の必要性を学ぶことができる。 

また、人・モノ・カネ・サービス・情報が国境を越えて行き交う社会におけ

るリーガルサービスの国際化は不可欠であって、本法科大学院では、基礎法学・

外国法科目群に複数の外国法科目や「Study Abroad ProgramⅠ・Ⅱ」、展開・先

端科目群に国際法系の科目を設置している。 

 

② 法科大学院による検討・検証等 

２つのマインド、７つのスキルに掲げられている点については、いずれも法

曹に必須なものと考えており、賛同する。２つのマインドについては、「法曹倫

理」や実務系科目を通じて非常勤教員を含め、多くの教員からの薫陶を受ける

ことができる。このことは、学生のアンケートから明らかである。７つのスキ

ルについては、まさに各授業の中でその涵養が図られており、教員間の認識の

共有や検証は、日常の授業の遂行やＦＤ活動を通じて実践されているところで

ある。 

「豊かな人間性」については、「第１分野 運営と自己改革」の記述を参照さ

れたい。 

国際化については、前述のように取り組んでいるところではあるが、法科大

学院学生が第１の目標とするのが修了による司法試験受験資格の獲得であるこ

とから、これをどのように教育課程やその他の活動、さらには入学者選抜に取

り入れ、国際的に活動する法曹の養成につなげていくべきかについてはなお模

索中である。「第１分野 運営と自己改革」で述べた通り、法科大学院の使命は

在学生に対する教育のみならず法曹への継続教育にもあるととらえて 2015年度

から法曹を対象とした短期セミナーを実施しているところ、多くの参加者があ

ることから、今後ともこの試みを続けていく所存である。 

 

③ 科目への展開 

法曹がその職務を行うにあたっては、司法制度の担い手として果たすべき使

命を自覚すると共に職務上必要とされる高い倫理観を持ってあたらなければな

らない。本法科大学院では、法曹候補者にふさわしい責任感と倫理観を涵養し、
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特に臨床科目などにおいて責任ある学修姿勢を確立するため、本法科大学院学

生としての「学生行為準則」2を制定し、倫理に関する学生の自覚を強く促して

いる。 

授業科目との関係では、「法曹倫理」は、まさに法曹としての高い倫理観につ

いて学生に考えさせ、具体的に法曹の行動規範を学ぶ機会を提供している。「リ

ーガル・クリニック」や「エクスターンシップ」などの臨床科目で法的サービ

スの利用者と直接に接したり、法曹の職務の遂行と対応を間近にみたりするこ

とは、法曹の役割の理解と使命感・責任感の形成に大いに役立っている。また、

「エクスターンシップ」の学生受け入れ法律事務所や「リーガル・クリニック」

の担当弁護士の中にも国際的に活動する弁護士に入ってもらい、学生がグロー

バルな視点を持って法曹の職務に遂行できる学修の機会を付与している。また、

2014 年度から、展開・先端科目として、「４群特講Ⅱ（企業内法務の実務）」を

設け、主として毎回企業内弁護士を講師として招聘して、企業内弁護士の実践

知識・リーガルマインドを学生に学修させる機会を設けることによって学生の

広い視野を醸成するように取り組んでいる。「ローヤリング」、「法文書作成」、「模

擬裁判」などのシミュレーション科目においても、コミュニケーションの技法

や能力の向上、自己の意見を口頭又は文書で表現する能力さらには理論的・説

得的に展開する能力の養成など、その種の効用が十分に期待できる。さらに、「ラ

ンチ＆トーク」という定期的な講演会や先輩法曹等による数多くの講演会も、

貴重な学修機会となっている 。 

 

イ 法科大学院の学生が最低限修得すべき内容 

① 本法科大学院が設定する「法科大学院の学生が最低限修得すべき内容」 

本法科大学院が考える、学生が最低限修得すべき内容は以下の通りである。 

 

a 基礎的知識と調査能力 

法曹として必要な法的知識と、必要な情報の検索能力である。 

 

b 法的分析と総合的判断能力 

混沌とした事実の中から、法的に重要な事実を抽出する能力及び法的に重要

ではなくとも、事案解決にとって重要な事実に気がつき、総合的に問題を解決

するのに必要な要素を見極める能力である。 

 

c 批判的・創造的思考力 

既存のルールや判例の考え方を理解しつつ、それと現実問題のギャップを埋

めるための、正義に適った新たなルールを提示できる柔軟な思考力である。 

 

d 説得的表現力・議論能力・コミュニケーション能力 

人と人の営みの中で起こる紛争解決手段が法であるから、法曹として当然備

                                                   
2中央大学法科大学院内規集№46 法科大学院学生行為準則 
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わるべき能力である。 

e 問題解決能力 

「豊かな人間性」に基づいた能力を駆使して、法曹倫理に適った最終的な問

題解決を図る力である。 

 

② 法科大学院による検討・検証等 

最低限修得すべき内容（能力）の設定にあたっては、「第１分野 運営と自己

改革」、「第４分野 教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み」及び

「第６分野 授業」で記述した、本法科大学院開設時の方針や学期末試験を含

む各授業科目の運営、ＦＤ研究集会などを通じて検討・検証されている。それ

が「最低限」修得されるべきものであることから、そこに記された能力が各科

目の成績評価及びその総合力としてのＧＰＡによる進級判定で評価されること

になる。 

 

③ 科目への展開 

a 基礎的法的知識と調査能力 

法律基本科目（１年次・２年次）及び実務基礎科目の履修を通じ、また、各

科目における学生の到達目標を設定しこれを学生に修得させることによって、

学生が法曹として幅広く一般法律知識（いわば法律常識）を身につけることは

最低限の要請であるが、それに加えて、展開・先端科目や基礎法学・外国法科

目の履修を通じて一定の分野の専門的法律知識を修得することも学生には期待

されており、ほとんどの学生はそのような高い志を持っている。その際、６つ

の法曹像とそれぞれに対応した「履修モデル」が手引きとなる。また、「法情報

調査」では、絶えることのない新たな法形成に対応して、電子データベース等

から最新の法令・判例などの法律情報を検索・調査する基礎的能力を涵養して

いる。 

 

b 法的分析と総合的判断能力 

法律実務において問題を法律的に分析・推論し、適正な判断を下すためには、

要件事実とその他の事実の識別や、法的結論に至る論理的道筋の整理、そのた

めの証拠の適切な評価に基づく事実認定が必要である。さらに、その判断の結

果は社会常識に照らしても首肯し得る適切な解決となるべきであり、そのため

には、経験則等の十分な理解とバランスの取れた総合的な判断能力も要求され

る。これらの能力は、実務基礎科目群のうち「民事訴訟実務の基礎」、「刑事訴

訟実務の基礎」、「模擬裁判」、「ローヤリング」、「リーガル・クリニック」等に

おいて、設例や実際の事例に即して理論的あるいは実践的に修得されるほか、

法律基本科目群のうち３年次の総合科目（「民事法総合Ⅳ」、「刑事法総合Ⅲ」、「総

合事案研究」）においても、諸事例に即した適正妥当な解決を追求する中で、学

ぶ機会が与えられる。 

 

ｃ 批判的・創造的思考力 

下級審裁判例が対立しているような法律問題、まだ先例がない争点、社会の
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変化によって法律や判例が時代遅れになっているような問題、立法者がまった

く想定していなかった法の欠缺などの事態に直面した場合に、既存のルールを

批判的に見直したり、新たなルールを創造したりすることが法曹に求められる。

このような高度の能力は、主として、２年次以降の法律基本科目（公法・民事・

刑事の各総合科目）において、事例中心のソクラテス・メソッドを基礎とした

日頃の思考訓練を通じて培われるべきものである。外国法科目等の履修を通じ

て学ぶ外国の法制度及び紛争解決システムとの比較考察なども、創造的提案の

基礎を提供する。 

 

d 説得的表現・議論能力・コミュニケーション能力 

法的知識と分析・判断の内容を、正確かつ説得的に表現したり議論したりす

る能力は、文書によるにせよ口頭によるにせよ、法曹にとって不可欠のもので

ある。科目としては「法文書作成」が、文書によるそのような能力の訓練に直

接関わる。そのほかの科目においても、レポートや訴状・準備書面の起案とい

う形で、文書による表現能力を涵養することを重視しているし、国際的素養を

育くむ一貫として外国語文書の読解作成、これに基づく発表などの能力の修得

を目指している。またソクラテス・メソッド（双方向）や口頭報告、グループ

ごとのバズセッション（多方向）を通じて、授業における口頭表現能力・コミ

ュニケーション能力・議論能力が養われている。2008 年度から新設された「総

合事案研究」は、文書及び口頭での表現能力の涵養にも重点を置いている。2015

年度からは、２年次に「中級事案研究」をおいて、簡潔明瞭にして要を得た法

律文書を作成する能力を養う機会を増やしたところである。 

また、この能力に関連して、依頼者・被疑者等の話を聞く能力も重要であり、

「ローヤリング」においては依頼者役（補助教員たる弁護士）からポイントを

聞き出すシミュレーション型授業が行われている。 

 

e 問題解決能力 

法曹は、以上のような各種の能力を総合的に発揮して具体的な問題の実践的

解決にあたることになるが、前述の各種能力の集合は「問題解決能力」と称す

ることができる。訴訟を典型としながらも、仲裁・調停・和解などの代替的紛

争解決手段による解決も、あるいは、外部弁護士や企業内弁護士の扱う企業法

務における各種業務で直面する交渉なども、広い意味で法的紛争解決の一環と

して位置づけることができよう。「裁判外紛争解決制度」、「現代司法論」、「生活

紛争と法」などは、紛争解決・問題解決の多様性とその選択について理論的か

つ実践的に学ぶ機会を提供している。また、特に「ローヤリング」、「リーガル・

クリニック（裁判外紛争解決システム[ＡＤＲ]）」、「４群特講Ⅱ（企業内法務の

実務）」等においては、学生の問題解決能力を高めることを意識した実際的な指

導が行われている。 

 

（２）法曹に必要なマインド・スキルの養成状況 

入学者選抜においては、入学後の学修に適した学生を選抜するため、適性試

験に最低点を設けると共に、各試験科目にも基準点を設けつつ、特定の能力に
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優れた者の発見にも努めて、法曹に必要なマインド・スキルの涵養に適した人

材の選抜を工夫している。 

カリキュラムは、全ての科目群において、前述の能力を醸成するための科目

を厳選したうえ、多様に展開している。 

既述の通り、いわゆるコア・カリキュラムをとりいれた授業計画を策定し、

さらに各科目において到達目標を設定し、これを学生に周知してそれを反映さ

せた成績評価基準（講評）を作成・公開して成績評価にあたり、これを総合し

たＧＰＡ基準によって、１年次から２年次への進級判定制度 3を実施している。

また、2013年度法学未修者コース入学生及び 2014年度法学既修者コース入学生

より、２年次から３年次への進級判定制度 4もとりいれ、2016年度からは基準値

を引き上げた。 

教育体制、ＦＤ活動、学修環境等における取り組みについては、「第３分野 教

育体制」、「第４分野 教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み」及

び「第６分野 授業」を参照されたい。また、それが本法科大学院全体として

の取り組みである。 

 

（３）国際性の涵養 

人・モノ・カネ・サービス・情報が国境を越えて行き交う社会におけるリー

ガルサービスの国際化は不可欠であって、本法科大学院では、基礎法学・外国

法科目群に、「英米法総論」、「英米公法」、「英米契約法」、「ヨーロッパ法」、「Study 

Abroad Program Ⅰ・Ⅱ」、展開・先端科目群に、「国際私法Ⅰ」、「国際私法Ⅱ」、

「国際法総論」、「国際人権法」、「国際経済法」、「国際刑事法」などを設置して

おり、これらの科目では、必要に応じて外国人教員・実務家をゲストスピーカ

ーや客員教員として招聘している。正規の授業科目のほかにも、随時外国人教

員による講演会を催したり、日本比較法研究所主催の講演会を市ヶ谷キャンパ

スで開催するなどして、学生への刺激としている。 

  

（４）特に力を入れている取り組み 

本法科大学院の養成する６つの法曹像を示し、それぞれの分野を目指す学生

に対して、その分野の法曹としてのスキル、マインドの醸成に資するため、開

設科目、授業計画及び担当教員計画などを各学期前に学内で十分な時間をかけ

検討している。 

    

（５）その他 

裁判所、検察庁からの派遣教員を中心として、教員がイニシアティブをとっ

て、裁判所、検察庁、矯正施設、証券取引等監視委員会、公正取引委員会など

の見学会を開催し、多数の学生が参加している。 

 

２ 点検・評価 

法曹としてのマインド・スキル自体については、本法科大学院開設当時に設

                                                   
3履修要項 2016 pp.4-5 
4履修要項 2016 p.5 



149 
 

定されたものを現在でも維持すべきであると考えるが、それをいかに学生に身

につけさせるかについては、学生の学力や志向の変化に応じた工夫が必要とさ

れている。 

前述の通り、国際化については、個々の取り組みはしているものの、一層の

体系的な工夫を要する。 

 

３ 自己評定 

Ａ 

 

４ 改善計画 

入学者の学力の変化に応じて、より一層の基礎的なトレーニング、とりわけ

前述「１ 現状 イ 法科大学院の学生が最低限修得すべき内容 （ア）a、b」

に焦点を当てた重層教育（漆塗りのように基礎を積み重ねることにより法曹と

しての基礎的知力を身につける）を工夫したい。 

国際化については、予算獲得と共に、法曹継続教育も含めた教育体制のあり

方を引き続き検討していく。 
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別紙  ６－１ 授業 １（５）授業の実施、（６）到達目標との関係 

■憲法分野 

科目分野毎に、下記の項目ア～ケについて記載してください。全体的な内容

については自己点検・評価報告書本文に記載をしてください。 

ア 教育内容 

※教育内容の概要、科目の特性や教育目標に応じた工夫、等。 

１年次配当の憲法科目は、2007 年度から前期「人権の司

法的救済」（３単位）１科目であったが、2011 年度から後

期選択科目として「統治の基礎」（１単位）を設置した。も

ともと｢人権の司法的救済｣（３単位）で憲法全体を説明す

ることは困難で、内容は｢人権｣と｢司法｣が中心であり、そ

れ以外の「統治」部分は１週３コマで概観し、学生の自学

自修を促すにとどまっていた。学生の反応は大きく２つに

分かれ、一方は、統治は自修できるので人権をより詳しく

説明してほしいというものであり、他方は、統治について

も人権や司法と同じように詳しく説明してほしいというも

のであった。「統治の基礎」（１単位）を選択科目として設

置したのは両方の希望に対応するためであったが、履修者

が少なく、自学自修も不十分であったため、2017 年度から

必修化することにした。同時に、「人権の司法的救済」を「憲

法Ⅰ」に、「統治の基礎」を「憲法Ⅱ」に科目名を変更した。 

２年次には、これまで「公法総合Ⅱ」（２単位）及び「公

法総合Ⅲ」（２単位）を配当しており、前者は、憲法訴訟・

行政訴訟の融合科目であったが、2012 年度から｢公法総合

Ⅱ｣は全体が行政法科目に、｢公法総合Ⅲ｣は憲法３単位科目

に変更した。これにより人権と憲法訴訟を融合的に扱うこ

とが容易になった。なお、「公法総合Ⅲ」は、１年次科目の

基礎的知識を前提として、応用問題の解決能力を取得させ

ることを目的とした内容となっている。 

イ 授業の仕方 

※双方向・多方向の議論をするなど考える機会を設けているか、その他授業の

仕方についての工夫、等。 

１年次前期「人権の司法的救済」は、２クラスとも同一

の教員の担当であるから、クラス毎に内容や進度が異なる

心配はない。後期の「統治の基礎」は１クラス１教員の担

当であり、2017年度からの「憲法Ⅱ」は２クラスを同一教

員が担当する。 

２年次科目のうち「公法総合Ⅲ」は前期２クラス、後期

３クラス設けられ、前期２人･後期３人の憲法教員で担当

した。テキストは共通で、扱う項目と順序も、事前に担当
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者間で大枠を決定しているが、配付資料等は各担当者の裁

量に委ねている。 

２年次は双方向・多方向を基本とした授業を心がけてい

る。１年次は講義形式が基本だが、ウのかたちで双方向・

多方向の要素を取り入れている。 

ウ 学生の理解度 

 の確認 

※課題・レポート・小テスト・起案等による学生の理解度の確認をしているか 

等。 

２年次配当科目では、授業で多くの学生に質問し、その

回答を聞いて理解度を測っている。必要があれば繰り返し

説明する。 

１年次配当科目ではそこまでいかないが、あらかじめ正

誤問題を出しておき、授業で正答とその理由を聞いて理解

度を確認している。 

エ 授業後の 

フォロー 

※授業後の質問対応、提出されたレポート等の添削指導など、授業の効果を高

める取り組み等。 

授業終了後やオフィス・アワーを活用して、できるだけ

丁寧に学生の質問に対応している。担当者のうちの 1人は、

オフィス・アワーできわめて多くの学生に対応したことに

より、本法科大学院のベスト・ティーチャー賞を受けたこ

とがある。 

オ 出席の確認 

※授業時に学生の出席を把握・確認をしているか等。 

目視による確認だけでなく、学生の出席名簿に自分で署

名させるなどの方法で、授業時に出席を確認している。 

カ 授業内の特徴 

  的・具体的な 

工夫 

※映像等を利用し分かりやすい工夫をしているなど授業時に特徴的な取り組

みや工夫をしている等。 

１・２年次配当科目共に、できるだけ授業で学生に発言

させ、授業への主体的参加を促している。また、２年次配

当科目では、理論と実務の架橋を意識して、当事者の訴訟

代理人であればどのような主張をするかなどを考えさせ

るようにしている。 

キ 対象学年にふ 

さわしい授業 

の工夫 

※授業のレベル設定が、対象学年にふさわしいものとなっているか等。 

１年次配当科目では、基本的な知識と理解を浅くとも広

くつけさせる。２年次配当科目でその論点は初耳だという

ことにならないようにするためである。２年次配当科目で

は、最高裁判例を中心とした具体的事例に即して、論点を

絞って深く議論するように心がけている。 
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ク 到達目標との 

関係 

※授業計画・準備及び実施が「法科大学院の学生が最低限修得すべき内容」を

踏まえたものとなっているか、自学自修に委ねる部分の選択、伝え方、自学自

修を支援するための体制等。 

各学年で学生が到達すべき目標は、あらかじめ「Ｃ plus」

で学生に事前に伝達している。１年次配当科目と２・３年

次配当科目では、扱う論点自体が異なるというよりも、要

求される理解のレベルが異なるものと考えている。 

ケ その他 

※授業準備として工夫していること等。 

２年次科目では、テキストにはない新判例を取り上げて

検討するなど、それぞれの担当者が学生の関心を引き出す

工夫をしている。１年次科目でも、授業で使う判例集に掲

載されていない判例を他の判例集からコピーして配付し

たり、新聞記事等を用いて説明して、現実とのかかわりを

感じさせるようにしている。 

同じ学年でも、毎年度、各クラスで学生のレベルや気質

が異なるので、従来のやり方に固執することなく、なるべ

く柔軟に対応できるよう心がけている。 
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■行政法分野 

科目分野毎に、下記の項目ア～ケについて記載してください。全体的な内容

については自己点検・評価報告書本文に記載をしてください。 

ア 教育内容 

※教育内容の概要、科目の特性や教育目標に応じた工夫、等。 

入試制度の変更に伴う新たなカリキュラムの導入によ

り、2016年度も、２年次前期に「行政法基礎」（１単位）、

２年次後期に「公法総合Ⅰ」（２単位）、３年次前期に「公

法総合Ⅱ」（２単位）が必修科目として配当されている。「行

政法基礎」は行政法の基礎的事項の修得を目的とするもの

であり、公法総合Ⅰは主に行政法総論及び国家補償法の分

野における主要問題を扱い、「公法総合Ⅱ」は主に行政救済

法の分野における主要な問題を扱うものである。「公法総合

Ⅰ・Ⅱ」とも、「行政法基礎」の基礎的知識を前提として、

応用問題の解決能力を修得させることを目的としている。

基礎の重要性に鑑み 2014 年度からは後期に再履修者向け

の「行政法基礎」を開講している。 

イ 授業の仕方 

※双方向・多方向の議論をするなど考える機会を設けているか、その他授業の

仕方についての工夫、等。 

「行政法基礎」（１単位）では、毎回レジュメを作成・

配付し、レジュメに即して授業を展開した。授業は基本知

識の伝達を主要な目的にしているため、講義形式を中心に

せざるを得なかった。なお、2016年度も中間試験を実施し、

基本知識の定着を図るようにした。 

「公法総合Ⅰ」及び「公法総合Ⅱ」では、専任教員が独

自に作成した課題集を事前に配付し、これを各クラス共通

の教材として双方向・多方向の授業を展開した。また、「公

法総合Ⅰ」及び「公法総合Ⅱ」のいずれについても、学生

が授業の復習をする際の補助教材として、授業終了後に詳

細な解説レジュメを配付した。 

ウ 学生の理解度 

  の確認 

※課題・レポート・小テスト・起案等による学生の理解度の確認をしているか等  

「行政法基礎」においては「中間試験」を実施すること

で、学生の理解度を確認している。また、「公法総合Ⅰ」及

び「公法総合Ⅱ」では、各週の事例問題の前に、事例問題

を解く前提として理解が必要な事項についての簡単な設問

を置いているので、講義の中で必要に応じて学生に当該事

項について質問をして理解度を確認している。さらに、担

当者３名が随時集まって、学生の理解度について情報交換

をしている。 
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エ 授業後の 

フォロー 

※授業後の質問対応、提出されたレポート等の添削指導など、授業の効果を高

める取り組み等。 

担当者３名とも、講義終了後 30分から１時間程度、教室

に残って質問を受けている。行政法一般に対する質問、起

案の仕方についての質問等は、週１回のオフィス・アワー

を利用できる。 

オ 出席の確認 

※授業時に学生の出席を把握・確認をしているか等。 

行政法関連科目では、担当者の話し合いの下、統一的に、

毎回、目視による確認と出席名簿に氏名を自署させている。 

カ 授業内の特徴 

  的・具体的な工 

  夫 

※映像等を利用し分かりやすい工夫をしているなど授業時に特徴的な取り組 

みや工夫をしている等。 

双方向の授業の中で教員と学生との間で交わされたやり

とりの意味、論点を、他クラスの学生に示すなどの工夫を

している。 

キ 対象学年にふ 

さわしい授業 

の工夫 

※授業のレベル設定が、対象学年にふさわしいものとなっているか等。 

「行政法基礎」では、できるだけ具体例を挙げながら、

難解な行政法理論の要点を簡潔に説明するよう心がけてい

る。また、口頭の説明だけでは十分な理解が得られない可

能性があるので、詳細なレジュメを作成・配付し、授業後

の自学自修でも利用できるよう、復習事項を列挙するなど

の工夫を行っている。 

「公法総合Ⅰ」及び「公法総合Ⅱ」では、行政法総論及

び行政救済法の基礎的理解を前提に、事例形式の問題を素

材にして、個別の学習項目を有機的に関連づけて、紛争解

決の具体的手法を学修できるようにしている。 

ク 到達目標との 

関係 

※授業計画・準備及び実施が「法科大学院の学生が最低限修得すべき内容」を 

踏まえたものとなっているか、自学自修に委ねる部分の選択、伝え方、自学自 

修を支援するための体制等。 

「Ｃ plus」において、科目ごとの到達目標を掲げると共

に、行政法関連科目のすべてにおいて、コア・カリキュラ

ムを意識して課題の選択を行っている。なお、講義を補充

するレジュメ、裁判例に関する情報の提供などを、「Ｃ 

plus」を通じて行っているほか、自学自修を支援するため

に、独自に作成した事例形式の問題集（解説付き）を公刊

している。 
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ケ その他 

※授業準備として工夫していること等。 

行政法は他の分野に比して、個別法の制定改廃の著しい

分野であるので、常に立法の動向を注視すると共に、学生

に身近な講義の糸口となるような話題がないか目配りをす

るように努めている。 
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■民法分野 

科目分野毎に、下記の項目ア～ケについて記載してください。全体的な内容

については自己点検・評価報告書本文に記載をしてください。 

ア 教育内容 

※教育内容の概要、科目の特性や教育目標に応じた工夫、等。 

１年次においては、前期に「民法Ⅰ」〔主に総則・物権〕、「民

法Ⅱ」〔主に契約法〕を配当し、後期に「民法Ⅲ」〔主に不法行

為〕、「民法Ⅳ」〔主に家族法〕を配当している。法学未修者に対

し、民法全般を広く鳥瞰し、基礎的な概念・原則を理解させる

ことを目的とする。 

２年次配当の「民事法総合Ⅰ」においては、民法の重要論点

を含む長文の事例をベースに、判例の分析並びに事案の分析・

法的論点の抽出・問題解決プロセスについて学修することを目

的とする。 

３年次配当の「民事法総合Ⅳ」は民法・民事訴訟法の融合科

目である。民法・民事訴訟法の双方に関わる事例問題をとりあ

げ、民事法全体の理解を確実にすることを目的とする。 

教育内容については、基本的に講義要項の内容に従って行わ

れており、理論と実務の架け橋となる内容としている。 

イ 授業の仕方 

※双方向・多方向の議論をするなど考える機会を設けているか、その他授業の仕方 

についての工夫、等。 

１年次配当の各科目には、それぞれ２クラスが設けられ、「民

法Ⅰ」、「民法Ⅱ」及び「民法Ⅲ」においては２人の民法教員が

各クラスを担当し、「民法Ⅳ」においては１人の民法教員が２ク

ラスを担当する。いずれの科目においても、テキストの他、担

当教員オリジナルの補助教材を利用し、学生の理解を助けてい

る。授業は、講義と双方向を併用している。 

「民事法総合Ⅰ」は前期に２クラス、後期に３クラス設けら

れ（2016 年度）、民法教員６人で各クラスを担当している。同

科目では、担当教員が作成した教材を用い、事前の予習指示に

基づいて、学生は、教材の事例の分析、参考判例の読み込みを

すませ、授業においては双方向の意見交換により、法的思考の

深化を目指している。 

「民事法総合Ⅳ」は、前期に２クラス、後期に３クラスが設

けられ、実務家経験を備えた教員２人が担当している。学生に

は、事前に発表を担当するグループに、民法・商法・会社法・

民事訴訟法などに関わる事例問題の分析・検討、レジュメの作

成を行わせると共に、他の学生には全体の半分につき課題毎に

レポートの作成を行わせるようにした上、クラスの中で学生と
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共に教員が議論を行い、双方向・多方向の意見交換を通じて、

実務的な問題提起能力、実践的思考能力、問題解決能力を修得

することが可能となっている。授業の仕方については、講義要

項の内容通りに行われている。 

ウ 学生の理解度 

  の確認 

※課題・レポート・小テスト・起案等による学生の理解度の確認をしているか等。 

科目全体にわたって、双方向の授業の中で理解の確認を行っ

ている。 

「民法Ⅰ」と「民法Ⅱ」については、それぞれ中間試験を講

義要項に明記して実施し、学生の理解度を確認している。その

他の科目については、口頭ないし書面の形で適宜学生の理解度

を確認している。 

「民事法総合Ⅳ」においては、学生にレジュメ、レポートを

作成させ、クラス内で教員が質問し、学生と意見交換すること

によって学生の理解度を確認している。また、多数回のショー

トテストも実施し、学生の理解度を確認すると共に、理解度の

向上を図るように努めている。 

エ 授業後の 

フォロー 

※授業後の質問対応、提出されたレポート等の添削指導など、授業の効果を高める 

取り組み等。 

授業実施後については、民法科目の授業後には、可能な限り、

引き続いての授業科目を担当することなく、学生の質問に対応

できる時間を確保している。小テスト、レポート等について、

学生の希望に応じて、口頭での指導や添削も行っている。 

「民事法総合Ⅳ」においては、授業の実施後、学生の質問

等に応じると共に、希望する学生に別途時間を設けて質問等

に応じ、授業時間前にも質問等の時間を設けるようにしてい

る。 

オ 出席の確認 

※授業時に学生の出席を把握・確認をしているか等。 

出席の確認については、授業時に目視による出席確認をして

いる。出席名簿に氏名を自署させて出席を確認する方法も確立

されている。 
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カ 授業内の特徴 

  的・具体的な 

工夫 

※映像等を利用し分かりやすい工夫をしているなど授業時に特徴的な取り組みや 

工夫をしている等。 

「民法Ⅰ」の授業においては、プロジェクタなどを白板と併

用して、学生の理解を深める工夫をしている。 

「民事法総合Ⅳ」については、民法によって認められる権利

が民事訴訟法等の手続法によって実際上どのように実現される

かについて重要な事項を繰り返して強調し、白板を利用する等

して分かりやすく説明するように努めている。 

キ 対象学年にふ 

さわしい授業 

の工夫 

※授業のレベル設定が、対象学年にふさわしいものとなっているか等。 

１年次、２年次、３年次に、徐々に基本的な内容から高度で

専門的な内容となるように、授業内容が工夫されている。 

ク 到達目標との 

関係 

※授業計画・準備及び実施が「法科大学院の学生が最低限修得すべき内容」を踏ま 

えたものとなっているか、自学自修に委ねる部分の選択、伝え方、自学自修を支援 

するための体制等。 

到達目標との関係では、法科大学院の学生が最低限修得すべ

き内容について、「Ｃ plus」を通して学生に事前に伝えて注意

を喚起するという形で、自学自修を支援するための体制をとっ

ている。 

ケ その他 

※授業準備として工夫していること等。 

各授業とも授業準備に相当の時間をかけて、学生の理解度を

高めるような授業の組み立てを工夫している。 

「民事法総合Ⅳ」については、民法等の実体法と民事訴訟法

が関連した基本的で重要な事項が争われる事例問題の作成に努

めると共に、当該問題の解決だけでなく、事実認定に関わる理

論的な事項にも目配りするように呼びかけ、学生の柔軟かつ体

系的な問題解決能力の向上を図るように努めている。 
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■商法分野 

科目分野毎に、下記の項目ア～ケについて記載してください。全体的な内容

については自己点検・評価報告書本文に記載をしてください。 

ア 教育内容 

※教育内容の概要、科目の特性や教育目標に応じた工夫、等。 

１年次においては、2007 年度から「商法Ⅰ」〔総則商行為有

価証券法関連〕（２単位）と「商法Ⅱ」〔会社法関連〕（２単位）

を必修科目としているが、2011年度から、２年次以降に進級し

た際に学修がスムーズに接続するように内容を少し見直し、「商

法Ⅰ」のうち総則商行為・手形法小切手法関連のコマ数を若干

圧縮して、従来の３分の２程度にし、残りの３分の１を会社法

関連に充てることとした。 

２年次配当の「民事法総合Ⅱ」においては、前年度までと同

様に、主に会社法分野を対象として、事例問題を中心に事案の

分析・法的論点の抽出・問題解決能力の向上を図っている。 

イ 授業の仕方 

※双方向・多方向の議論をするなど考える機会を設けているか、その他授業の仕方 

についての工夫、等。 

１年次後期配当の「商法Ⅰ」においては、主に商法総則・商

行為・手形小切手法分野（2011年度からは、これに加えて会社

法分野の一部も）をとりあげ、講義レジュメ集と市販のテキス

トを用いて、基本的な概念・制度・原則の基礎的知識の修得を

図り、簡易事例を用いたケーススタディを導入して、基本的知

識の活用と理解の定着を図っている。「商法Ⅱ」では、会社法分

野のうち特に株式会社制度について、基本的な概念・制度・原

則の基礎的知識の修得とその定着を図っている。「商法Ⅱ」の担

当者と「民事法総合Ⅱ」の担当者の連続性を鑑み、法学未修者

の２年次への進学と学修の効率化を試みた。 

２年次配当の「民事法総合Ⅱ」は前期３クラス、後期２クラ

スが設けられ、３人の商法教員が１つのクラスを学期を通して

担当している。授業では、裁判例及び事例問題を素材とした教

材を元に、双方向授業を通じて、事実関係の分析、法的利害の

抽出、問題解決能力の向上を図っている。2014年度からは従来

よりも裁判例に充てる時間を減らし、事例問題を取り上げる時

間を増やして、履修者がより効率的に学修できるようにしてい

る。 
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ウ 学生の理解度 

  の確認 

※課題・レポート・小テスト・起案等による学生の理解度の確認をしているか等。 

「商法Ⅰ」、「商法Ⅱ」では、学期中に１回ないし２回の負荷

の軽い試験を行い、それによって学生の理解度を担当教員が確

認し、また学生が自己の水準を認識できるようにしている。 

「民事法総合Ⅱ」においても、３（ないし２）クラスが共通

の中間レポート（中間試験）を実施し、学生の理解度を担当教

員が確認し、学生が自己の水準を認識できるようにしている。

また、一方向的な解説の時間と双方向的な基礎知識の確認・質

疑の時間を設けることにより、担当教員が学生のレベルを確認

しながら授業を進めるようにしている。 

エ 授業後の 

フォロー 

※授業後の質問対応、提出されたレポート等の添削指導など、授業の効果を高める

取り組み等。 

いずれの科目においても、担当教員は時間の許す限りで授業

後に学生の質問に対応するようにしており、質問時間が長時間

にわたる教員も見られる。 

「民事法総合Ⅱ」については、中間レポート・期末試験につ

いて、担当教員の中には、点数や評価、コメントなどを付して

学生に知らせている例がある。 

オ 出席の確認 

※授業時に学生の出席を把握・確認をしているか等。 

いずれの科目においても、固定座席制であるので、目視によ

り確認の上、座席表を用いて、毎時間、学生の出欠を記録し、

各学生の出欠状況を把握できるようにしている。 

カ 授業内の特徴 

  的・具体的な 

工夫 

※映像等を利用し分かりやすい工夫をしているなど授業時に特徴的な取り組みや 

工夫をしている等。 

「商法Ⅰ」では、手形や登記等のサンプルを授業資料として

配付するなどしている。また、「民事法総合Ⅱ」においては、

株式会社の運営状況についてイメージを持ってもらうために、

定款や登記等のサンプルや下級審の裁判例を教材に含めてい

る。 

キ 対象学年にふ 

さわしい授業 

の工夫 

※授業のレベル設定が、対象学年にふさわしいものとなっているか等。 

「商法Ⅰ」、「商法Ⅱ」では、各担当教員の工夫として、カバ

ーする範囲や各セクションの深さを制限することにより、履修

学生の理解とその定着を確実なものとするように授業が運営

されている。 

「民事法総合Ⅱ」においては、双方向的な基礎知識の確認・

質疑の時間を設けることにより、担当教員が学生のレベルを確

認しながら授業を進めるようにしている。 
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ク 到達目標との 

関係 

※授業計画・準備及び実施が「法科大学院の学生が最低限修得すべき内容」を踏ま 

えたものとなっているか、自学自修に委ねる部分の選択、伝え方、自学自修を支援

するための体制等。 

学生には、学内の「中央大学法科大学院到達目標」によって、

各学年において到達すべき知識の範囲と深さとを提示してい

る。授業では時間の制約からすべてを取り扱うことはできない

が、「Ｃ plus」で既に提示しており、学生は長期休暇などを利

用して授業範囲と「中央大学法科大学院到達目標」との差分を

埋める努力をしているはずである。 

ケ その他 

※授業準備として工夫していること等。 

「商法Ⅰ」では、「ＣＬＳ e-ラーニングシステム」を通じて

問題演習（短答式問題）を利用可能とし、中間試験で理解度を

試すことが行われている。 

「民事法総合Ⅱ」では、教材を担当教員が共同で開発するこ

とで、授業の内容・質・水準をそろえるようにしている。 
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■刑法分野 

科目分野毎に、下記の項目ア～ケについて記載してください。全体的な内容

については自己点検・評価報告書本文に記載をしてください。 

ア 教育内容 

※教育内容の概要、科目の特性や教育目標に応じた工夫、等。 

１年次前期に配当の「刑法Ⅰ」では、刑法の総論・各論の両

方にわたり、基本的知識を確実なものにし、関連の重要な判例・

学説をその合理性・問題点などと共に理解して、２・３年次で

のさらなる学修のための十分な基礎を築くことが目標であり、

ほぼ実際の内容でもある。なお、2014年度までは、内容が具体

的で初学者でも比較的理解が容易ではないかといった観点か

ら、各論・総論の順序で授業を進めていたが、2015年度からは、

総論・各論の順序に変更した。刑法に固有の理解の難しさは、

その体系的思考にあるとの認識の下、やはり総論の基本事項を

まずしっかりと理解することが重要であると考えたことによる

ものである。 

2011年度からは、本格的な事例問題の検討の場として、１単

位ながら１年次後期に「刑法Ⅱ」を必修科目として設けている

（これに伴い、前期科目「刑法」は「刑法Ⅰ」と改称された）。

この新しい科目では、問答・添削・講評も実施され、教員の負

担はやや重いが、授業評価アンケートでみると、大部分の学生

から有意義と受け止められており、その存在意義は確かな感が

ある。 

２年次配当の「刑事法総合Ⅰ」では、刑法関係の重要な判例

と主要な学説については事案内容・論拠等も十分そしゃくし、

発展的に応用可能なところまで修得させると共に、事実関係を

的確に分析し把握する能力も養い、更に必要に応じて刑事訴訟

法上の一部の基本問題にも一定程度対処し得るようにすること

が目標であり、少なくとも基本的には実現されているように思

われる。 

３年次配当の「刑事法総合Ⅲ」は、刑事法のまとめ科目とし

て、多くの事例問題を素材として、刑事訴訟法の問題にも留意

しつつ、更に事実認定の面でも、十分な総合的学力及び実践的

能力を身に付けさせることを期する。そのため、この授業は刑

事法の広い分野にわたり、実際に生起する多様な事案に取り組

み解決する上級修練の場となっている。 
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イ 授業の仕方 

※双方向・多方向の議論をするなど考える機会を設けているか、その他授業の仕方

についての工夫、等。 

１年次前期・後期配当の「刑法Ⅰ」・「刑法Ⅱ」では、２名の

教員が各１クラスを担当する。とくに「刑法Ⅰ」では、両担当

教員は緊密な共同作業によって共通シラバスの作成など、授業

の統一的な計画・準備をした上で、刑法の基本的な理解を得さ

せるため、基礎的諸事項の説明に加え双方向的議論・プロブレ

ムメソッドも採用している。また、それぞれ予習範囲を具体的・

明確に指示するなどして予習の徹底を促し、いずれのクラスで

も毎授業後かなりの数の受講生の多様な質問に答えている。「刑

法Ⅱ」においては事例問題を合計７つ示して、受講生にひとり

２回まで、それぞれにつき予め（各問題を扱う授業の前に）レ

ポートを作成させ添削すると共に、授業の時間に双方向的な問

答を行い最後に資料を配布するほか、成績評価の資料とし、な

お、各回比較的優れたレポート２通前後を選んで、そのコピー

を全員に配付した。 

２年次配当の「刑事法総合Ⅰ」では、オムニバス方式で授業

を実施しており（総論部分を研究者教員３名で、各論部分を実

務家教員３名で、それぞれ分担）、各回の授業で修得されるべき

事柄を明示した講義要項に沿って、学生の問題分析力・思考力・

意見発表力等の伸張・発展を期している。事前に配付される事

例問題群についての十分な予習を前提として、双方向的に、予

習度・理解度をチェックしつつ行われる点は、各担当教員に共

通である。 

３年次配当の「刑事法総合Ⅲ」では、各回の授業の留意・修

得事項を明示した講義要項に沿って、オムニバス方式（2015年

度は実務家教員４名と研究者教員４名が参加）かつ双方向方式

で授業を行っている。ここでは実際に生起する具体的事例を基

にして、刑法及び刑事訴訟法上の各種問題を融合的に取り上げ、

事実認定と法令解釈運用の両面において実務家レベルに近い実

践的能力を身に付けさせるようにしている。 

ウ 学生の理解度 

  の確認 

※課題・レポート・小テスト・起案等による学生の理解度の確認をしているか等。 

１年次前期の「刑法Ⅰ」では、小テストを総論関係・各論関

係の計２回行うことにより学修到達度の点検・評価を実施し、

頻繁に指名して受講生の理解度をチェックしながら授業を進

め、同後期の「刑法Ⅱ」では、提出レポートを添削して理解を

確認している。「刑事法総合Ⅰ」では、毎回、頻繁に指名して受

講生の理解度を確認しながら授業を進めているほか、小テスト
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を実施して学習到達度をチェックしている。「刑事法総合Ⅲ」で

は、具体的事例をもとにして展開される授業そのもの、実践さ

ながらの思考訓練が、そのときどきに理解度の確認となってい

る。 

エ 授業後の 

フォロー 

※授業後の質問対応、提出されたレポート等の添削指導など、授業の効果を高める 

取り組み等。 

各授業の担当教員において個別にオフィス・アワーを実施し、

学生の質問や学修相談に対応して、授業のフォローとして成果

をあげている。もっとも、授業の直後にその教室の場あるいは

廊下などで、相当の時間をかけて学生からの質問に受け答えを

することも頻繁であり、こちらも同様に役立っていると思われ

る。 

オ 出席の確認 

※授業時に学生の出席を把握・確認をしているか等。 

全科目、各クラス、各授業時間において、目視による確認と

出席名簿への氏名の自署により出席確認を行っている。 

カ 授業内の特徴 

  的・具体的な 

工夫 

※映像等を利用し分かりやすい工夫をしているなど授業時に特徴的な取り組みや 

工夫をしている等。 

科目によってレジュメの課題のほか、その項目の発展的な問

題について判例を基礎に検討させ、また必須問題と関連問題と

に分けて理解の助けとする、多くの判例を学生に提示して読み

込ませる等の工夫を行っている。 

キ 対象学年にふ 

さわしい授業 

の工夫 

※授業のレベル設定が、対象学年にふさわしいものとなっているか等。 

１年次からの各授業については、最終的に「刑事法総合Ⅲ」

の実務を意識した授業展開に充分に対応することができるよ

う、これを目標とした授業構成のもとに組み立てられている。

したがって、各対象学年次においては、その学修状況と進度に

充分に配慮した授業展開を心がけることを各教員において確認

している。 

ク 到達目標との 

関係 

※授業計画・準備及び実施が「法科大学院の学生が最低限修得すべき内容」を踏ま 

えたものとなっているか、自学自修に委ねる部分の選択、伝え方、自学自修を支援 

するための体制等。 

「Ｃ plus」で学生へ提示している法科大学院で学ぶべき事

柄、「コア・カリキュラム」についての教員間の共通認識のもと、

不足や漏れの無いよう細心の注意をもって授業運営にあたって

いる。 



165 
 

ケ その他 

※授業準備として工夫していること等。 

「Ｃ plus」からの電子媒体あるいは印刷した紙媒体でのレジ

ュメや資料の配付を適宜行うことで、学生の学修活動を支援し、

またモチベーションを一層高めるのに効果を発揮している。 
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■民事訴訟法分野 

科目分野毎に、下記の項目ア～ケについて記載してください。全体的な内容

については自己点検・評価報告書本文に記載をしてください。 

ア 教育内容 

※教育内容の概要、科目の特性や教育目標に応じた工夫、等。 

１年次後期配当の「民事訴訟法」（３単位）では、テキスト及

び配付資料に沿って、法学未修者に教授すべき民事訴訟法の基礎

知識と考え方を体系的に取り上げている。授業の目標としている

ことは、２年次配当の「民事法総合Ⅲ」におけるより高度な学修

に耐えるだけの基礎力を涵養することである。 

２年次配当の「民事法総合Ⅲ」〔民事訴訟法中心〕（３単位）で

は、民事訴訟法の重要問題を網羅したテキストの各ユニットに掲

載された設例に基づいて、事実関係の分析、法的論点の抽出、必

要な判例・学説の確認、問題解決の考え方の検討というプロセス

を踏むようにしている。とりあげるユニットは、いずれも理論

的・実務的に重要なトピックを含んでおり、これらの学修を通じ

て、実務法曹に必要な能力を修得させることを目指している。 

イ 授業の仕方 

※双方向・多方向の議論をするなど考える機会を設けているか、その他授業の仕方に 

ついての工夫、等。 

「民事訴訟法」では、２名の教員が１クラスずつ担当し（全２

クラス）、講義要項に記した順序でほぼ同一の内容を各クラスで

提供した。授業では、体系的な講義を行うと共に、事前配付資料

に掲載した簡単な事例を題材として、自学自修及び授業で得た体

系的な知識が民事訴訟手続の中で具体的にどのように役立って

くるのかをシミュレートした。すなわち、特定の学説に固執する

ことなく、判例及び広く一般的に認められている学説を中心に紹

介し、問題解決の考え方についての理解の深化に努めた。また、

基礎的学力をチェックするために、アトランダムに受講生を指名

して簡単な問題について解答を求め、他の受講生にその解答に対

して反論を求めるなど、双方向・多方向の議論の実施を心がけた。

さらに、授業期間内に小テストを２回実施し（答案を返却し、解

説及び講評を配付している）、受講生自身が自らの学力をチェッ

クする機会を提供した。 

「民事法総合Ⅲ」では、前期に３クラス、後期に２クラスを

設け、同一内容の授業を提供するために前後期とも４名の教員の

分担によるオムニバス方式を採用している。授業は、ソクラテ

ス・メソッドを採用しており、事前に配付されている「設問集」

（担当教員が協力して独自に作成した教材）に掲載された設問に

沿って、教員とアトランダムに指名した受講生との間で、あるい
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は、受講生間で質疑応答している。重要な問題や多少高度な問題

については、教員が若干の解説を加え、それをベースにより深み

のある議論の展開をはかっている。授業期間内に中間試験を１回

実施して理解度をチェックしており（答案を返却し、解説及び講

評を配付している）、期末試験と共に成績評価の重要な成績評価

資料としている。 

ウ 学生の理解度 

  の確認 

※課題・レポート・小テスト・起案等による学生の理解度の確認をしているか等。 

「民事訴訟法」では、毎回、アトランダムに受講生を指名し

て簡単な問題について解答を求め、他の受講生にその解答に対

して反論を求めるなどして、各受講生が基礎的学力をどの程度

身につけたかをチェックすると共に、授業期間内に小テストを

２回実施して、受講生自身が自らの学力を再度チェックする機

会を提供した。また、「中央大学法科大学院到達目標」を事前に

紙ベースで配付し、自学自修時に各自の理解度を自分自身でチ

ェックできるようにした。 

「民事法総合Ⅲ」では、ソクラテス・メソッドを採用し、毎回

多くの受講生を指名して質疑応答を行っており、その都度、各受

講生が基礎的応用力をどの程度身につけたかをチェックすると

共に、授業期間内に中間試験を１回実施して、受講生自身が自ら

の学力を検証する機会を提供した。また、「中央大学法科大学院

到達目標」を事前に配付し、自学自修時に各自の理解度を自分自

身でチェックできるようにしている。 

エ 授業後の 

フォロー 

※授業後の質問対応、提出されたレポート等の添削指導など、授業の効果を高める 

取り組み等。 

 「民事訴訟法」は、毎回授業終了後、その回の授業内容につい

ての質問（それまでの授業内容、それ以降の授業内容に関するも

のもある）に丁寧に答えた。この時間で対応できなかった受講生

に対しては、オフィス・アワーの時間帯等で個別に対応した。ま

た、受講生が自学自修をする際のデバイスとして「ＣＬＳ e-ラ

ーニングシステム」を導入している。当然、自学自修において生

じた疑問についても、オフィス・アワーの時間帯等で丁寧に答え

ている。 

「民事法総合Ⅲ」は、木曜日の５・６・７限の授業として開講

されていることから、毎回授業終了後、その回の授業内容につい

ての質問（それまでの授業内容、それ以降の授業内容に関するも

のもある）に丁寧に答えた。この時間で対応できなかった受講生

に対しては、オフィス・アワーの時間帯等で個別に対応した。ま

た、毎回授業終了後に「確認問題」を配付し、復習時に各自がど
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の程度授業内容を理解したかを自己判定する機会を提供した。自

学自修において生じた疑問についても、オフィス・アワーの時間

帯等で丁寧に答えている。さらに、期末試験においては、成績発

表直後に「講評会」を開催し、試験後に配付した「解説・講評」

では書ききれなかったことを伝えると共に、参加者からの質問に

直接答えている。加えて、成績不良者に対しては個別に呼び出し、

今後の勉強方法等についてアドバイスをするなどしている。 

オ 出席の確認 

※授業時に学生の出席を把握・確認をしているか等。 

 「民事訴訟法」「民事法総合Ⅲ」ともに、受講生の「出席簿」

への署名及び目視（必修授業であり固定席である〔教員は「受講

生の座席表」をもっている〕ことから、目視で出欠を確認するこ

とができる）で、出席を確認している。質疑応答においても、出

欠を確認することができる。 

カ 授業内の特徴 

  的・具体的な 

工夫 

※映像等を利用し分かりやすい工夫をしているなど授業時に特徴的な取り組みや工夫 

をしている等。 

 初学者を対象とする「民事訴訟法」では、民事訴訟手続の流

れ図、訴状や判決書等の各種書式、理解しづらいと一般にいわ

れる基礎的概念について詳しく説明した資料を配付するなどし

て、受講生が民事訴訟手続を具体的なものとしてイメージでき

るように工夫した。また、実際の民事訴訟手続を知ってもらう

ため、裁判の傍聴を積極的に勧めている。 

２年次（法学既修者１年次及び法学未修者２年次）を対象と

する「民事法総合Ⅲ」では、あえて事前配付資料を除き資料を

配付せず、質疑応答に集中してもらうことによって、受講生が

自学自修で身につけた法規範をどの程度運用できるのかを実感

してもらうように努めた。質疑応答用の資料として「設問集」

を事前配付しているが、その中に掲載された「設問」は基本的

な知識を問うもの、基礎的応用力を問うもの、応用力を問うも

のにわかれており、受講生各自がどのレベルで躓いたかが分か

るようになっている。さらに、受講生が授業の中で感じた疑問、

復習をしていて気づいた疑問に対して丁寧に答えている。なお、

民事訴訟手続の実際について身をもって知ってもらうため、派

遣裁判官企画の裁判傍聴、法律事務所等へのエクスターンシッ

プなどに積極的に参加するよう勧め、多数の参加を得ている。 
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キ 対象学年にふ 

さわしい授業 

の工夫 

※授業のレベル設定が、対象学年にふさわしいものとなっているか等。 

 初学者を対象とする「民事訴訟法」では、まず、配付資料等

を用いて、民事訴訟手続の全体像（いわゆる円環構造）を理解

してもらうことに努めた。また、基本的な概念については丁寧

に説明することに努め、簡単な設例を題材として質疑応答する

ことによってその基礎的な概念をどのように使うのかを実感し

てもらうようにした。さらに、自学自修のデバイスとして「Ｃ

ＬＳ e-ラーニングシステム」を導入している。 

 ２年次（法学既修者１年次及び法学未修者２年次）を対象と

する「民事法総合Ⅲ」では、受講生の法的思考能力を涵養する

ため、知識の修得は自学自修に委ね、授業中は質疑応答に集中

してもらうようにしている。そのうえで、各自が見出した疑問

に対して丁寧に答えている。なお、「民事訴訟法」の単位を修得

していることは「民事法総合Ⅲ」の履修前提要件であり、「民事

法総合Ⅲ」の単位を修得していることは「民事法総合Ⅳ」及び

「総合事案研究」の履修前提要件とされている。 

ク 到達目標との 

関係 

※授業計画・準備及び実施が「法科大学院の学生が最低限修得すべき内容」を踏まえ 

たものとなっているか、自学自修に委ねる部分の選択、伝え方、自学自修を支援する 

ための体制等。 

 「民事訴訟法」、「民事法総合Ⅲ」ともに、「中央大学法科大学

院到達目標」に基づいて授業を計画・準備し、その内容を記し

た講義要項どおりに授業を進めている。この「中央大学法科大

学院到達目標」及びそれをやや詳しく説明した「科目別学修支

援のガイドライン」を（「Ｃ plus」等を通じて）事前に配付し、

受講生がそれぞれの学年においてどの事項についてどの程度の

理解度が必要か、さらには授業で取り上げる事項は何であり自

学自修に委ねる部分は何かを告知している。 

ケ その他 

※授業準備として工夫していること等。 

「民事訴訟法」、「民事法総合Ⅲ」ともに、受講生が授業を最

大限有効に利用するため、講義要項通りの授業進行に努めてい

る。それに伴い、授業用資料は可能な限り第１週の授業前に全

てのものを配付するようにしている。この授業用資料の内容に

ついては、担当者全てが参加する協議を経て決定している。授

業準備だけでなく、各担当者の授業内容のチェック、小テスト・

中間試験の作成、期末試験の作成、採点基準の決定、採点など、

全ての面にわたって、全担当者が密接に協議を行い、協働して

作業を進めている。 
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■刑事訴訟法分野 

科目分野毎に、下記の項目ア～ケについて記載してください。全体的な内容

については自己点検・評価報告書本文に記載をしてください。 

ア 教育内容 

※教育内容の概要、科目の特性や教育目標に応じた工夫、等。 

１年次後期配当の「刑事訴訟法」では、刑事手続の仕組み・

流れを知ること、基本的概念について理解すること、制度の原

理・原則を理解すること、判例の読み方を知ること、簡単な法

理の理論構成ができ、これを書いて表現できること、を目的と

して授業を展開している。 進行は、クラスによって項目を取り

扱う順序が一部異なるが、おおむね講義要項どおりであり、教

材として教員作成のレジュメと判例集等を配付している。レジ

ュメには、テーマ毎に予習すべきポイントや「中央大学法科大

学院到達目標」を記載して予習・復習の指針としている。 

２年次配当の「刑事法総合Ⅱ」は、刑事訴訟法の基礎的知識

を前提として、判例を教材とし、過去に起こった事案の具体的

事実を知り、どのような論理によってその解決が図られたかを

分析・検討することで、同様の事案や新しい問題を含む事案を

解決する知恵を育むことを目標としている。とりわけ、混沌と

した事実の中から法的に重要な事実を抽出すること、それを法

律論の中にどのように取り込むかということ、また、結論にい

たる論理を緻密に分析し、自ら口頭及び文章で表現することが

できるようになることに重点をおいている。進行順序はほぼ講

義要項どおりであるが、クラスによって進度は若干異なる。３

年次配当の「刑事法総合Ⅲ」については、刑法の項目を参照。 

イ 授業の仕方 

※双方向・多方向の議論をするなど考える機会を設けているか、その他授業の仕方

についての工夫、等。 

１年次配当の「刑事訴訟法」では、大半を講義形式で行うが、

レジュメに設けた課題や、判例の事実及び判旨の概要などにつ

いては学生に応答を求め、知識の定着度を測ると共に、法律用

語を用いながら自らの言葉で法律問題を表現する訓練をしてい

る。これにより、判例を含む基礎的知識の修得と、具体的な事

案に即した問題解決のために必要な考え方の修得を目指してい

る。また、レジュメに掲げた重要判例については原文を資料と

して配付し、どのような事実に注目すべきか、どこが法的に重

要な判断部分か、といったことを読みとる方法をあわせて教え

ている。学生の質が変化してきているため、それに応じた丁寧

な授業展開を心がけている。 

また、学期中に小テストを実施し、これを成績に反映させて
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いる。2011年度からは、双方のクラスで指導方法は異なるが、

法律論述の仕方についての指導をとり入れ、その回数も年毎に

増やしている。 

２年次配当の「刑事法総合Ⅱ」では、まず基本的な条文や原

則を確認しつつ、特定事案における法的に重要な事実の抽出、

法廷意見及び反対意見の論理の分析を行う。そのうえで、判例

集に付した設問も適宜用いながら、学説や裁判所の立場を参考

に、自らはそのような事案ないしは類似の事案をどのような論

理でどのように解決するのかを口頭で説明させたうえ、教員が

これを補足するなどの手法をとっている。クラスによっては、

法律論述の指導をとり入れている。２年次においても、学生の

能力に応じた指導を心がけている。 

ちなみに、「刑事訴訟法」及び「刑事法総合Ⅱ」共、履修者の

学力が大幅に低下しており、かつ自ら予習・復習する習慣が身

についていないため、講義の進行にあたり、基本的事項につい

て一層の平易な説明になるよう工夫・改善をしている。 

「刑事法総合Ⅱ」においては、到達目標によりフォーカスし

た授業内容とするため、2017年度に向けて教材の全面改訂を行

った。 

ウ 学生の理解度 

  の確認 

※課題・レポート・小テスト・起案等による学生の理解度の確認をしているか等。 

「刑事訴訟法」では、授業における質疑のほか小テスト及び

中間試験を実施している。「刑事法総合Ⅱ」では、授業中の学

生との質疑自体が理解度の確認となっている。クラス（教員）

によっては、論述力の指導をすることによってこれを補ってい

る。「刑事法総合Ⅲ」は、毎回の起案とそれをもとにした授業

展開という授業方法そのものが、理解度の確認となっている。

なお、起案の提出が遅れる者や起案の様式自体が分からない者

も増加しているため、その具体的な指摘等を授業時に実施して

いる。 

エ 授業後の 

フォロー 

※授業後の質問対応、提出されたレポート等の添削指導など、授業の効果を高める 

取り組み等。 

オフィス・アワーを各教員が実施している。中間試験を実施

したのちの個別指導や、任意提出課題の論述指導などは随時実

施している。学年末試験については、その実施後に詳細な講評

及び解説を公表し、各学生が自らの理解不足を確認し再学修を

するよう促している。また、起案力養成システムを用いて本人

以外の学生が作成した答案を比較することで、自らの論述の力

を高めるよう指導している。 
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オ 出席の確認 

※授業時に学生の出席を把握・確認をしているか等。 

出席はすべてのクラス・科目で目視による確認と出席名簿への

名の自署により、厳格に把握・確認している。 

カ 授業内の特徴 

  的・具体的な 

工夫 

※映像等を利用し分かりやすい工夫をしているなど授業時に特徴的な取り組みや 

工夫をしている等。 

 レジュメに各種資料のリンクを張った電子ファイルを公開し

て授業中に紹介したり、自修の助けとしている科目・クラスも

ある。 

キ 対象学年にふ 

さわしい授業 

の工夫 

※授業のレベル設定が、対象学年にふさわしいものとなっているか等。 

 １年次配当の「刑事訴訟法」から３年次配当の「刑事法総合

Ⅲ」に至るまで、段階的に学修が進むような授業内容となって

いる。また、「刑事訴訟法」の単位を修得していることは２年次

の「刑事法総合Ⅱ」の履修前提要件、「刑事法総合Ⅱ」の単位修

得は「刑事法総合Ⅲ」の履修前提要件とされている。 

ク 到達目標との 

関係 

※授業計画・準備及び実施が「法科大学院の学生が最低限修得すべき内容」を踏ま 

えたものとなっているか、自学自修に委ねる部分の選択、伝え方、自学自修を支援 

するための体制等。 

とりわけ１年次の学修内容はそれを踏まえたものとしつつ、

全学年を通じて、他の科目と同様「中央大学法科大学院到達目

標」に盛られた内容の重要度に差を設けて学生に公開してお

り、教員独自のレジュメにこれを掲載して、学修内容に漏れや

途切れがないように工夫している。 

ケ その他 

※授業準備として工夫していること等。 

レジュメや共通の資料集は、第１週の授業に先立って配付し

て予習させるほか、質問への回答や授業の補足等は、「Ｃ plus」

を通じて適宜補足するなどしている。教材は各学年とも新判例

を追加するなど毎期小幅な修正を施しているが、開校 10年を超

えて、教材を大幅に見直すべき時期に来ているので、１～２年

かけて協議のうえ、教材を一新したいと考えており、それと並

行して、配付するレジュメには、より理解を深めるための改訂

を毎回加えている。 
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２０１７年度 中央大学法科大学院アドバイザリーボード会議概要 

 

I. 日時  ２０１７年７月１２日（水）１５時３０分～１７時２０分  

 

II. 場所  中央大学市ヶ谷キャンパス 2111号室 

 

III. 会議次第 

(１) 法務研究科長挨拶 

(２) 「自己点検評価報告書２０１６」の説明 

(３) 質疑応答・意見交換 

(４) その他 

 

IV. 出席者 

 アドバイザリーボード委員（50音順・敬称略） 

 伊藤 茂昭（弁護士・シティユーワ法律事務所代表） 

 島岡 聖也 

 田中 克郎（弁護士・ＴＭＩ総合法律事務所代表） 

 藤川 忠宏（弁護士・Ｔ＆Ｔパートナーズ法律事務所） 

 法科大学院出席者 

 小木曽 綾（教授・法務研究科長） 

 伊藤 知義（教授・研究科長補佐） 

 工藤 達朗（教授・研究科長補佐） 

 小林 明彦（教授・研究科長補佐） 

 髙橋 直哉（教授・入試広報委員長） 

 二羽 和彦（教授・自己点検評価委員長） 

 副島  武（専門職大学院事務部長） 

 中村 知広（法科大学院事務課長） 

 木村 健悟（法科大学院事務課副課長） 

 志賀  努（法科大学院事務課副課長） 

 日暮 恭兵（法科大学院事務課副課長） 

 

V. 配布資料 

資料１ 中央大学法科大学院アドバイザリーボード委員 

資料２ 中央大学法科大学院アドバイザリーボードに関する内規  

資料３ 中央大学法科大学院自己点検評価報告書 2016 

資料４ 法科大学院評価基準・規定集 2016 

資料５ 平成 29年司法試験受験状況 

資料６ 2017年度履修要項 

資料７ 2017年度講義要項 

資料８ 法科大学院ガイドブック 2018 
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VI. 会議概要 

小木曽法務研究科長による挨拶で開会し、アドバイザリーボード委員並びに大学側出席者の

紹介の後、当会議の会長である伊藤茂昭先生が議長となり議事進行。 

まず、二羽自己点検評価委員長から「自己点検評価報告書２０１６」に基づき、法科大学院

の教育研究活動等に関する自己点検及び評価の結果について、特に２０１３年度に実施した日

弁連法務研究財団による第三者機関の認証評価において「Ｂ評価」「Ｃ評価」となったところ

を中心に説明あり。 

これを受けて、アドバイザリーボード委員から質問、評価・助言等があった。主な内容は以

下の通り。 

（「⇒」以降は大学側の回答・補足） 

 

 第三者機関の評価について、①成績評価、②カリキュラムの科目設定・バランス、③入学

者の多様性、の３点が、どうして「Ｃ」なのか納得できない。特に入学者の多様性につい

て、他学部や社会人からの入学者が少ない状況はどこの法科大学院も同じだと思う。 

 ①の成績評価について厳格なのは間違いないが、複数クラス開講科目におけるクラス

間の得点調整が不十分であったことがマイナス要因となった。厳格に成績をつけてい

るが、「エビデンスがないから」という理由でマイナス評価を受けた部分もあるが、

これらはいずれも対応済みである。 

 ②のカリキュラムの「科目設定・バランス」については、「展開先端科目」と位置づ

けられているが内容は「法律基本科目」であるとの理由に基づくものであるが、これ

は実地調査で実施した一つの授業参観で一評価委員が下した判断であり、科目全体で

はない。しかし次回に向けては適切な対策を講じたい。 

 ③については一大学の努力では改善できないことであり、評価基準そのものが現状に

合っているのかという疑問も感じる。今は現状を伝えるしかない。 

 第三者機関による認証評価基準がどれほど法科大学院の質の向上に資するものなのかは

疑問があるものの、第三者評価の結果が外部に公表されることもあり、どこで折り合いを

つけるか難しい。必ずしも外部評価が全てではなく、認証評価基準に沿っていなくても実

質的に良い内容であればそれで良いのではないか。大事な学校教育の根本が認証評価基準

を気にしすぎで歪められてはいけない。 

 実際の評価委員も認証評価基準と実態との折り合いにジレンマを感じている。大学の特色

を減点ではなく加点評価で割り切ることがあって良く、文部科学省の加算プログラム等、

国際性や ICTによる大学連携等、大学として加点できるところを伸ばしていけば良い。 

 法曹養成のために、まずは司法試験に合格させることが必要である。本学は、合格後

の進路も見据えて、様々な機会を設けて関連講座を開く等の取り組みを行っている。

ただし、在学生にとっては「国際性」を中心に正規科目以外にも学びの機会が多くあ

りながら、その利用者が年々低下しているのが現状である。司法試験に受かるくらい

の実力がないと時間的な余裕を持てず、利用者増を図るのは難しい。また、本学では

現在、文部科学省の加算プログラムとしてリカレント教育や ICTを活用した他大学へ

の授業提供を実施している。 

 今後、国際会計研究科の廃止に伴い当該研究科の教員が移籍するため、「税務会計」

など司法試験と直結していない経済社会に近いところでの教育を充実させる予定で

あり、インハウスローヤーを目指している学生のための科目も設置している。また、

既に弁護士資格を有する人のためにリカレント教育として短期セミナーを実施して
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いる。また、CLSインハウスローヤーズネットワークを開設して、修了後の人的ネッ

トワークを強めるなど、同僚・先輩との意見交換を実施するなど工夫をしている。 

 予備試験との関係において、ロースクールの在り方が変わってきている。現在は司法試験

に合格すること自体が目的となっており、在学生が先端的問題に興味を示さない。展開先

端科目の存在意義が問われているにもかかわらず、従来通りの審査基準で評価するのはい

かがなものかと考えている。 

 大学設置基準からも展開先端科目から取得しなければならない単位が 17単位と決ま

っている。司法試験の選択科目は展開先端科目であるが、17単位だとそれ以外の単位

も必要である。試験に受かるなら法律基本科目の単位を増やして基礎力を育成してい

く必要があると現場では感じている。 

 本来、予備試験等のバイパスを作るべきではない。法科大学院の制度を創設したときは、

法科大学院修了生の６～７割が合格できるような教育をするという理想があった。法科大

学院は安定期に入り、力のない法科大学院が鉄棒から落ちてきた。これから当初の理想通

りの法科大学院教育ができると期待している。 

 本法科大学院の今年の自己点検評価報告書には新しい記載があり、内容が意欲的であると

感じている。例えば、キャリア教育・「法曹像の修正」という問題提起、ICTを活用した

他大学との連携、先導的法科大学院連携等の記載があり、新しい芽がたくさん出ており評

価できる。 

 入学定員に対して合格者・定員割れは意図したものなのか。 

 本法科大学院は開校当初から司法試験の合格者を多数獲得する方針であり、定員 300

人のビッグロースクールでスタートした。しかし、法科大学院志願者は司法試験の合

格率で受験校を選択している。無理して入学定員を満たすと、結果として司法試験の

不合格者が増え、合格率が下がり、志願者から選ばれなくなる。近年、本法科大学院

では入試合格者から辞退者が続出し、入学定員を満たすために追加合格を出して充足

率８割を維持してきた。しかし、追加合格者の入学後の成績は芳しくなく、レベル低

下が著しい。そのため定員を減らすと同時に、今年度入学から追加合格を出さずに質

の向上・合格率の上昇を狙うという方針を採用し、結果的に 2017年度の充足率は 53％

になった。本来であればもっと早く合格率を目指す方針に転換すべきだった。 

 法科大学院設立当初の理念と現在の厳しい状況の中で、優秀な学生を法曹界に集めるため

の方策を考えると、現在のような認証評価基準がどれだけ役に立つのか疑問もあるが、ア

ドバイザーとしては優秀な学生が本法科大学院に進学して司法試験に合格してくれるよ

う助言していきたい。 

 本法科大学院の「６つの法曹像」について「本法科大学院が養成する法曹像に修正を加え

る必要の有無について検討する予定」とは、どのようなことか？ 

 養成する法曹像として就職先が列記されているだけのため、もっと具体的に出口と同

時に入口とマインド(どういう法曹を育てるか)を時代に合わせて書き換える議論を

開始したところである。 

 飛び入学・早期卒業の制度と地域・国際・専門職・女性の各法曹枠入試の現状について説

明願いたい 

 飛び入学・早期卒業生のための入試制度は本学が早い段階から「特別入試」として学

部３年次の秋に実施していたが、他大学が一般入試と同じ夏に実施するようになり、

試験時期が遅い本学を受験してもらえなくなった。そこで、本法科大学院では、特別

入試を廃止し、一般入試と統合した。また、その制度変更の時期と予備試験導入の時
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期が重なり、さらに本学法学部は早期卒業の基準が厳しいことから、本学法学部の在

学生のトップ層は早期卒業や飛び級ではなく、予備試験を目指す傾向にある。また、

他大学の優秀層については、本法科大学院に飛び級や早期卒業で受験しているが、同

様に他大学にも受験しており、本法科大学院合格者の歩留まりは芳しくない。 

 地域・国際・専門職・女性の各特別法曹枠入試は、入学志願者増を目的に一般入試と

の併願制度として実施した入試である。合格基準が一般入試と同等以上で特色を有す

る受験生に限定しているため、受験者数に比べて合格・入学者が必ずしも多くはない。

しかし、国際法曹枠で「律師」資格を有する中国留学生が入学したり、女性法曹枠で

元アナウンサーの学生が入学したり、特色ある入試となっている。また、地域法曹枠

で入学した学生は、琉球大学との ICTを使った合同授業で授業の特色を出している。

また、この法曹枠で入学すると給付奨学金が確実に受給できるメリットもある。 

 日弁連にも女性の取締役を紹介してほしい等の要請もあり、社会の期待に資する制度があ

ることは良い。 

 キャンパスの老朽化が問題であり、施設・設備の自己点検評価も「Ｂ」である。大学全体

の中長期事業計画では法学部の都心キャンパスへの移転計画が掲げられているが、これと

の関係を含めてどうなっているのか。 

 2015年度に大学全体の中長期事業計画が発表され、その中で法学部とロースクールを

後楽園キャンパスに一体的に配置するという計画が掲げられているが、移転するため

には後楽園キャンパスの容積率を緩和してもらう必要があり、大学として出来る地域

貢献の内容を含めて東京都・文京区との交渉を継続しているところであり、年内には

一定の報告ができると思う。 

 法学部と法科大学院が一体として都心にあることが我々の夢であり、高い障壁があると思

うが実現してほしい。 

 在学中に予備試験に合格した者でも、更に知識を修得したいとの目的で法科大学院を修了

してから事務所に入ってくる者も少数ながら存在するため、これ等の期待に応えられる制

度も検討してほしい。 

 税務・国際系、ビジネスの社会にも進めるよう、移籍してくる国際会計研究科の教員

たちにも協力してもらい、刺激的な学びの場を提供していきたい。 

 

最後に、小木曽法務研究科長から「今は法科大学院冬の時代であるが、本法科大学院では司

法試験の合格率をより一層上げることを目指し、基礎的科目を充実させ、更に勉強させること

を意図したカリキュラム改正を検討中であり、引き続き社会に有為な法曹を育成したい。本日

の貴重なご意見を参考にさせて頂くとともに、引き続きご指導を賜りたい」旨のまとめと謝辞

があり、閉会した。 
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